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公立大学法人北九州市立大学の令和５年度に係る業務の実績に関する全体評価調書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【全体評価】 

●教育分野では、基盤教育における語学教育の充実により目標を達成している点、数理・データサイエンス・AI 教育における受講生の理解度や満足度が高い結果となっている科目の

開設、デジタル人材を育成する新学部設置準備が進むなど、これらの取組は高く評価できる。数理・データサイエンス・AI 教育においては、今後の IT 企業との連携や、より実践

的な教育・人材育成につながるものと期待できる。 

 

●就職活動の早期化が強まるなか、低学年段階でのプレ・インターンシップといった方策を積極的に実施するなどにより全国平均を上回る高い就職率を達成したことは、様々な教育・

支援が効果を上げたと評価できる。 

 

●研究分野では AI・ロボット技術を駆使した企業の DX 推進や、カーボンニュートラルなど年度計画に沿って地域社会の課題解決につながる研究を実施し、また様々な分野において

地域企業と連携して共同研究を着実に進め、共同研究件数が目標を大きく上回っている。地域課題解決に向けた先進的な研究と産学連携が強化され、社会実装に向けた取組は評価

できる。 

 

●地域貢献については、公開講座やリカレント教育を通じた地域社会との連携が進んでおり、高い満足度を得るなど、市立大学のあるべき姿を体現する様々な取組がなされ、成果も

上がっている。人口減少社会や産業構造の変化など、新しい社会の流れの中で、良いものはさらに伸ばし、より多くの教員が関わる体制と環境の整備など必要に応じて新しい取組

も考えてほしい。 

 

●管理運営分野では、計画に従って堅実に改革を進めており、成果も堅実に上がってきている。研究資金の財源となる外部資金の獲得のために具体的な取組を行うことで目標値を上

回る資金獲得につなげており、評価できる。 

 

●市立大学は様々な取組を積極的に推進することで、その使命を果たすための体制と実績を着実に積み上げている。これからはその取組をより定量的に評価する仕組みの導入を期待

する。 

【参 考】評価指標についての説明 

 【分野別評価】 

Ｓ：特筆すべき進行状況 

Ａ：計画どおり 

Ｂ：概ね計画どおり 

Ｃ：やや遅れている 

Ｄ：重大な改善事項がある 

【項目別評価】 

Ⅳ：年度計画を上回って実施している 

Ⅲ：年度計画を概ね順調に実施している 

Ⅱ：年度計画を十分に実施できていない 

Ⅰ：年度計画を実施していない 
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【分野別評価】 

  

 

Ⅰ 教育 
 

 

 

 

 

 

 

 

５段階評価 

A 

●基盤教育やキャリア教育では、特に語学教育において英語教育だけでなく、中国語教育についても対策を講じて目標を達成した点、またキャリア教育のインターンシップにおける成果は特筆

すべきものがあり、コロナ禍による落ち込みを回復し、コロナ禍以前より高い成果を挙げている点が評価できる。 

 

●数理・データサイエンス・AI教育では、教育プログラムを幅広く実施し、基礎的な素養のリテラシーレベルでの文部科学省認定を取得しただけでなく、新学部の設置に向け取り組むなど大い

に評価できる。今後、IT企業との連携による長期的なインターンシップ制度が可能となれば、より実践的な人材育成となるだけでなく、地元企業の活性化にもつながるため大いに期待できる。 

 

●大学院の定員管理においては、学部推薦制度や奨学給付金制度を活用し、適切な定員管理に向けた取組を進め、特に、定員充足率の低い専攻に対する改善策など様々な努力を実施しているが、

人文科学系の研究科を中心に努力の成果が見えてきていない。抜本的な改革にも踏み込んだ議論が必要な時期と考えられる。 

 

●多様な悩みを抱える学生への支援について、カウンセラー配置による相談体制の強化を行い、オンライン・対面でのカウンセリングを併用する等の対応を実施し、学生支援が充実されたこと

は評価できる。また、全学生へのUPIや教員向けの研修会の実施等、包括的・予防的視点でのメンタルケアに努めている点も評価できる。 

 

●就職活動の早期化という流れに対し、基盤教育や各学部・学群での綿密なキャリア教育を充実させ、また低学年段階でのプレ・インターンシップといった早期での就職意識の啓発や実際の社

会に触れる機会を設ける方策を積極的に実施しており、就職活動の早期化の問題点である、自身の就職のビジョンが固まっていない学生の精神的負担という課題の解決に寄与している。全国

平均を上回る高い就職率を達成したことは，様々な教育・支援が効果を上げたと評価できる。 

 

●入学志願者の高校やエリア等の分析を行い、広報活動を工夫している。従来のやり方を踏襲しながら、「スプリングスクール」等新しい試みを実施し、その結果、本年度の入学志願者も前年

度に比べて増加している点が評価できる。今後、同窓生の多い地域など、同窓会との連携も含め、新たな広報活動の実施も期待する。 

 

１ 学修者本位の教育の推進 

中期計画 年度計画 
進行

状況 
実施状況 評価 評価理由及び意見 

【1】  

① 教育アセスメントの実

施 

 

教学マネジメントシステ

ムの構築に向けて、３つの

ポリシー※に基づく教育活

動を実施するとともに、学

生の成績評価や学修成果

などの各種指標について

調査、集約、可視化、分析

に取り組み、データに基づ

く教育アセスメントを行

う。令和７（２０２５）年

度には、それまでの教育ア

セスメントを踏まえた教

育課程の再編を行う（修

士・博士課程は令和８（２

０２６）年度開講を目途に

整備する）。その際、副専

攻等学部等共通プログラ

ムなどの多様なプログラ

ムを受講しやすい仕組み

【1】  

① 教育アセスメントの実

施 

 

教学マネジメントシステム

の構築に向けて、３つのポ

リシー※に基づく教育活動

を適切に実施するととも

に、学生の成績評価や学修

成果などの各種指標につい

て調査、集約、可視化、分析

に取り組み、アセスメント

プランに基づく教育アセス

メントを行う。その結果を

踏まえ、令和７（２０２５）

年度に予定している新教育

課程の整備に向けた試案を

作成する。その際、副専攻

等学部等共通プログラムを

受講しやすい仕組みの導入

に向けて、卒業単位に算入

できる単位数の増加などに

ついて関係部局間で調整を

Ⅲ 【データに基づく教育アセスメント】 

１ 2021年度に策定したアセスメントプランに基づき、教学に関するデータ等を収集・整理し、データを基

にした教員レベル、組織（学部・学科）レベルの点検・評価を実施した。 

 

２ 組織（学部・学科）レベルの評価結果を踏まえ、機関（全学）レベルの点検・評価を実施し、その結果を

各学科等へフィードバックした。 

 

３ 点検・評価をより実質的なものとするため、2023年度入学の新入生及び2021年度入学の3年生に対して、

思考力や姿勢・態度などの汎用的な能力を測ることができる外部アセスメントテスト「GPS-Academic※」の

受検を実施し、点検・評価のエビデンスデータとして活用した。 

  

＜2023年度 GPS-Academic受検率＞ 
 対象人数 受検人数 受検率 

1 年生 1,460人 1,360人 93.2％ 

3 年生 1,451人 974人 67.1％ 

 
※大学で培われる問題解決の力を「思考力」「姿勢・態度」「経験」の3項目で測定するもの。福岡県内の

国公立や同規模の公立大学の導入実績がある外部アセスメントテスト。 

 

【新教育課程の整備】 

１ 2025年度の教育課程の再編に向け、7月の教育研究審議会において、各部局に対し、カリキュラム再編方

針を提示した。 

＜カリキュラム再編の方針＞ 

Ⅲ ●教学マネジメントシステムの構築に向け

た教育活動を実施し、学生の成績評価や学

修成果のデータを集約・分析することで、

教育課程の整備ができたことは評価でき

る。 

 外部アセスメントテストを実施し、エビデ

ンスデータとして活用したことは、学生の

学びの質向上に影響を与えるものである。 

 

●データに基づく教育アセスメントの結果

を基にした新教育課程の整備は、時間がか

かることが想定されるが、学生の学習進捗

や理解度を定量的に把握し、教育戦略を最

適化するためにも引き続きこの取組が進

められることを期待する。 

 

●引き続き、GPS-Academicの結果を次の計画

に活用いただきたい。 
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を導入するほか、理工系学

部については、社会ニーズ

に対応できる研究者、技術

者を育成するため、その基

盤教育を充実させる。 

 

※「学位授与の方針（デ

ィプロマ・ポリシー）」、

「教育課程編成・実施の方

針（カリキュラム・ポリシ

ー）」、「入学者受入れの

方針（アドミッション・ポ

リシー）」の３つの方針の

こと 

進めるほか、国際環境工学

部の基盤教育を充実させる

ため、現状の課題について

分析し、解決方法を検討の

うえ、新教育課程の試案を

作成する。 

 

※「学位授与の方針（デ

ィプロマ・ポリシー）」、

「教育課程編成・実施の方

針（カリキュラム・ポリシ

ー）」、「入学者受入れの方

針（アドミッション・ポリ

シー）」の３つの方針のこ

と 

（１）データに基づく教育アセスメントの結果を踏まえて編成する 

（２）コア科目（主要授業科目）を明確にし、（原則として）基幹教員が担当する 

（３）カリキュラム・マップ、ツリーの順次性、体系性を明確にする 

（４）可能な限り、少人数教育へのシフトと充実を図る 

（５）科目数は全体的に削減する（1科目増やしたら1科目以上減） 

（６）大人数の座学による授業等に関して、遠隔・オンデマンド方式の方が教育効果が高いと認められ

る科目は、その活用を可能とする 

 

２ データに基づく教育アセスメントの結果やカリキュラム再編方針を踏まえて、カリキュラム・マップや

カリキュラム・ツリー等の案を作成した。 

 

３ 各部局が作成したカリキュラム再編案を基に、教育担当副学長等によるヒアリングを経て、カリキュラ

ム再編案を固めた。 

 

４ 既存の副専攻プログラム（環境ESDプログラム及びKGEP）については、新カリキュラム案が固まり次第、

プログラム内容の検討を行うこととし、数理・データサイエンス・AI教育に係る学部等共通プログラムに

ついては、履修する科目を卒業単位に算入できるよう、新カリキュラムにあわせて基盤教育科目の中に関

連科目を設けた。 

 
【国際環境工学部における基盤教育の充実】 

１ カリキュラム再編に向け、学部長を主体とした「2025年カリキュラム改編ワーキンググループ」を立ち上げ、5月か

ら12月までに5回の会議を開催し、検討内容を教務委員会に引き継ぎ、カリキュラムの改編を行った。 

 

２ 主要授業科目に関し、学習目標の達成度を判断するためのルーブリックの活用や「環境問題事例研究」等の演習科

目におけるTA（教育アシスタント）の活用について運用方法の検討を行った。 

 

３ 新カリキュラムにおける補習教育のeラーニング活用及び運用方法に向けて、2024年度の基礎学力試験のWEBテスト

の活用を決定した。 

 

【2】 

② ｅポートフォリオの構

築 

 

学修成果を学生自身が確

認し、更なる成長につなげ

るため、学生の学びの状況

を可視化した新ｅポート

フォリオを構築し、より良

いものに改善していくた

め、その活用状況や学生等

の評価等をフォローする。 

【2】 

② ｅポートフォリオの構

築 

 

学生の学びの状況を可視化

した新ｅポートフォリオの

構築に向けて、他大学のｅ

ポートフォリオの導入状況

等について、設置予定の

（仮）データサイエンスセ

ンターにおいて情報収集及

び情報共有を行う。 

Ⅲ 【eポートフォリオの構築】 

１ 学生の学びの状況を可視化した新eポートフォリオの構築に向けて、他大学のeポートフォリオの導入及

び活用状況等について、公立大学協会のメーリングリストを活用して公立大学に照会を行い、情報収集を

行った。 

 

２ 文部科学省「大学・高専機能強化支援事業」に選定され、（仮称）情報イノベーション学部を設置する

こととなったことを踏まえ、（仮称）データサイエンスセンターの設置目的を見直したため、新eポートフ

ォリオの構築は教育改革推進室において取り組むこととした。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ ●他大学のｅポートフォリオに関して情報

収集し、新ｅポートフォリオの準備を進め

ており、学生の学びの状況を可視化できる

取組を評価する。 
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【3】 

③ 各学部等の特色ある取

組の推進 

 

各学部・研究科、基盤教育

センターは、本学の設置理

念、学部学科等の設置の目

的・強みを踏まえ、特色の

ある取組を推進し、継続し

て各種アセスメントを実

施し、その向上に取り組

む。 

［〈基盤教育センター〉２

年次修了時にＴＯＥＩＣ 

４７０点相当以上の到達

者の割合５０％以上］ 

［〈基盤教育センター〉地

域科目の開講数１０以上

かつ実務家招へい人数８

０人以上］ 

［〈外国語学部英米学科〉

卒業までにＴＯＥＩＣ ７

３０点相当以上の到達者

の割合７０％以上］ 

［〈外国語学部中国学科〉

卒業までに中国語検定２

級相当レベル以上の到達

者５０％以上］ 

【3】 

③ 各学部等の特色ある取

組の推進 

 

各学部・研究科、基盤教育

センターは、本学の設置理

念、学部学科等の設置の目

的・強みを踏まえ、特色の

ある取組を推進する。 

＜取組内容・目標＞ 

1.〈基盤教育センターにお

ける英語教育〉 

 基盤教育センターは、到

達度別クラス編成や少人数

教育など授業内容に適した

教育方法の実践、令和３（２

０２１）年度に導入したｅ

ラーニングソフト等の活

用、ＴＯＥＩＣ等公的資格

の単位認定を行う。 

［２年次修了時にＴＯＥＩ

Ｃ ４７０点相当以上の到

達者の割合５０％以上］ 

2.〈基盤教育センターにお

ける地域科目〉 

 基盤教育センター及び地

域戦略研究所において、地

域で活躍する行政担当者や

企業の実務家等を招聘し、

開講する。 

［地域科目の開講数１０以

上かつ実務家招へい人数８

０人以上］ 

3.〈外国語学部英米学科に

おける語学教育〉 

英米学科において、学生の

学習意欲を喚起する英語学

習講演会、対面やオンライ

ンによる学習指導を実施す

るほか、英語の修得度に応

じてよりレベルの高い科目

を受講できる「英語集中プ

ログラム」を実施する。 

［卒業までにＴＯＥＩＣ 

７３０点相当以上の到達者

の割合７０％以上］ 

4.〈外国語学部中国学科に

おける語学教育〉 

 中国学科においては、１

Ⅳ 【基盤教育における語学教育】 

１ 基盤教育センターは、到達度別クラス編成や少人数教育、TOEICなど公的資格の単位認定への活用による

英語教育を推進した。 

また、TOEIC受験対策を含めた英語力向上のために、学生の授業外課題や自主学習用教材としてeラーニ

ングソフト（Reallyenglish／EdulinX社製）を北方キャンパスではCommunicative English Ⅴ・Ⅵ（2年次

科目）、ひびきのキャンパスでは英語Ⅱ（1年次科目）および補習で活用した。 

 

２ ひびきのキャンパスでは、1年次生を対象とした補習（受講者209名）や2年次以上の学生を対象とした補

習（受講者106名）を実施するなど、語学力の向上に向けた取組を行った。 

 

３ 学内でTOEIC試験を実施し、引き続きTOEICのスコア管理を徹底した。（北方：オンライン実施、ひびき

の：対面実施） 

2年修了時のTOEIC470点相当以上到達者の割合は以下のとおりである。 

 

＜2年修了時のTOEIC470点相当以上到達者の割合＞       ※小数点第2以下四捨五入 

 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 
北方キャンパス 61.8％ 63.0％ 78.4％ 83.5% 76.2％ 
ひびきのキャンパス 56.5％ 71.3％ 59.5％ 66.7% 63.4％ 

全 学 60.8％ 64.6％ 74.7％ 80.2% 74.0％ 

 

【基盤教育における地域科目の開講】 

１ 2023年度は地域科目を12科目開講し、受講者数は3,263名と、多くの受講者を確保した。 

 

２ 実務家教員には、市役所担当部局の職員、地元企業経営者、NPO職員等、延べ107名（前年度92名）を講師

として招聘し、実務家の知見から講義を行った。 

＜地域科目の開講・受講状況＞ 

開講 
年次 

科目名称 
受講者数 

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 

1年次 都市と地域 241名 188名 254名 273名 298名 
地域の社会と経済  279名 284名 416名 213名 226名 
地域の文化と歴史 332名 390名 435名 519名 550名 
地域の達人 301名 534名 休講 休講 549名 
地域のにぎわいづくり 239名 202名 453名 446名 445名 
地域と国際 132名 397名 242名 533名 500名 
地域防災への招待  11名 31名 46名 38名 50名 
地域特講A 106名 休講 休講 休講 78名 
地域特講B 休講 休講 28名 休講 54名 

2年次 北九 州市 の都 市政 策  299名 388名 401名 508名 396名 
まな びと 企業 研究 Ⅰ  202名 96名 130名 47名 108名 

3年次 まな びと 企業 研究 Ⅱ 10名 21名 19名 12名 9名 
地域科目の受講者数 2,152名 2,531名 2,424名 2,589名 3,263名 

＜実務家教員の招聘状況＞ ※回数は全15回中、実務家教員を招聘した回数 

科目名 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 

地域の社会と経済 13名(13回) 7名(7回) 9名 (9回 ) 11名(10回) 11名(10回) 
地域の文化と歴史 13名(12回) 12名(11回) 13名(11回) 14名(12回) 15名(13回) 
地域の達人 14名(14回) 12名(12回) 休講 休講 9名(9回 ) 
地域のにぎわいづくり 5名(5回 ) 10名(8回) 9名(9回 ) 12名(10回) 10名(10回) 
地域と国際 12名(12回) 8名(8回) 13名(13回) 15名(12回) 11名(11回) 
地域防災への招待 9名(9回 ) 6名 (6回) 9名(9回 ) 7名(7回) 7名(7回 ) 
地域特講A 15名(14回) 休講 休講 休講 12名(12回) 

Ⅳ ●各学部において特色ある取組を行い、実績

が設定した目標を上回る結果を達成した。 

 様々な語学に関する教育や地域科目の充

実により、受講者数も年々増加している事

が評価できる。また、実務家教員を多く招

聘することで教育の質を高めている。 

 

●TOEICや中国語検定の目標到達者数も高い

水準を維持しており、評価できる。 
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～３年次の中国語集中科目

である初中上級の総合科

目・会話科目・作文・リスニ

ング・講読等により、基礎

的かつ総合的な中国語能力

を育成するほか、学生の学

習意欲を喚起するため、中

国語検定過去問ＷＥＢの活

用や外部講師による各種講

義・講演等を実施する。 

［卒業までに中国語検定２

級相当レベル以上の到達者

５０％以上］ 

北九州市の都市政策 19名(14回) 16名(12回) 17名(13回) 18名(13回) 18名(13回) 
まなびと企業研究Ⅰ 17名(14回) 15名(12回) 13名(12回) 15名(13回) 14名(13回) 
実務家教員数 計 117名 86名 83名 92名 107名 

 

【「英語集中プログラム」の推進と英語学習講演会の開催】 

１ 外国語学部英米学科は、語学力の向上に向け、1・2年次生の必修授業の中でTOEICの学習方法を教授する

とともに、3・4年次生は、専門科目の授業において実践的な英語運用能力を養成し、入学から卒業まで一

貫して英語運用能力のレベルに応じたカリキュラムを推進した。 

 

２ とりわけ、「英語集中プログラム」では、英語の修得度によってクラス編成を行い、1学期末のTOEICス

コアが730点に到達した学生は、2学期以降、よりレベルの高い「Higher English Ⅰ～Ⅱ」の受講を可能と

した。また、並行して「Academic English Ⅰ～Ⅱ」を開講し、英語による論文執筆、ディベートやディス

カッションをとおして、広い意味での英語運用能力を養成した。 

 

３ 学生の英語学習に対する動機づけを目的として、本学の専任教員が講師となり、英語学習講演会（TOEIC

学習支援講演会）を開催した。（テーマ「TOEIC IMPROVEMENT」、11月17日開催 38名参加） 

 

【英語学習カウンセリングの取組】 

１ 英語学習に関する学生への支援の一環として、引き続き特任教員による、英語学習および留学準備のた

めのカウンセリングを実施した。2023年度は年間を通して160名程度の学生の面接指導を実施し、IELTS対

策のための準備法や留学に向けて準備すべき事等について適切な指導を行った。 

 

【TOEIC受験対策とスコア管理の徹底】 

１ 外国語学部英米学科は、オンラインTOEICの受験機会の提供やオンライン学習ツール(リアリーイングリ

ッシュ)を利用した受験対策を実施するとともに、ゼミ担当教員を通じて、受験の奨励及びスコア管理を徹

底した。これらの取組の結果、卒業時におけるTOEIC 730点相当以上到達者の割合は80.9％であった。 

＜卒業時のTOEIC 730点相当以上到達者の割合＞ 

 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 

到達率 78.0％ 76.1％ 69.5％ 75.0％ 73.1％ 84.5％ 80.9％ 

 

【中国語能力育成の取組】 

１ 外国語学部中国学科は、引き続き、教育課程において1～3年次の中国語集中科目である初中上級の総合

科目・会話科目・作文・リスニング・講読などにより、基礎的かつ総合的な中国語能力を育成した。また、

中国語の修得を補完するための取組として、中国語検定過去問WEBを活用し、中国語検定の対策に継続して

取り組んだ。 

 

２ 中国語は初修外国語であり、より丁寧なサポートを必要とするが、コロナ禍において対面指導が困難な

状況が続いた。そのため、学科全体での取組に加え、Moodleを活用した教材の充実や質問対応のほか、解

説動画の作成等、オンラインを活用して、各授業でも可能な限りきめ細やかなサポートを行った。 

 

【学生の学修意欲を喚起する取組】 

１ 学生の学習意欲を喚起するため、外部講師による特別講演会を開催し、また講演会後に講師の先生を囲

んで座談会を開催した。 

（テーマ「らぶのゆくえ～近代中国文学の少女たち～」（12月7日 約50名参加）、座談会（12月7日 約30

名参加）） 

 

【中国語検定試験2級相当以上の到達者の割合】 

１ 中国語検定試験2級相当以上の到達者の割合は、下記のとおりである。 
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＜卒業時の中国語検定2級レベル到達者の割合＞ 

 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 

到達率 58.3％ 57.3％ 58.0％ 53.7％ 41.7％ 35.1％ 58.7％ 

 

＜Ⅳ評価とする理由＞ 

  基盤教育センターにおける語学教育では、到達度別クラス編成や少人数教育等により、全学で 2 年次修

了時に TOEIC470 点相当以上の到達者の割合が 74.0％と目標である 50％を上回った。 

また、同センターで、地域科目（全 12 科目）を開講し、受講者数は過去最も多い 3,263 名の受講者を確

保した。さらに、多様な実務家教員を 107 名と多く招聘し、実務家の見地から地域の魅力を学ぶ機会を提

供することができた。 

外国語学部では、卒業までに TOEIC 730 点相当以上の到達者の割合が 80.9％と目標である 70％を超える

とともに、卒業までに中国語検定 2 級相当レベル以上の到達者の割合が 58.7％と目標である 50％を超え

た。 

以上のとおり、設定したすべての目標を上回る実績であるため、Ⅳ評価とする。 
 

【4】 

④ アクティブラーニング

等教育方法の改善 

 

オンラインの効率的・効果

的な活用を含め、グループ

ワークやディスカッショ

ンにより、学生が能動的に

参加するアクティブラー

ニングの手法を取り入れ

た授業方法の導入を推進

するため、ＦＤ研修等によ

る教育方法の改善を図る。

全学ＦＤ※研修には教員の

８０％以上が参加する。 

 

※Faculty Development 

の略称。教員が授業内容・

方法を改善し向上させる

ための組織的な取組のこ

と 

【4】 

④ アクティブラーニング

等教育方法の改善 

 

グループワークやディスカ

ッションなど、学生が能動

的に参加するアクティブラ

ーニングの手法を取り入れ

た授業方法等に関する全学

ＦＤ※研修を実施し、事例

収集や学部間での情報共有

等を進め、教育方法の改善

を図る。全学ＦＤ研修の実

施に当たっては、オンライ

ン方式やオンデマンド方式

を活用する。 

［全学ＦＤ研修への教員の

参加率 ８０％以上］ 

 

※Faculty Development の

略称。教員が授業内容・方

法を改善し向上させるため

の組織的な取組のこと 

Ⅲ 【アクティブラーニング等教育方法の改善】 

１ アクティブラーニングの手法を取り入れた授業の実現を推進するため、ICTツールを利用したアクティブ

ラーニングの手法を紹介する全学FD研修を実施した。 

＜2023年度 全学FD研修＞ 

開催内容 
開催日・視
聴期間 

参加率 

ICTを利用したアクティブラーニングの実施 
※オンデマンド配信（Stream 配信による視聴） 

12月7日 
～1月19日 

89.1％ 

 

２ 教授会等での研修参加の周知、インフォメーションへの掲載、各教員への案内メール送付等を行い、研

修参加率の向上に努めた。 

 

３ 新任教員を対象として、アクティブラーニングの手法も含めた授業方法についての研修を行った。 

＜新任教員対象のFD活動＞ 
開催主体 開催内容 

FD委員会 

・春季新任教員FD研修（4月7日） 
テーマ「授業設計の基本―1コマの授業設計―」 

・夏季新任教員FD研修（8月31日） 
テーマ「授業改善と授業設計の基本」 

 

４ 2022年度に整備したアクティブラーニングに対応した教室を活用し、グループワークやディスカッショ

ンなど学生が能動的に参加するアクティブラーニングの手法を取り入れた授業（演習科目等）を実施した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ ●アクティブラーニング等の教育方法を推

進するために、教員への研修を行い、授業

内容・方法の改善・向上に努めている。 

 

●全学FD研修への教員の参加率が80%以上を

達成した点は評価できる。 
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２ 地域や社会の未来を担う人材の育成 

中期計画 年度計画 
進行

状況 
実施状況 評価 評価理由及び意見 

【5】 

① （仮）数理・データサイ

エンス・ＡＩ教育プログラ

ム 

 

数理・データサイエンス・

ＡＩ教育の重要性に鑑み、

基盤教育科目において令

和４（２０２２）年度に開

設した基礎・応用科目「デ

ータサイエンス入門」、「社

会を動かすデータ活用」、

「社会で活きるＡＩ技術」

の受講状況と学生の理解

度等を把握しつつ、プログ

ラミングからデータ解析

まで行う新しいプログラ

ムの作成に取り組み、北方

キャンパスでは令和６（２

０２４）年度を目途に学部

等共通プログラムとして

開設する。ひびきのキャン

パスでは、令和７（２０２

５）年度の教育課程の整備

と合わせて、学科特性を踏

まえ、データサイエンス関

連科目を配置する。両キャ

ンパスとも教育効果等を

アセスメントし、より効果

的な教育方法の導入等適

宜改善を行う。また、当該

分野の教員が所属する

（仮）データサイエンスセ

ンターを設置し、教育内

容・方法等についてアセス

メント及び調査研究する。 

【5】 

① （仮）数理・データサイ

エンス・ＡＩ教育プログラ

ム 

 

令和６（２０２４）年度の

学部等共通プログラム

「（仮）数理・データサイエ

ンス・ＡＩ教育プログラム」

開設に向け、令和５（２０

２３）年度に開講する「社

会を動かすデータ活用」及

び「社会で活きるＡＩ技術」

の２科目の受講状況と学生

の理解度等を把握しつつ、

プログラムを作成する。併

せて、プログラム開設にあ

たって必要な規程等の整備

や学内外への広報を行う。 

国際環境工学部において

は、令和７（２０２５）年度

からの新教育課程における

データサイエンス関連科目

の配置に向けて検討を行う

とともに、基盤教育科目「環

境問題特別講義」及び「環

境問題事例研究」の２科目

において、「国連統計デー

タベースの扱い方」の中で

も環境・SDGsに関連するデ

ータサイエンスの教育コン

テンツについて学ぶ。 

「（仮）データサイエンス

センター」設置に向け、設

置準備委員会を設置のう

え、実施体制の検討や関係

部局間の調整、規程等の整

備を行い、同センターを設

置する。 

Ⅳ 【文部科学省 数理・データサイエンス・AI認定制度】 

１ 2022年度に開講した基盤教育科目「データサイエンス入門」を文部科学省の数理・データサイエンス・

AI認定制度（リテラシーレベル）に申請し、認定を受けた。 

 

２ 文部科学省の数理・データサイエンス・AI認定制度（応用基礎レベル）のモデルカリキュラムに準拠し

た「社会を動かすデータ活用」、「社会で活きるAI技術」の2科目を開講した。 

  当該科目の受講状況と学生の理解度等を把握するため、授業評価アンケート等を実施し、数理・データ

サイエンス・AI認定制度（応用基礎レベル）への申請に向けて準備を行った。 

 

＜受講状況とアンケート結果＞ 

 
受講者数 

理解度 
（理解が「深まった」「やや深まった」 

と回答した学生の割合） 

満足度 
（「満足」「やや満足」 
と回答した学生の割合） 

社会を動かす 
データ活用 

205名 96.4％ 94.7％ 

社会で活きる 
ＡＩ技術 

309名 94.5％ 93.3％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 学生にとって受講しやすい教育プログラムとなるよう、新カリキュラムに合わせて基盤教育科目の中に

関連科目（「プログラミング入門」）を置いた。 

 

【新学部の設置準備】 

１ 数理・データサイエンス・AI教育の推進に向け、デジタル人材を育成する新たな学部の開設を目指し、

令和5年5月に、（独）大学改革支援・学位授与機構の助成事業「令和５年度大学・高専機能強化支援事業

（学部再編等による特定成長分野への転換等に係る支援）」に申請し、7月に対象校に選定された。（学部

名称：（仮称）情報イノベーション学部） 

 

２ 助成事業選定後、以下のとおり、組織体制等の整備を行った。 

 

 ＜経過＞ 

 10月 助成事業担当の事務職員を新規採用 

 11月 「(仮称)情報イノベーション学部設置準備委員会」を設置 

    新学部の教員体制を整備 

 3月  事務局に「新学部設置準備課」を設置 

 

３ 市内企業と協働した実践的な教育を展開するため、令和6年1月に、ＩＴ企業等が集積する小倉都心部へ

の新校舎の設置を、市長に要望した。 

 

【国際環境工学部におけるデータサイエンス関連科目の配置】 

１ 1学期開講「環境問題特別講義」において、環境・SDGsに関連するデータを利用した授業を実施した。 

 

２ パソコン必携化に伴う対応のため、期限付きで「ひびきのデータサイエンス教育推進室」を立ち上げ、

「環境問題特別講義」のプログラミング演習環境のサポート等を実施した。 

 

３ 2学期科目「環境問題事例研究」において、「政府統計の総合窓口（e-Stat）の扱い方」の講義を実施し

Ⅳ ●入門・基礎レベルから応用レベルまで対応

した教育プログラムを開設し、実際に開講

した２科目では受講生の理解度・満足度も

高く評価できる。 

さらに今後の新学部設置に向けて、IT企業

との連携や、より実践的な教育・人材育成

につながるものと期待できる。 

 

●文部科学省の認定制度に準拠したカリキ

ュラムの導入や新学部の設置に向けた取

組が具体的に進行中であることは評価で

きる。 

また、新学部設置計画の進展及び数理・デ

ータサイエンス・AI教育の推進に向けたさ

らなる成果の積み重ねが期待される。 
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た。 

当初は、「国連統計データベース」の扱い方について講義を予定していたが、データサイエンス初学者

により適した「政府統計の総合窓口」を用いたデータの入手方法やデータの表現方法について講義を行っ

た。 

 

４ 2025年度新カリキュラムにおいて、データ処理とプログラミングスキルを習得するための「データサイ

エンス演習」を国際環境工学部全学科の共通科目として配置することを決定した。 

 

【（仮）データサイエンス教育センターの設置準備】 

１ 4月に（仮称）データサイエンスセンター設置準備委員会を設置し、（仮称）データサイエンスセンター

開設に向けた体制を整えた。その後、文部科学省「大学・高専機能強化支援事業」に選定され（仮称）情

報イノベーション学部を設置することとなった。これを踏まえ、（仮称）データサイエンスセンターの設

置目的を見直し、名称を改めて（仮称）データサイエンス教育センターを設置することとした。 

 

２ （仮称）データサイエンス教育センターは、数理・データサイエンス・AI教育プログラムの企画・運営・

改善や数理・データサイエンス・AI教育に関する調査研究を行うこととした。 

 

＜Ⅳ評価とする理由＞ 

文部科学省の認定制度の活用に加え、新たな学部を設置することにより、数理・データサイエンス・Ａ

Ｉ教育の一層の推進に向けて取り組んでいるため、Ⅳ評価とする。 

【6】 

② （仮）次世代チャレンジ

プログラム 

 

学部等共通の教育プログ

ラムとして、論理的に物事

を把握し問題解決につな

げることができる地域リ

ーダーを育成する「（仮）

次世代チャレンジプログ

ラム」について、令和７（２

０２５）年度を目途に開設

する。プログラムを通し

て、起業家精神を有した意

欲の高い学生を育成・支援

する。プログラムの内容や

支援内容について、自己評

価するとともに、企業、有

識者、金融機関等の協力を

得ながら、改善に努める。 

また、従来からの学内競争

的研究支援制度の枠組み

を見直し、「（仮）次世代

チャレンジプログラム」と

の連携を視野に、研究費の

支援制度「（仮）学生チャ

レンジ研究推進費」を設

け、適切な審査に基づき、

【6】 

② （仮）次世代チャレン

ジプログラム 

 

学部等共通プログラム

「（仮）次世代チャレンジ

プログラム」の令和７（２

０２５）年度の開設に向け、

（仮）次世代チャレンジプ

ログラム検討プロジェクト

を立ち上げ、関係機関から

の情報収集を行い、市の取

組とも連携した、学生が受

講しやすく、魅力あるプロ

グラムの作成に取り組む。

また、先行大学の調査や起

業支援を行う団体等との連

携を図るほか、起業に関す

る講演会などを通じて、学

内の気運醸成を図る。 

Ⅲ 【（仮）次世代チャレンジプログラムの開設】 

１ （仮）次世代チャレンジプログラムの開設に向けて、検討チームを立ち上げ、会議（10月18日）を開催

した。また、会議以外でもメール等を用いて意見交換を行った。 

 

２ 起業支援に携わっている学外有識者（北九州市ロボット･DX推進センターや北九州テレワークセンター）

と意見交換を行った。 

 

３ 他大学における先行事例についてホームページ等から情報収集を行った。 

 

４ 学内の機運醸成に向けて、ワークショップ「未来創造トーク」を実施した。両キャンパスの学部生・大

学院生が参加した。 

  日時：2月7日（水）13:00～15:00 

  場所：フランキー・ウーアジア国際交流ホール（厚生会館2階） 

  参加学生：18名 

 

【ひびきのキャンパスにおける支援】 

１ PARKS (Platform for All Regions of Kyushu & Okinawa for Startup-ecosystem)が国立研究開発法人

科学技術振興機構（JST）から、大学発新産業創出基金事業スタートアップ・エコシステム共創プログラム

に採択された。これに伴い、PARKSは、PARKSスタートアップ創出プログラムを2024年度から実施すること

とした。 

  本学では、PARKSの同プログラムの採択率を上げることを目的として、「北九州市立大学起業家育成プロ

グラム」を独自に実施することを決定し、実施に向けた準備を進めた。 
 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ ●学部等共通の教育プログラムとして、論

理的に物事を把握し問題解決につなげる

ことができる地域リーダーを育成する取

組が行われている。企業、有識者、金融

機関等の協力を得ながら、プログラムの

内容や支援内容の改善に努めている点を

評価する。 

 

●検討プロジェクトの立ち上げや外部有識

者との意見交換、ワークショップの実施

など、具体的な取組が行われている。 
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効果的に配分する。    
＜北九州市立大学起業家育成プログラム 概要＞ 

 

事業名 北九州市立大学起業家育成プログラム 
連携機関 北九州市・株式会社ATOMica・COMPASS小倉 
事業期間 2024年11月～2027年3月（継続する可能性有） 
対象者 北九州市立大学大学院生 
予算総額 200千円 
概要 現在、北九州市及び市内企業が抱える一般・社会課題に対し、グローバルな視点を交え

て北九州市立大学院生が持つ研究シーズ等を用いて市内を稼げる街へと導くイノベーシ
ョンを起こす熱意ある者の活動事業に対する起業家支援プロジェクトを実施する。 
なお、本プログラムはPARKSが実施する「学生PJ」応募が条件となる。  

 

  

【7】 

③ 環境ＥＳＤプログラム

の再整備 

 

副専攻環境ＥＳＤプログ

ラムは、令和７（２０２５）

年度の新教育課程の整備

と合わせて、科目等を再整

備し、継続して実施する。 

【7】 

③ 環境ＥＳＤプログラム

の再整備 

 

令和７（２０２５）年度の

科目等の再整備に向けて、

地域共生教育センターの中

に環境ＥＳＤプログラム検

討ＷＧを立ち上げ、新規開

講科目の立ち上げ及びプロ

グラム全体の科目構成など

について検討を行い、科目

等案を作成し、担当者等と

協議、調整を行う。 

Ⅲ 【副専攻の見直し（科目等の再整備）】 

１ 地域共生教育センターの中に環境ESDプログラム検討ＷＧを立ち上げた。環境ESDプログラム検討WGを開

催（9月6日）し、2025年度の科目等の再整備に向けた意見交換を実施した。 

 

２ 履修学生の確保のために、新入生オリエンテーション期間にて副専攻プログラムのPRを行った（4月6日 

北方キャンパス1年生対象）。2学期には、学内電子掲示板や各授業（環境ESD入門、環境都市としての北九

州、サービスラーニング入門等）で本プログラムの広報を実施した。また、本プログラムの公式SNSを活用

し、地域共生教育センターの活動状況等を学内外に向けて積極的に発信した。 

 

【履修学生の確保】 

１ 学内向けの広報として、本プログラムの導入科目である「環境ESD入門」はもとより、「環境都市として

の北九州」や「サービスラーニング入門」など、環境をテーマにした授業において、本プログラムの学内

広報活動を行った。 

また、地域共生教育センターのSNSも活用しながら、活動状況等を学内外に向けて積極的に発信した。 

   

２ その結果、2024年度の履修予定者は46名となり、プログラム定員100％を達成した。 

 

＜履修学生数＞ ※定員40名 
年 度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

履修者数 40名 41名 40名 40名 41名 46 

定員充足率 100.0％ 102.5％ 100.0％ 100.0％ 102.5％ 115.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ ●地域共生教育センター内に環境ＥＳＤプ

ログラム検討ＷＧを立ち上げ、2025年度の

科目等の再整備に向けた意見交換を実施

している。教育プログラムの改善に向けた

積極的な取組を評価する。 

 

●プログラムの再整備に向けた検討が進行

中であり、広報活動や履修学生の確保に向

けた取組が評価できる。 

 

●今年度以降の再整備の具体化を期待する。 
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【8】 

④ 博士課程等学生研究者

の育成 

 

ＪＳＴ（科学技術振興機

構）の「次世代研究者挑戦

的研究プログラム※」を活

用し、学生が研究に専念で

きる環境を整備し、市等の

公的機関や企業とも連携

のうえ、修了後に地域経済

や文化の発展に資する卓

越した博士人材を育成・輩

出する。 

 

※選抜した博士後期課程

学生に対し、生活費相当額

や研究費の支給、キャリア

開発・育成コンテンツの提

供などの支援を行うＪＳ

Ｔ（科学技術振興機構）の

助成制度のこと 

【8】 

④ 博士課程等学生研究者

の育成 

 

学生が研究に専念できる環

境を整備するため、ＪＳＴ

（科学技術振興機構）の「次

世代研究者挑戦的研究プロ

グラム※」を活用し、学生の

研究費や生活費等の支援を

引き続き行うとともに、北

九州産業学術推進機構、北

九州活性化協議会などから

構成される北九州地域博士

活用委員会による地域イン

ターンシップや、北九州市

の関係部局などから構成さ

れる育成チームによる支

援、海外活動や異分野研究

会等の育成コンテンツ等を

実施する。 

 

※選抜した博士後期課程学

生に対し、生活費相当額や

研究費の支給、キャリア開

発・育成コンテンツの提供

などの支援を行うＪＳＴ

（科学技術振興機構）の助

成制度のこと 

Ⅲ 【「次世代研究者挑戦的研究プログラム」の推進】 

１ 2021年度に採択された科学技術振興機構（JST）「次世代研究者挑戦的研究プログラム」を活用し、北

九州地域の企業や団体と連携して、博士後期課程の学生の育成を推進した。2023年度は8名の学生の研究

費と生活費を支援した。 

 
＜JST「次世代研究者挑戦的研究プログラム」（従来）概要＞ 

事業名（本学） 地域で育て地域を興す博士後期プログラム 
連携機関 北九州市、(公財)北九州産業学術推進機構、(公財)北九州活性化協議会、(独)日本貿易

振興機構 北九州貿易情報センター 等 
事業期間 2021年12月～2026年9月末 
予算総額 約73,000千円 
概要 選抜した博士後期課程の学生に対し、「生活費相当額」及び「研究費」の支給や、地域

インターンシップ等の「キャリア開発・育成コンテンツ」を提供するなど、支援を実施 

 

２ 北九州地域博士活用委員会※を3回開催し、地域インターンシップ等の実施を進めるとともに、各学生に

対して育成チームによる指導を行った。また、学生からの申請に応じて海外活動支援を行うとともに、九

州工業大学からの参加も得て異分野合宿（9月3日～4日）を実施した。 

※北九州地域の行政、公的人材育成機関、民間企業、環境・人材専門家で構成され、本プログラムを指導・
支援・成果普及する組織。 

 

３ 「次世代研究者挑戦的プログラム」が、2024年度より新プログラムに移行するため、12月に新プログラ

ムへの応募を行った。その結果、3月21日付にて本学の新プログラム「地域で育て地域を興す博士後期プロ

グラム（第2期）」が採択された。 

 
＜JST「次世代研究者挑戦的研究プログラム」（新規）概要＞ 

事業名（本学） 地域で育て地域を興す博士後期プログラム（第2期） 
連携機関 北九州市役所・（公財）北九州活性化協議会・（公財）北九州産業学術推進機構・

（独）ジェトロ北九州貿易情報センター・国立大学法人九州工業大学 
事業期間 安定的な継続が予定される 

（取組状況や大学ファンドの運用益による支援策の検討などを踏まえて、毎年度JSTが
継続を判断） 

予算 総額：211,700千円（予定）  年間（2024年度）：23,200千円 
概要 北九州市とその周辺地域をフィールドとして、博士人材が技術的・社会的な課題の解決

に挑戦するための多面的な力を養うしくみを作るとともに、本学博士後期課程で学ぶ留
学生と日本人修了生が連携し、市内企業等と技術シーズや政策技法にて、地域の持続的
な発展に向けた仕組みを形成する。 

 

Ⅲ ●JSTの「次世代研究者挑戦的研究プログラ

ム」を活用した学生支援が進行中であり、

地域インターンシップや育成チームによ

る支援が評価できる。より具体的な成果を

示すため、今後も文系も含め、さらなる取

組が期待される。 

【9】 

⑤ 大学院の定員管理 

 

大学院は、学部推薦制度や

留学生の受入れ促進等に

より、適切な定員管理を行

う。人文社会科学系大学院

研究科の一部または全部

については、学生や社会の

ニーズを踏まえつつ、現代

社会で創造的に活躍でき

る高度な人材育成を標榜

した大学院のあり方につ

いて、調査、検討を十分に

【9】 

⑤ 大学院の定員管理 

 

大学院の適切な定員管理に

向けて、学部推薦制度、奨

学給付金制度を引き続き実

施するほか、留学生の受入

れ促進等を行う。特に、社

会システム研究科では、大

連外国語大学からの進学希

望留学生の募集と説明会を

実施し、法学研究科では、

優秀な留学生確保につなが

る研究生制度の改善に向け

Ⅲ 【学部推薦制度や留学生の受入れ促進等による適切な定員管理】 

１ 学部等からの内部進学者の増加に向け、成績優秀な学部生を対象とした「学部推薦制度」について、大

学ウェブサイトやイントラ、SNS等を活用して周知活動を行った。 

2024年度入学者選抜試験における学部推薦制度による内部進学実績は、下記のとおりである。 

 

＜学部推薦制度実績＞ 

研究科 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

法学研究科 志願者 1名 0名 0名 0名 1名 3名 0名 
 合格者 1名 0名 0名 0名 1名 2名 0名 
 入学者 0名 0名 0名 0名 1名 2名 0名 
社会システム 志願者 1名 3名 1名 8名 3名 3名 4名 
研究科 合格者 1名 3名 1名 8名 3名 3名 4名 
 入学者 1名 3名 1名 7名 3名 3名 4名 
国際環境工学 志願者 7名 7名 7名 6名 7名 7名 7名 
研究科 合格者 7名 7名 7名 6名 7名 7名 7名 

Ⅱ ●近年の傾向を踏まえ定員管理を行ってい

ると思われるが、それ以上に志願者数が減

少しており、結果として充足率の減少傾向

が続いている。 
 

●大学院については，全国的に進学者確保が

厳しい中、定員管理の観点から、学部推薦

制度や奨学金給付制度の継続的な実施、留

学生の受入促進などの改善策に取り組ん

でいる。 

また、国際環境工学研究科などの特定専攻

では、定員充足率の改善に向けた具体的な

組織整備を進行させている。 

しかし、定員充足率に関する長年の課題は
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行ったうえで、再編方針・

計画を策定し、産業界や市

と連携しながら、教育体

制、教育課程の整備に取り

組む。 

た検討を開始する。なかで

も、国際環境工学研究科で

は、定員充足率が低い専攻

と、定員を大幅に上回って

いる専攻があるため、適正

な定員管理を行うための組

織整備等、改善策の検討を

進める。また、人文社会科

学系大学院研究科の一部ま

たは全部については、現代

社会で創造的に活躍できる

高度な人材育成を標榜した

大学院のあり方について、

企業ニーズを踏まえた再編

方針の策定に向けて、先行

事例調査等を行う。 

 入学者 7名 7名 7名 6名 7名 7名 7名 

 

２ 社会システム研究科では、7月16日のオープンキャンパスにて大学院説明会を開催し、研究科紹介および

学部推薦制度と奨学給付金制度の周知を行った。（4名参加）また、11月14日に昼夜2回実施した進学説明

会では計11名の参加者に対して同制度の説明を行った。 

  11月10日に大連外国語大学への説明会をオンラインで開催し、出身学生の体験談を交えて研究科紹介を

行った。（3名参加） 

 

３ 法学研究科では、学部4年生を中心に、ゼミ教員を通じて学部推薦制度の周知を行った。5月に学部推薦

制度を利用して入学した3名の学生に対してアンケート調査を実施し、学部推薦制度の存在が進学の後押し

となったことを確認した。また、7月17日及び11月18日に「大学院進学相談会」を北方キャンパス本館にて

開催した。（各1名参加） 

  さらに、優秀な留学生確保につながる研究生制度について、教員とのミスマッチを避けるための事前相

談の仕組みなどを検討した。 

 

４ 国際環境工学研究科では、定員充足率が低い専攻と、定員を大幅に上回っている専攻があるため、適正

な定員管理に向けた組織整備等、改善策の検討を国際環境工学研究科運営委員会において開始した。 

 

 

【大学院の定員充足率の状況】 

１ 2024年度入学者選抜における大学院の定員充足状況は下記のとおりである。 

 

＜大学院の定員充足率（小数点第2位以下四捨五入）＞      ※2024年度は10月入学生を除く 

研究科 項目 
2018年度 
入学者選抜 

2019年度 
入学者選抜 

2020年度 
入学者選抜 

2021年度 
入学者選抜 

2022年度 
入学者選抜 

2023年度 
入学者選抜 

2024年度 
入学者選抜 

法学研究科 入学定員 10名 10名 6名 6名 6名 6名 6名 
 志願者 6名 7名 7名 8名 4名 7名 3名 
 合格者 5名 7名 6名 5名 4名 3名 1名 
 入学者 3名 5名 5名 5名 4名 3名 1名 
 充足率 0.30 0.50 0.83 0.83 0.67 0.50 0.17 
社会システム 入学定員 34名 34名 26名 26名 26名 26名 26名 
研究科 志願者 23名 28名 16名 26名 20名 19名 18名 
(博士前期 合格者 18名 20名 12名 21名 17名 11名 13名 

課程) 入学者 17名 20名 12名 20名 16名 11名 12名 
 充足率 0.50 0.59 0.46 0.77 0.62 0.42 0.46 
社会システム 入学定員 8名 8名 6名 6名 6名 6名 6名 
研究科 志願者 10名 5名 1名 8名 5名 3名 3名 
(博士後期 合格者 9名 4名 1名 7名 5名 3名 3名 

課程) 入学者 9名 4名 1名 6名 5名 3名 3名 
 充足率 1.13 0.50 0.17 1.00 0.83 0.50 0.50 
国際環境工学 入学定員 150名 140名 140名 140名 140名 140名 140名 
研究科 志願者 188名 177名 173名 190名 147名 182名 146名 
(博士前期 合格者 171名 165名 157名 172名 135名 171名 140名 

課程) 入学者 164名 158名 147名 159名 126名 164名 134名 
 充足率 1.09 1.13 1.05 1.14 0.90 1.17 0.96 
国際環境工学 入学定員 12名 22名 22名 22名 22名 22名 22名 
研究科 志願者 37名 53名 56名 55名 47名 68名 24名 
(博士後期 合格者 36名 51名 55名 47名 45名 51名 21名 

課程) 入学者 29名 44名 51名 44名 44名 50名 19名 
 充足率 2.42 2.00 2.32 2.00 2.00 2.27 0.86 
マネジメント 入学定員 30名 30名 30名 30名 30名 30名 30名 
研究科 志願者 36名 32名 34名 38名 31名 25名 20名 

解消される兆しが見えない。特に、人文・

社会科学系の大学院の在り方に関して抜

本的な議論が必要と考える。 

 

●人文・社会科学系の大学院については、周

知方法にも工夫を行い、定員の確保に努め

ていただきたい。 
 



12 
 

 

３ 国際化の推進 

中期計画 年度計画 
進行

状況 
実施状況 評価 評価理由及び意見 

【10】  
① 留学等による国際化の

推進 
 

国際交流を通じた学びを

拡充するため、留学先の確

保・充実を進め、学生の海

外派遣及び留学生受入れ

を活性化する。併せて、オ

ンラインも活用した国際

交流体験を通じ、異文化を

理解し、グローバルな視点

を持って社会で活躍でき

る人材を育成する。 

【10】  
① 留学等による国際化の

推進 
 

学生の留学先の確保・充実、

海外派遣の活性化に向け

て、奨学金の十分な確保に

取り組むほか、ＫＧＥＰ

（ Kitakyushu Global 

Education Program）の英語

学習科目におけるＩＥＬＴ

Ｓ対策等の留学に連動した

学修サポートプログラムを

実施する。また、海外協定

校からの留学生受入れに資

するため、協定校のニーズ

にあった留学プログラム開

発に取り組むほか、協定校

から受け入れる留学生数に

対応した宿舎を確保し、提

供する。加えて、オンライ

ンも活用した協定校との交

流会の実施など、国際教育

交流体験の機会を提供す

る。 

Ⅲ 【留学先の確保・充実、学生の海外派遣の活性化】 

１ 海外協定校からの留学生を継続して受け入れ、既存の留学枠を確保するため、SNSや大学紹介のPR動画、

英語版紹介冊子等を活用して情報発信を行った。 

 

２ 2023年度の大学間協定締結校数および派遣枠数・受入枠数は下記のとおりである。 
 

＜大学間協定締結校数＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 学生の留学先の確保・充実、海外派遣の活性化に向けて、日本学生支援機構の「2024年度海外留学支援

制度（協定派遣）学生交流創生タイプ（タイプＡ）」に新規で複数申請し、3件採択された。 
 
 ＜海外留学支援制度 新規採択プログラム＞ 

 

 

 

 

 

 

 

４ KGEPの英語学習科目として、留学準備のIELTS対策クラスを含む、レベルに応じた3クラス週8コマで構成

される「実践英語」を提供し、2学期は、対象学生を外国語学部に限定せず他学部にも拡大した。 

 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 

国数 
15か国・ 
２地域 

15か国・ 
２地域 

15か国・ 
２地域 

15か国・ 
２地域 

15か国・ 
２地域 

協定校数 
45大学・ 
１研究所 

45大学・ 
１研究所 

45大学・ 
１研究所 

45大学・ 
１研究所 

45大学・ 
１研究所 

派遣枠数 167名 213名 227名 225名 230名 
受入枠数  91名 97名 96名 92名 89名 

プログラム名 派遣割当人数 キャンパス 

観光立国を国際的な視点から促進する人材育成プログラム 100名 北方 

環黄海経済圏の交流促進を担う人材育成プログラム 53名 北方 

多様性を包摂する社会の実現に貢献する人材育成プログラム 100名 北方 

Ⅲ ●派遣枠を着実に伸ばしているだけでなく、

支援制度を利用して海外派遣の活性化に

取り組み、派遣者数もコロナ前より増加し

ており、年度計画を上回って実施している

と評価できる。 

 

●海外協定校の確保及び学生派遣・受入が十

分になされており、また留学支援のための

各種方策や対外プロモーションを実施し

ている。 

 

 合格者 30名 26名 29名 27名 26名 23名 19名 
 入学者 29名 24名 27名 25名 25名 20名 18名 
 充足率 0.97 0.80 0.90 0.83 0.83 0.67 0.60 
大学院全体の 入学定員 244名 244名 230名 230名 230名 230名 230名 
定員充足率 入学者 251名 255名 243名 259名 220名 251名 187名 
 充足率 1.03 1.05 1.06 1.13 0.96 1.09 0.81 

 
【定員充足率改善に向けた取組み】 

１ 社会システム研究科の定員未充足の状況を改善するため、社会システム研究科博士前期課程東アジア専

攻の学生募集を停止し、同専攻の運営に係る業務負担や経費負担を解消するとともに、教員の他専攻への

配置替えにより教育・研究体制を強化する等、学内資源を有効活用することとした。 

 募集停止時期：2026 年4月以降の入学生募集停止（2025 年度に実施する入試から募集を行わない） 

 
【先行事例調査の実施】 

１ 現代社会で創造的に活躍できる高度な人材育成を標榜した大学院のあり方について検討するため、他大

学の先行事例を調査した。 
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（1学期受講者数14名、2学期受講者数31名） 

 

５ 2023年度の海外派遣者数は217名となった。 

 

６ 2023年度の海外派遣実績は下記のとおりである。 

 

＜派遣実績＞ 括弧内：派遣枠数、決定者数：当該年度の渡航が決まっていた学生の人数 

※2021年度及び2022年度の語学研修は、オンライン実施を含む。 
 

【留学生受入れの活性化】 

１ 留学受入コーディネーターを委嘱し、協定校のニーズにあった留学プログラム（受入）の開発の基礎調

査及び留学生へのアンケートを実施した。 

 

２ 大学近隣の宿舎を確保し、安全で快適な入居環境提供した。また、春の受入に合わせて新たな宿舎の確

保へ向けて契約を行った。 

 

【協定校等との交流の実施】 

１ 協定校及び新規協定校の開拓のための協議・交流等にあたっては、訪問に加え、適宜オンラインにて実

施した。 

 協定校からオンラインを活用した新たなプログラムについて提案を受け、今後、実施上の課題等を含めた

検討を行う。 

 

２ 協定校が本学を訪問し、本学学生に対し、留学プログラムプロモーション等を実施した。 

 

＜留学プログラムプロモーション等実施状況＞ 

 

 

 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 

派 遣 者 数 決 定 者 数 派 遣 者 数 決 定 者 数 派 遣 者 数 決 定 者 数 派 遣 者 数 決 定 者 数 派 遣 者 数 決 定 者 数 

交換 

留学

生 

( 85名) 

 43名 

( 85名) 

 53名 

(105名) 

  0名 

(105名) 

61名 

(109名) 

  10名 

(109名) 

  69名 

(109名) 

  55名 

(109名) 

  56名 

(107名) 

  52名 

(107名) 

  54名 

派遣 

留学

生 

( 82名) 

 56名 

( 82名) 

 56名 

(108名) 

  0名 

(108名) 

65名 

(118名) 

  0名 

(118名) 

  54名 

(118名) 

  43名 

(118名) 

  78名 

(123名) 

  65名 

(123名) 

  78名 

語学 

研修

等 

 16名  32名   0名 11名  36名※   52名 80名※ 84名 100名 108名 

合計 
(167名) 

115名 

(167名) 

141名 

(213名) 

  0名 

(213名) 

137名 

(227名) 

  46名 

(227名) 

  175名 

(227名) 

  178名 

(227名) 

  218名 

(230名) 

217名 

(230名) 

240名 

協定校名 実施日 内容 参加人数 

セルカークカレッジ(カナダ） 4月24日 留学プログラムプロモーション 約40名 

カーディフ大学（イギリス） 5月19日 海外体験に関する講演 約60名 

ハワイ大学カピオラニ・ 
コミュニティカレッジ(アメリカ） 

6月14日 留学決定学生への留学前説明会 約30名 

ハワイ大学カピオラニ・ 
コミュニティカレッジ(アメリカ） 

10月26日 留学プログラムプロモーション 約100名 

タコマ・ 
コミュニティカレッジ(アメリカ） 

1月18日 留学プログラムプロモーション 約300名 



14 
 

【11】 

② グローバルに活躍する

人材の育成 

 

グローバル人材育成のた

めのＫＧＥＰ（Kitakyushu 

GlobalEducation Program）

２ コ ー ス （ Challenge 

Course、副専攻 Advanced 

Course）について、世界情

勢の変化や文化、思想の違

いなどを含め、プログラム

内容を再編し、経済社会の

グローバル化に対応でき

る人材を育成する。 

【11】 

② グローバルに活躍する

人材の育成 

 

Ｋ Ｇ Ｅ Ｐ （ Kitakyushu 

GlobalEducation Program）

２ コ ー ス （ Challenge 

Course、副専攻Advanced 

Course）について、令和７

（２０２５）年度に予定し

ているプログラム内容見直

しに向けて、（仮）ＫＧＥＰ

プログラム改編検討委員会

を設置し、再編案の作成に

向けて検討を行う。 

Ⅲ 【KGEPの見直し】 

１ 国際教育交流センター専任所員会議及び事前教育部会においてKGEP見直し案について協議し決定した。 

 

＜KGEP見直しのポイント＞ 

⑴「オープンバッジ」制度の追加 

新たに、国際的なデジタル認証である「オープンバッジ」を制度に追加する。各コース修了時にバッジ

を発行し、就職活動等に学習履歴をアピールしやすくする。また、受講継続のモチベーション保持を図る

ため、Challengeコースの4分野のうち「知識力」「語学力」の2分野を修了後にもオープンバッジを発行す

る。 

 

 ⑵現行メダル制度の改修 

  現行のメダル制度を改修し、Challengeコースに、長期留学に向けた準備活動実績に対する評価基準を新

たに導入する。 

  

 ⑶モチベーションの保持・向上 

Advancedコースの学生に対し、受講の動機を把握したり、面接の機会を増やしたりするなど、より細や

かなケアを行うことで、受講を継続するモチベーションの保持・向上を図る。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ ● KGEP （ Kitakyushu Global Education 

Program）の 2つのコース（ Challenge 

Course、副専攻Advanced Course）のプログ

ラム内容を再編し、世界情勢の変化や文

化、思想の違いを反映した内容に取り組ん

でいる。 

 

●新たに「オープンバッジ」制度の追加や現

行メダル制度の改修を行い、学生のモチベ

ーションを維持・向上させる取組が評価で

きる。今後は学生の立場から見たオープン

バッジの活用効果についても検討してほ

しい。 
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【12】 

③ キャンパス内外での国

際交流活動の実施 

 

世界とつながる大学に向

けて、学生が「アジア国際

交流ホール※」をはじめと

するキャンパス内で多様

な文化等に触れ、学ぶ機会

を設けるとともに、地域の

国際交流団体、留学生支援

団体、自治体、地元企業等

との連携による地域との

交流を通して、本学及び地

域の特性を生かした国際

交流活動を実施する。 

 

※正式名称「フランキー・

ウー アジア国際交流ホー

ル」（２０２２年４月開

館）、国際交流に関する講

演会・研修会の開催、留学

生等との交流事業等を推

進するため、厚生会館２階

に整備したスペースのこ

と 

【12】 

③ キャンパス内外での国

際交流活動の実施 

 

キャンパス内において、多

様な文化等に触れ、学ぶ機

会を設けるとともに、更な

る取組に向けて検討を進め

る。また、北九州国際交流

協会など地域の国際交流団

体、自治体、企業等との連

携による地域との交流を通

して、本学及び地域の特性

を生かした国際交流活動を

実施する。 

Ⅲ 【キャンパス内での学修機会の創出、関係団体との連携によるフィールドワークの実施】 

１ 北方キャンパスでは、フランキー・ウーアジア国際交流ホールで、日本文化の授業での近隣小学校・高

校や地元企業の関係者との協働・交流（木曜3限）や市民を招待した「北九州ゆかりの能」（6月22日開催 

約100名参加、11月30日開催 約40名参加）の講義で留学生と市民が共に学ぶ機会を提供した。 

また、国際教育交流センターでは「インターナショナルカフェ」（参加のべ人数：英語299名・韓国語165

名・中国語110名）を実施した。フィールドワークとしては、NPO法人のバスハイク（7月22日開催 24名参

加）に参加し、日本語文化研修バスハイク（10月28日開催 48名参加）を実施した。 

 

２ ひびきのキャンパスでは、地元の若松警察署と共催により、留学生向け防犯講話を開催した。（2月20日

開催）留学生12名に加え、防災ボランティアなどのサークルから参加した学生13名の計25名が参加した。 

  また、留学生会館を会場に、学研ボランティアの会によるお正月の生け花講座やNPO法人学研都市留学生

支援ネットワークによる華道体験などで留学生と地元住民等との交流を促進した。 

 

＜国際交流活動の実施状況＞ 
キャンパス 開催内容 開催時期 参加者 

北方 
キャンパス 

北九州ゆかりの能 
6月22日 約100名 

11月30日 約40名 

インターナショナルカフェ 1学期 

5月8日～7月14日 英語122名 

5月9日～7月11日 韓国語73名 

5月10日～7月12日 中国語47名 

インターナショナルカフェ 2学期 

10月8日～12月25日 英語177名 

10月9日～12月26日 韓国語92名 

10月10日～12月27日 中国語63名 

NPO法人のバスハイク 7月22日 24名 

日本語文化研修バスハイク 10月28日 48名 

ひびきの 
キャンパス 

安心して生活するための防犯講話 2月20日 25名 

学研ボランティアの会 
お正月生け花講座 

12月28日 26名 

NPO法人の華道体験 2月10日 25名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ ●学内キャンパスを活用して多文化交流の

機会を創出し、地域団体や機関との連携を

通じた地域交流活動の実施、留学生向けの

多様な国際交流プログラムが運営されて

おり評価できる。 

 

●インターナショナルカフェやフィールド

ワーク、留学生向け防犯講話など、多様な

国際交流活動が実施され評価できる。 



16 
 

 

４ 学生支援の充実 

中期計画 年度計画 
進行

状況 
実施状況 評価 評価理由及び意見 

【13】 

①  学生支援の充実 

 

多様な悩みを抱えている

学生へ適切な対応を行う

ため、教員や他の事務部門

が有する学生情報を収集

し、個々の学生に応じた相

談支援体制を充実すると

ともに、令和２（２０２０）

年度から全学年に対象を

拡大して実施しているＵ

ＰＩ（心の健康調査）※１を

引き続き実施する。また、

健康診断を毎年度実施す

るとともに、感染症等の流

行に際して、注意事項の周

知や遠隔授業への切り替

えなど適切に対応する。北

方キャンパスでは、支援を

要する学生を早期に発見

するため、早期支援システ

ム※２などにより、修学支

援が必要な学生に対して、

関係部局とも連携し、学生

のニーズに合った支援を

継続的に行う。ひびきのキ

ャンパスでは、成績と連動

した学修支援※３を継続す

るとともに、出席状況と連

動した早期支援システム

を新たに導入し、学生支援

を充実する。 
 

※１ 大学生の身体的、精

神的健康状態を把握する

ため、全国大学保健管理協

会が作成したアンケート

調査のこと 

 

※２ 様々な理由による長

期欠席などを引き金にし

て、引きこもりや休・退学

に陥ることを未然に防止

【13】 

①  学生支援の充実 

 

多様な悩みを抱えている学

生へ適切な対応を行うた

め、教員や事務部門が有す

る学生情報を収集し、個々

の学生に応じた相談支援を

行うとともに、心理カウン

セラーを増員するなど、支

援体制の充実を図る。また、

全学年を対象としてＵＰＩ

（心の健康調査）※１を引

き続き実施するとともに、

健康診断を実施するほか、

学生が自らの心身の健康に

向けた行動ができるよう、

ホームページなどを活用

し、ＵＰＩや健康診断、感

染情報等、学生相談室の情

報にアクセスしやすくす

る。北方キャンパスでは、

支援を要する学生を早期に

発見するため、早期支援シ

ステム※２を引き続き実施

する。ひびきのキャンパス

では、引き続き、入学時の

基礎学力確認テスト結果に

応じた補習や、入学後の成

績に応じた学修支援※３を

実施するほか、１年生を対

象とする、出席状況と連動

したひびきのキャンパス早

期支援システムの導入に向

けて検討、調整を進める。 

 

※１ 大学生の身体的、精神

的健康状態を把握するた

め、全国大学保健管理協会

が作成したアンケート調査

のこと 

 

※２ 様々な理由による長

期欠席などを引き金にし

Ⅲ 【多様な悩みを抱える学生への支援】 

１ 北方キャンパスにおける大幅な相談件数の増加に伴い、従来の週1日勤務のカウンセラー4名に加え、週

4日勤務のカウンセラーを1名配置した。これにより、カウンセラー間の情報の伝達、継続して観察が必要

な学生のフォローが行えるようになり、学生支援の充実に繋がった。 

ひびきのキャンパスにおける相談件数は増加傾向にあるが記録を簡素化する等、相談時間の確保に努め

た。 

 

２ 2023年度も引き続き、関係部局と連携を図り、修学、進路等、多様な悩みを抱える学生に対し、心理カ

ウンセラーや精神科医（学校医）によるカウンセリングを実施した。カウンセリングに際しては、学生が

相談しやすいよう個々の状況を勘案し、オンラインと対面を併用し実施した。 

 

＜相談実績＞ 

 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 
相談者数 164名 145名 278名 259名 225名 
相談件数 975件 947件 1,636件 1,632件 1,488件 
（内訳）※重複有り   
心理 747件 816件 1,463件 1,455件 1,334件 
健康 208件 206件 332件 415件 251件 
修学 218件 231件 475件 462件 590件 
進路 361件 394件 615件 514件 571件 
生活 196件 130件 128件 224件 163件 
その他 1件 4件 6件 4件 0件 

 

＜配慮願い決定数＞ 

 ※特別な配慮を必要とする学生について、配慮願いを依頼した件数 

 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 
決定学生数 27件 29件 44件 75件 75件 

 

＜精神科医（学校医）によるカウンセリング実績＞ 

 ※北方キャンパスのみ実施 

 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 
件数 6件 8件 23件 23件 12件 

 

【教職員向け研修会の実施】 

１ 様々な支援を必要としている学生に対する理解促進と、学生の個性や特性に応じた対応が行うため、教

職員向け研修会を実施した。 

 

＜研修の実施状況＞ 

テーマ 講師 開催時期 参加者※ 

合理的配慮の基本的な 

考え方とその対応 

について 

大阪大学 

キャンパスライフ健康支援・相談 

センター 准教授 望月直人先生 

1月24日 143名 

 ※Microsoft Teamsのライブ配信にて実施のため、リアルタイム視聴人数のみ計上 

 

Ⅲ ●相談件数増加の原因が気になるところで

はあるが、カウンセラー配置による環境

の強化を行い、オンライン・対面でのカ

ウンセリングを併用する等対応を実施

し、学生支援が充実されたことは評価で

きる。また、全学生へのUPIや教員向けの

研修会の実施等、包括的・予防的視点で

のメンタルケアに努めている。 

 

●メンタルヘルスへの対応は、年々重要に

なっているため、取組は重要であり、さ

らに体制の充実が求められる。例えば、

インテーカーの導入など、効果的かつ効

率的な体制整備を進めていただきたい。 

 

●健康診断や感染症対策、早期支援システ

ムの実施など、学生の心身の健康をサポ

ートする体制が整っている点が評価でき

る。 

 

●今後も取組強化するととともに、心理カ

ウンセリングの効果を測定し、改善点を

見つけるための定期的な評価がなされる

ことを期待したい。 

 

●精神科医によるカウンセリングは必要に

応じて、ひびきのキャンパスにおいても

実施できるようにしていただきたい。 
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するために、各学部が事前

に選定した科目の出欠を

確認し、理由もなく 3回欠

席した学生に対して、教員

と学生相談室が面接指導

を行うもの 

 

※３ 入学時の基礎学力テ

スト成績に基づき数学・理

科科目の補習授業を行う

とともに、ＧＰＡの数値に

基づき成績不振者に対し

て進路相談・学修指導を行

うもの 

て、引きこもりや休・退学

に陥ることを未然に防止す

るために、各学部が事前に

選定した科目の出欠を確認

し、理由もなく3回欠席した

学生に対して、教員と学生

相談室が面接指導を行うも

の 

 

※３ 入学時の基礎学力テ

スト成績に基づき数学・理

科科目の補習授業を行うと

ともに、ＧＰＡの数値に基

づき成績不振者に対して進

路相談・学修指導を行うも

の 

【心の健康調査（UPI）の実施】 

１ 精神的不調を抱えている学生を早期に発見、フォローするため、全学生を対象に「心の健康調査（UPI）
※」を実施した。 

また、その調査結果に基づき、不適応リスクを抱えた学生のスクリーニングを行い、対象となった学生に

心理カウンセラーから個別に連絡し、カウンセリング等を実施することで、学生のメンタルケアに努めた。 

（UPI回答者数：2,459件、うちスクリーニング対象者170名） 

※大学生の身体的、精神的健康状態を把握するため、全国大学保健管理協会が作成したアンケート調査 
 
２ UPIの回答率を向上させるため、学生の健康診断時にUPIの案内や、調査期間中に全学生向けにメールで

周知を行ったほか、学務システムでの通知、学内でのポスター掲示等により回答を促した。 

 

【学生定期健康診断の実施】 

１ 学校保健安全法のもと、4月に全学生向けに定期健康診断を実施した。ホームページや学務システムの通

知、メールにて事前に周知した。北方キャンパスでは、Webでの予約システムを活用して時間ごとの受付人

数を制限したことにより、混雑の緩和や待ち時間の短縮に繋がった。ひびきのキャンパスでは、実施期間

中毎日、構内放送を利用した呼びかけを行い検査受診の促進に努めた。さらに、受診日を半日増やし受診

機会を拡大する等受診率の向上に努めた。 

 

【早期支援システムなど学生のニーズに沿った支援の継続実施（北方キャンパス）】 

１ 修学支援を要する学生を早期に発見するため、必修科目等の担当教員からの情報提供（出席状況等）を

もとに、問題のある学生に対して面談及び生活指導を行う「早期支援システム」を継続して実施した。面

談は学生サポート委員及び学生相談室職員で行い、学生の履修状況等を確認して必要な指導や支援を行っ

た。 

 

２ 早期支援システムの実施方法の見直しを行ったほか、引き続き留学生にもセンサー科目※を設定し（2021

年度から追加）、支援対象とした。 

  ※早期支援システムにおいて、出席状況確認を行う対象となる科目のこと（主に語学・演習等の必修科
目が多い） 

 
＜早期支援システム実施状況＞ 

 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 
対象者 213名 253名 221名 195名 233名 295名 
電話相談・ 
面談実施者 

160名 212名 189名 160名 188名 230名 

 

【成績と連動した学修支援の継続、早期支援システムの導入（ひびきのキャンパス）】 

１ 出席状況と連動したひびきのキャンパス早期支援システム（1年生対象）の2024年度からの導入に向け

て、1学期は「環境問題特別講義」における出席調査（5月11日、18日）を、2学期は「環境問題事例研究」

における出席調査（10月12日、19日）を行い、2回連続で理由もなく欠席した学生への面談を実施した。 

（対象者 1学期：1名、2学期：3名） 

 

２ 1学期及び2学期の試行結果をもとに、2024年度の運用方法案を策定し、学部・学内での調整を行い、本

格導入に向けた準備を行った。 
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【14】 

②  就職支援の充実 

 

社会で求められる人材を

輩出するため、基盤教育科

目や各学部等におけるキ

ャリア教育、低学年向けの

プレ・インターンシップガ

イダンスの開催等により

学生のキャリア意識を醸

成するとともに、各種イン

ターンシップを促進し、就

職率※の維持・向上を図る。

また、留学経験者及び受入

れ留学生らグローバル人

材向けガイダンスの実施

等、学生のニーズに応じた

個別支援を提供する。こう

した取組により、全国平均

を上回る就職率を維持す

る。 

 

※ 就職希望者に占める就

職者の割合のこと 

【14】  
② 就職支援の充実 

 

社会で求められる人材を輩

出するため、引き続き、基

盤教育においてキャリア科

目を開講するほか、各学部・

学群ごとの特性に応じ、各

学部等におけるキャリア教

育を実施する。加えて、早

期に就職活動を意識し、職

業理解を深めてもらうた

め、「低学年向けプレ・イン

ターンシップガイダンス」

を開催するほか、企業との

パイプを強化し、大学独自

のインターンシップ先を開

拓するとともに、九州イン

ターンシップ推進協議会等

のネットワークを活用する

ことで、多様なインターン

シップの機会を提供し、学

生の参加を促進する。また、

引き続き、就職ガイダンス

や就職支援対策講座、企業

説明会等のイベントを、オ

ンラインも活用しながら実

施するほか、語学力や学部・

研究科で学んだことを活か

し、国際機関や外資系企業

などを含めたグローバル企

業で活躍したい学生を対象

とした、仕事の内容や働き

方に関するセミナーやガイ

ダンスを行う。 

［就職率※：全国平均を上

回る就職率］ 

 

※ 就職希望者に占める就

職者の割合のこと 

Ⅳ 【基盤教育科目や各学部等におけるキャリア教育の実施】 

１ 基盤教育において、ライフ・デザイン科目と地域科目に配置している以下のキャリア系科目を実施した。 

 

＜キャリア系科目＞ 
科目区分 科目名 

ライフ・デザイン科目 キャリア・デザイン 
プロフェショナルの仕事 
企業・団体の課題解決 

地域科目 地域の達人 
まなびと企業研究Ⅰ 
まなびと企業研究Ⅱ 

 

２ 授業を通じたイベント周知など協力体制の確立に向けて、キャリアセンターと基盤教育センターとで協

議を行った。（9月19日）また、基盤教育センター教養教育部門長とキャリア系科目担当教教員とで協議し、

今後のキャリアセンターとキャリア系科目について連携を確認した。（9月29日） 

 

３ 大学コンソーシアム関門において、本学が提供する「北九州・下関地域の魅力ある企業団体を学ぶ」に

ついても引き続きライフ・デザイン特講として、単位認定を行った。 

 

４ 各学部・学群においても、就職支援講座や就職に関する動画の配信等、独自のキャリア支援を推進した。 

 

＜学部・学群におけるキャリア教育＞  

学部・学群 実施内容 

外国語学部 ・専門教育科目「Academic English」において、海外の大学院への 

進学、また広くキャリア形成に役立てるための科目 

（Professional EnglishⅠ・Ⅱ）を配置 

・将来のキャリアを意識した3つのコアプログラム（「Language and 

 Education」「Society and Culture」「GlobalBusiness」）を運用 

Language and Education Program： 

英語を学問的に研究し、主に教職を目指す学生向けに、英語学、 

英語教育関連科目を配置 

Society and Culture Program  ： 

世界の文化・社会事象を学び、問題解決に向けて考え、行動できる 

人材を育成するため、文学、地域研究、通訳・翻訳、国際社会、文化、 

メディアなどに関連した科目を配置する。 

Global Business Program    ： 

流動的な国際ビジネスを学び、グローバルに活躍できる人材を育成 

するため、観光ビジネス、国際経営、経営組織、経営戦略などに 

関連した科目を配置する 

経済学部 ・「キャリア開発Ⅰ」において、履修生と全員面談を実施し、早期に 

就職活動に対する意識付けを実施 

（11月13日～12月19日実施 参加者：246名） 

・「キャリア開発Ⅱ」において、授業内で行われる文書の添削指導に、 

キャリアセンターの専門的人的資源を導入 

・新入生に対する公務員に関するキャリア教育を実施 

文学部 ・第1回文学部就職セミナー（3年生対象）「未来を切り拓き、輝く 

キャリアへの第一歩」を外部講師を招いて開催（7月19日 約30名参加） 

・第2回文学部就職セミナー（3年生対象）「自他を知り、自信を持って 

キャリアの第一歩を踏み出そう」を外部講師を招いて開催 

Ⅳ ●就職活動の早期化という流れに対し、基盤

教育や各学部・学群での綿密なキャリア教

育を充実させ、また低学年段階でのプレ・

インターンシップといった早期での就職

意識の啓発や実際の社会に触れる機会を

設ける方策を積極的に実施しており、就職

活動の早期化の問題点である、自身の就職

のビジョンが固まっていない学生の精神

的負担という課題の解決に寄与している。 

 

●全国平均を上回る高い就職率を達成した

ことは，様々な教育支援が効果を上げたと

評価できる。キャリア教育は，全国の大学

で多様化・高度化が顕著に進んでいるた

め，先進事例を参照しながら，充実を図っ

ていただきたい。 
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（11月22日 6名参加） 

・5週にわたり、外部講師を招いて文学部就職セミナー（2年生対象）を 

開催（11月22日～12月20日 各回70名以上参加） 

・生命保険会社の会社説明会を実施 

・就活セミナー等（4月～9月開催）、就職セミナー（5月、6月、7月開催） 

を実施 

法学部 ・3年生を対象とした「インターンシップ対策講座」を実施 

（5月26日 約65名参加） 

・法律関係職の外部講師を招いて行うオムニバス講義「現代法曹論0」 

（1年生対象）を実施（約210名参加） 

・早期に就職活動を意識させるため、「学生生活とキャリアプラン」の 

講座を実施（7月24日 約180名参加） 

・3年生を対象とした「就活直前 面接準備講座」を実施 

（12月15日 約60名参加） 

・政策科学科資料室に就職活動関連の書籍を配架（1月31日） 

地域創生学群 【キャリア研修関係】 

・学群で活動の強みを言語化し、その強みを活かせる企業団体を広く 

認知することを目的とした3年生向け春季キャリア研修の実施 

（6月8日 約120名参加） 

・就職活動を主体的にスタートする意識を高められるよう3年生向け 

秋季キャリア研修を実施（12月14日 約120名参加） 

・企業インターンシップ及び就職活動の早期化に伴い、3年生から 

スムーズに就職活動ができるよう就職・転職支援活動スクール館長を 

講師として招き、2年生向けインターンシップ研修会 

（2月15日 約120名参加） 

【チャレンジプログラム関係】 

・1年生向け説明会（プログラムの概要紹介および先輩学生の経験談発表） 

を実施（6月13日 約120名参加） 

・チャレプロ事前研修（(一社)フミダスによる長期インターンシップ 

開始前の事前研修）を実施（7月5日、7月19日 9名参加） 

・1ヶ月後研修（長期インターンシップ開始1ヶ月後のふりかえり研修） 

を実施（10月2日 9名参加） 

・ギアチェンジ研修（前半の振り返りのあと、受入先企業とともに残り期間 

の目標再設定を実施）（12月1日 ハイブリッドで約20名参加） 

・終了研修及び最終報告会（(一社)フミダスによる終了研修(2日間/9名参加) 

・最終報告会を実施(聴衆約40名)）（2月8日～2月9日 9名参加） 

・2024年度チャレプロ説明会及び個別面談（次年度のチャレプロ説明会を 

全6回実施。その後希望者の個別面談を実施） 

（2月13日～2月15日、2月21日 11名参加） 

国際環境工学部 ・「心と体の健康学」、「技術者のための倫理」、「スタートアップ研究」、 

「キャリアプラニング」、「企業研究」を通してキャリア教育を実施 

・「社会学習インターンシップ」（2学期）でインターンシップに参加した 

学生の成果発表会を実施 

・北九州地域活性化協議会と連携し、夏季休暇期間の課外活動において１年生 

のインターンシップを実施（12名参加） 

・北九州商工会議所と連携し、企業・工場見学会を開催 
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【低学年向けのプレ・インターンシップガイダンスの開催】 

１ 就職活動が年々早期化傾向にあることから、早い時期から就職活動を意識し、職業理解を深めてもらう

ため、4月に夏季インターンシップガイダンスを開催した。（1年生284名、2年生142名参加）前年度211名

の参加から2倍以上の参加者となった。（北方キャンパス） 

 

２ 10月に低学年対象インターンシップガイダンスを実施した。（10月17日、19日 361名参加）プログラム

も学生にとって興味がある内容となるよう、内定者や企業の人事担当者を招き、低学年時にすべきことや、

冬・春休み中のインターンシップ参加、職業理解を促進した。（北方キャンパス） 

 

３ ひびきのキャンパスにおいては、学内インターンシップガイダンス・セミナーや「ひびきのキャンパス

業界・企業研究会」の開催について1年生、2年生にも積極的に広報・周知し、低学年の学生の参加を促進

した。 

 

【各種インターンシップの促進】 

１ 大学独自のインターンシップについては、汎用的能力型インターンシップ（タイプ3）を中心に、短期間

のプログラムやオンライン実施など、多様なインターンシップの実施を含めて企業へ依頼した。 

 

２ インターンシップ派遣において、多様な業界・業種から学生の目的に合わせて選択することができるよ

う、大学独自のインターンシップ先を新規開拓した。（新規企業・団体：24社） 

 

３ インターンシップガイダンスは、重要なガイダンスのため感染対策を行いながら対面で複数回行い、事

前研修を対面とオンラインで実施し、一部講座については終了後オンデマンド配信も行った。 

 

４ 引き続き、大学独自のインターンシップだけでなく他団体を経由するインターンシップについても積極

的に広報を行い、学生派遣に努めた。 

 

＜インターンシップ実施経過＞  

時期 実施内容 

～4月 ・インターンシップ受入企業の募集 

・夏季インターンシップガイダンス実施〈1～3年生向け〉 

（4月17日～20日実施 1,228名参加） 

・学生募集開始 

～7月 ・事前研修 

～9月 ・夏季インターンシップ派遣 

夏季インターンシップガイダンス参加者（延べ人数） 

3年生・院1年生：779名、2年生：142名、1年生：284名 

～10月 ・インターンシップ受入企業の募集 

・就職ガイダンス〈3年生向け〉 

（10月16日～18日実施 参加者：571名） 

・低学年インターンシップガイダンス〈1・2 年生向け〉 

（10月17日、19日実施 参加者：361名） 

・学生募集開始 

～1月 ・事前研修 

～3月 ・春季インターンシップ派遣 

 夏季・春季インターンシップ参加者（延べ人数） 

3年生・院1年生：1,130名、2年生：42名、1年生：14名 
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＜インターンシップの参加者実績＞ 

 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 
参加者数 
 うち市内 

642名 
(331名) 

612名 
(343名) 

634名 
(334名) 

287名 
(134名) 

869名 
(396名) 

1,325名 
(404名) 

1,370名 
(396名) 

 うち北方 520名 486名 538名 158名 768名 1,218名 1,196名 
 うちひびきの 122名 126名 96名 129名 101名 107名 174名 
 うち大学 
パートナー企業 

403名 374名 362名 77名 398名 492名 416名 

 うち北九州商工 
会議所経由 

32名 24名 32名 38名 40名 16名 26名 

 うち九州インタ 
ーシップ推進協 
議会経由 

24名 15名 17名 23名 20名 50名 22名 

 うち北九州地域 
産業人材育成 
フォーラム経由 

8名 5名 1名 38名 19名 17名 20名 

 うち広域インタ 
ーンシップ協会 
経由 

35名 32名 28名 15名 14名 20名 34名 

 うち海外インタ 
ーンシップ 

30名 35名 36名 0名 0名   

 うち学生自己 
開拓企業 

110名 127名 158名 96名 378名 730名 852名 

受入企業数 
 うち市内 

254社 
(97社) 

252社 
(95社) 

283社 
(99社) 

166社 
(61社) 

514社 
(159社) 

896社 
(204社) 

998社 
(177社) 

 うち北方 155社 158社 208社 81社 437社 813社 878社 
 うちひびきの 99社 94社 75社 85社 77社 83社 120社 

 

【学生のニーズに応じた個別支援の提供】 

＜北方キャンパス＞ 

１ キャリアカウンセラーによる就職相談は、学生自身が実施形態（対面・オンライン）を選べるようにし、

遠隔地にいる学生も移動せずに就職支援が受ける体制のもと実施した。（相談件数：1,298件（対面865件・

オンライン433件）） 

 

２ 2024年3月卒業者向けの学内個別企業説明会を対面及びオンラインで2023年2月から5月まで実施した。 

 申込企業：336社、説明会開催企業：65社（うち対面開催：42社）、学生参加数：159名 

 

３ 6月に九州で初めてメタバース空間を活用した「メタバース合同企業研究会」を実施し、新卒採用を行う

企業と就職活動を行う学生がコミュニケーションを取れる場を提供した。さらに、採用実績のある企業が

出展する北九大特設会場も設置し、企業の魅力を伝えることで、就職率向上に繋げるよう努めた。（6月29

日開催 37名参加） 

 

４ 各学部・学群と連携し、ゼミを通じて学生の就職状況の調査を実施して把握を行った。その後、未内定

の学生には電話やメール、郵便で連絡をしてキャリアカウンセリングや個別相談・求人紹介会を案内する

等、未内定者の把握と就職相談・斡旋までの一貫した支援を実施し、就職率・実就職率の向上に取り組ん

だ。 

 

５ 例年2月に実施していた学内合同企業研究会（JOB×HUNTER2025）を、就職活動の早期化に対応して、11

月開催に前倒し、年内に学生の業界研究や企業理解を深める機会を提供した。（11月18日、19日開催 793

名参加） 
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６ 留学経験や語学力を活かせる企業で働きたい学生向けの「グローバル企業セミナー」をオンラインで開

催し、グローバル企業が求めている人材や留学前後に知っておきたいこと、グローバル企業の探し方など

について説明し、外国語学部を中心にグローバル志向の学生が参加した。（12月5日開催 19名参加） 

 

＜ひびきのキャンパス＞ 

１ 就職担当教員による「学生・就職支援委員会」を設置し、定期的に会議を開催し、学生の就職状況の把

握や各学科の取組みに関する情報交換、未内定学生のフォロー等に取り組んだ。 

 

２ 4月から2月にかけて、学内インターンシップガイダンス・セミナーを計16回開催した。（延べ560名参加） 

 

３ 日本での就職を希望する留学生向けの就職セミナーを開催した。（10月24日、12月6日開催 延べ6名参

加） 

 

４ 2024年3月卒業者向けの学内個別企業説明会を2023年3月6日より開催した。 

申込企業：147社、説明会開催企業：22社、学生参加数：31名 

  

５ ひびきのキャンパス業界・地元企業研究会を学研都市内体育館にて開催し、市内企業を中心に32社が参

加した。 

（11月22日開催 学部生71名、大学院生16名参加） 

 

＜就職ガイダンス等開催状況＞ ※北方・ひびきのキャンパス合算 

開催内容 開催回数 参加者数 

就職ガイダンス 13回 延べ1,123名 

就職支援セミナー等 72回 延べ1,612名 

合同企業説明会 3回 延べ886名 

個別企業説明会 87回 延べ190名 

教員、カウンセラー、ハローワーク他が 

連携して就職相談を行うキャリアブースター 
16回 延べ62名 

 

【就職の状況】 

１ 2023年度学部卒業生の就職率（就職希望者に占める就職者の割合）は、2022年度より0.1ポイント高い

99.4％で、全国平均の98.1％を1.3ポイント上回る結果となった。また、実就職率も90.2％と、2022年度

より2.0ポイントアップした。 

 

＜就職率・実就職率の推移＞                ※（ ）内は全国の就職率 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全国の実就職率は、学校基本調査の数値より算出したもの 

 

 

 

 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 
就職率 98.9％ 

(98.0％) 
99.1％

(97.6％) 
99.0％

(98.0％) 
98.3％

(96.0％) 
98.7％ 

(95.8％) 
99.3％ 

(97.3％) 
99.4％ 

(98.1％) 
全国との 
ポイント差 

0.9 1.5 1.0 2.3 2.9 2.0 1.3 

実就職率 90.5％ 
(88.6％) 

91.8％
(88.1％) 

90.9％
(87.6％) 

87.5％
(84.1％) 

88.2％ 
(85.0％) 

88.2％ 
(86.7％) 

90.2％ 
（－） 

全国との 
ポイント差 

1.9 3.7 3.3 3.4 3.2 1.5 － 
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＜Ⅳ評価とする理由＞ 

  近年、就職活動が早期化しており、低学年のうちからキャリア教育やガイダンス等で自身の進路を考え

る機会を設け、特に夏季インターンシップガイダンスでは、1 年生の参加者数が昨年度を上回る結果とな

った。また、キャリアセンター職員と教員及びキャリアカウンセラーが三位一体となり、学生の状況把握

と個別支援を実施することで、学生が最終的に満足できる結果につながった。その結果、就職率は 1989 年

度の調査開始以降、過去最高を更新し、全国平均も上回る結果となったため、Ⅳ評価とする。 
 

 

５ 入試制度の見直し及び広報の充実 

中期計画 年度計画 
進行

状況 
実施状況 評価 評価理由及び意見 

【15】 

① 入試制度の見直し 

 

優秀な学生を確保するた

め、データに基づく志願者

動向や入学後の成績等の

調査、分析を行い、ＰＤＣ

Ａサイクルを機能させ、入

学者選抜方法について検

証し、必要に応じて改善を

行う。令和７（２０２５）

年度入学生に係る大学入

学共通テストの変更が予

定されていることから、本

学の入学者選抜方法も整

合を図り変更する。 

【15】  
① 入試制度の見直し 

 

志願者動向や入学後の成績

等各種データ、国の入試改

革等の動向、高等学校等か

らの情報等の収集、分析を

行い、ＰＤＣＡサイクルを

機能させ、各学部における

高校の新学習指導要領に対

応した令和７（２０２５）

年度入試の具体的な内容に

ついて決定し、予告・公表

を行う。また、国際環境工

学部では、エネルギー循環

化学科の令和６（２０２４）

年度入試からの入試内容及

び学科名称の変更を行う。 

Ⅲ 【データに基づく志願者動向等の把握と入学者選抜方法の見直し】 

１ 18歳人口の減少や大学進学率の動向等と比較した本学の志願者動向（学科別、高等学校別）や志願者ア

ンケートの結果を分析し、各学部長・学科長等が参加するカリキュラム連絡調整会議にて情報共有を行っ

た。 

 

２ 志願者動向や入学後の学生の状況等各種データを踏まえ、2025年度入試の変更内容を決定し、公表した。 

 

＜変更内容＞ 

・学部一括入試の導入及び募集人員の変更（経済学部） 

・社会人特別選抜の募集停止（法学部、地域創生学群） 

・一般選抜・学校推薦型選抜の募集人員増（法学部） 等 

 

３ 新学習指導要領に対応した2025年度入試について、2022年度に公表していた「2025年度一般選抜におけ

る教科・科目」に加え、配点について決定し、大学ホームページ及び入学者選抜要項にて公表した。 

 

【国際環境工学部における学科名称の変更】 

１ 国際環境工学部エネルギー循環化学科が「化学」を学問的基盤とし、その知識を通じて「環境工学」や

「工業化学」における諸問題を解決するための教育・研究を行う学科であることが明瞭にイメージできる

よう同学科の名称を「環境化学工学科」へと変更し、2024年度入学者選抜を実施した。 

 

２ 国際環境工学部環境生命工学科において、「ヒトの生命を守る」という学科の基本概念をより明確なも

のとするべく、学科名称を「生命工学科」へと変更し、2025年度以降の新入生から適用することを決定し

た。 

Ⅲ ●18歳人口の減少及び大学進学率向上等デ

－タを踏まえた入学者選抜方法の見直し

を抜本的に改革していかないと、多数ある

大学の競争には勝てないだろう。社会の大

きな変化の中で、入学者選抜方法の見直し

を実施し、今後も、新時代に見合った変革

を期待する。 

 

●新学習指導要領に対応した2025年度入試

の具体的な内容について、引き続きさらな

る周知と理解促進を進めていただきたい。 

 また、今後の入試改革に対応するための継

続的な改善を期待する。 

【16】 

② 積極的な広報活動によ

る適正な志願者の確保 

 

オンラインやＳＮＳ等の

活用を含む広報計画を作

成し、進路指導者懇談会、

オープンキャンパス、進学

ガイダンス等の各種イベ

ントの実施、高校訪問等を

実施する。志願者の動向等

その効果等を踏まえつつ

広報計画を策定し、主要公

立大学※の平均志願倍率

【16】 

② 積極的な広報活動によ

る適正な志願者の確保 

 

志願者確保に向けて、既存

の広報イベントの検証、受

験動向などのデータ分析を

多角的に行い、オンライン

やＳＮＳ等の活用を含む効

果的・効率的な広報戦略を

新たに策定するとともに、

令和５（２０２３）年度の

広報計画を作成する。同計

画に基づき、進路指導者懇

Ⅲ 【入試広報活動の状況】 

１ 2017年度から2023年度入試の志願者分析を行い、高校、エリア、併願している競合大学等の状況を分析

した。分析状況を踏まえて、広告媒体・高校訪問・進路イベント・SNSの対策を検証、広報の強化と志願者

増加に繋げる新たな広報戦略を策定した。 

 

２ 広報計画に基づき、満足度向上企画と魅力発信企画を中心とした入試広報活動を推進した。 

 

３ オープンキャンパスは、新型コロナウイルス感染症対策のための定員制限を撤廃して実施した。 

（7月16日～17日開催 6,297名参加） 

 

４ 従来の広島ガイダンス、鹿児島ガイダンス及び大分ガイダンスに加え、2023年度は熊本ガイダンスを開

催した。各ガイダンスは来場方式で開催した。全ての学部・学群が教員による模擬授業を実施し、大学の

授業をイメージできる工夫を行うとともに、保護者説明会を開催し、保護者へのアプローチも行った。 

 

Ⅲ ●入学志願者の高校やエリア等の分析を行

い、広報活動を工夫している。 

従来のやり方を踏襲しながら、「スプリン

グスクール」等新しい試みを実施し、その

結果、本年度の入学志願者も前年度に比べ

て増加している。 

 

●オンラインやSNSを活用した効果的な広報

戦略の策定と実施、オープンキャンパスや

進路指導者懇談会などの広報イベントの

実施に取り組んでいる点は評価できる。 

 

●引き続き、より多くの潜在的な志願者にア

プローチするための新たな広報手法の導
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（ただし中期日程の倍率

を除く）以上の志願者の確

保を目指す。 

 

※学生数５,０００人以上

の公立大学（東京都立大

学、横浜市立大学、大阪公

立大学、兵庫県立大学）の

４大学のこと 

談会やオープンキャンパス

など各種広報イベント及び

高校訪問を実施するほか、

オンラインやＳＮＳを活用

した情報発信を進める。特

に、国際環境工学部では、

令和６（２０２４）年度に

予定している学科名称変更

に関して、周知に取り組む。 

［主要公立大学※の平均志

願倍率（ただし中期日程の

倍率を除く）以上の志願者

の確保］ 

 

※学生数５,０００人以上

の公立大学（東京都立大学、

横浜市立大学、大阪公立大

学、兵庫県立大学）の４大

学のこと 

５ 新高校2年生及び3年生を対象とした「スプリングスクール」を3月に来場型で開催し、全ての学科・学類

で模擬講義した。新たに保護者説明会や模擬授業内での学部学科説明会を取り入れるなど改善を行った。

（3月21日開催 1,153名参加） 

 

＜魅力発信企画＞ 

活動内容 実施日 対象者数等 

出張講義（対面又はオンライン） 随時 51校・75講義 

教職員による高校訪問（対面） 随時 127校 

広島ガイダンス（来場方式） 8月11日 151名 

鹿児島ガイダンス（来場方式） 8月19日 122名 

熊本ガイダンス（来場方式） 

 ※2023年度新規で開催 
9月2日 75名 

大分ガイダンス（来場方式） 9月17日 97名 

入試直前相談会（来場方式） 1月20日 145名 

業者・高校ガイダンスへの参加 

（対面又はオンライン） 
随時 83か所・延べ3,432名 

 

＜満足度向上企画＞ 

活動内容 実施日 対象者数 

進路指導担当者懇談会 

（来場方式とオンライン方式を併用した 

ハイブリッド方式） 

7月5日 156校・233名 

オープンキャンパス2023（来場方式） 7月16日～17日 6,297名 

スプリングスクール（来場方式） 3月21日 1,153名 

大学訪問（対面） 随時 45校・2,241名 

 

６ 本学の特色、学生・教職員が行う活動の情報発信を強化するため、学内活動をプロモーションする体制

を整備し、学内の魅力・トピックを若者目線・学外目線で取材し、SNS等を通じて発信する学生参加プロジ

ェクト（認知度向上プロジェクト）において、プロモーション活動を行った。 

  認知度向上プロジェクトでは、オリジナルWebサイト「KitaQ-Real」の公開に向け、サイト制作や投稿予

定記事の作成・取材等を行った。 

 

７ 高校生が大学を選ぶ際の情報収集手段がデジタルメディアやSNSが一般的であることを踏まえ、良質な動

画コンテンツを継続的に配信するために、本学の魅力を実感できる動画を新たに制作した。制作した動画

は、大学ホームページにおいて順次公開した。 

 

 ＜大学PR動画公開状況＞ 

 ・総合編：1月19日公開 

 ・学部紹介編：2月28日公開 

 ・キャンパス紹介編：3月18日公開 

 

８ 国際環境工学部における学科名称変更（エネルギー循環科学科→環境化学工学科）については、各種広

報イベントの実施案内や大学ウェブサイト、夢ナビライブなど入学者向けオンライン広報を活用して情報

発信を行った。 

 

９ 新規の取組として、進路検討中の一般選抜受験層を対象に、模試受験後や共通テスト実施後の時期に本

学の存在を認知させ、志願につなげることを目的にWebDM による広告配信を行った。配信対象は、本学志

望者・他大学（九州大学・福岡女子大学・下関市立大学・福岡大学等）志望者・地域・偏差値等でセグメ

入や既存の広報手法の見直しと改善が必

要である。 

 今後、同窓生の多い地域など、同窓会との

連携も含め、新たな広報活動の実施も期待

する。 
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ントされた進研模試受験者及びリクルート「スタディサプリ」会員とした。  

 

＜その他広報活動＞ 
活動内容 

大手進学サイト（リクルート「スタディサプリ」・ベネッセ「マナビジョン」）にて 
大学紹介の有料企画ページに出稿 
9月・1月にスタディサプリ会員（各月約4,000件）、10月・11に進研模試受験者 
（各月約1,200件）にWebDMを配信 
12月・1月に英検サイト会員に向けてLINE広告を配信 
北九州市内JR主要駅・福岡市（近隣地域含む）エリア主要駅・大分、熊本、鹿児島、 
広島、下関にポスターと電照広告を、北九州空港に懸垂幕広告を掲出 
主要日刊紙（朝日・毎日）や 雑誌（新学年スタート号・ふくおか経済）等へ 
広告を掲出（11件） 
新高校2・3年生を対象とした進学カタログに、本学の広告を掲載 
報道機関に対し、「就職状況」や「公開講座受講生募集」等の情報を発信（32件） 
学びシティ北九州2023において、市内10大学学長及び行政関係者との意見交換会、 
学生によるプレゼンテーションを実施 

 

 

【2024年度入学者選抜試験の状況】 

１ 本学の一般選抜（前期・後期）の志願状況は、志願者数は4,781名（前年度3,812名）、志願倍率は5.4倍

（前年度4.3倍）であり、前年度より増加した。 

主要公立大学の平均志願倍率（中期日程の倍率を除く）は4.7倍であり、本学の志願倍率はそれを上回る

結果となった。 

 

 

 

＜入試実績＞ ※一般選抜前・後期合計 

学部・学群 項目 
2019年度 

入学者選抜 

2020年度 

入学者選抜 

2021年度 

入学者選抜 

2022年度 

入学者選抜 

2023年度 

入学者選抜 

2024年度 

入学者選抜 

外国語学部 入学定員 188名 188名 188名 188名 188名 188名 
 志願者 1,115名 842名 691名 803名 693名 925名 
 合格者 249名 256名 253名 248名 260名 249名 
 入学者 206名 195名 206名 199名 198名 212名 
経済学部 入学定員 144名 144名 144名 144名 144名 144名 
 志願者 893名 645名 574名 626名 617名 583名 
 合格者 202名 190名 194名 191名 185名 184名 
 入学者 164名 150名 155名 150名 157名 157名 
文学部 入学定員 130名 130名 130名 130名 130名 130名 
 志願者 700名 632名 591名 538名 440名 803名 
 合格者 177名 156名 173名 164名 167名 164名 
 入学者 143名 129名 131名 127名 134名 131名 
法学部 入学定員 165名 165名 165名 165名 165名 165名 
 志願者 978名 701名 640名 690名 800名 989名 
 合格者 233名 217名 233名 223名 217名 214名 
 入学者 182名 173名 175名 183名 175名 177名 
地域創生 入学定員 35名 40名 40名 40名 40名 40名 
学群 志願者 319名 319名 320名 225名 213名 239名 
 合格者 52名 47名 44名 42名 41名 43名 
 入学者 51名 45名 43名 42名 41名 41名 
国際環境 

工学部 

入学定員 224名 224名 224名 224名 224名 226名 
志願者 1,407名 1,299名 1,259名 1,182名 1,049名 1,242名 

 合格者 272名 255名 260名 271名 260名 254名 
 入学者 236名 214名 224名 234名 225名 228名 
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全学 入学定員 886名 891名 891名 891名 891名 893名 
（一般選抜 志願者 5,412名 4,438名 4,075名 4,064名 3,812名 4,781名 
前・後期） 合格者 1,185名 1,121名 1,157名 1,139名 1,130名 1,108名 
 入学者 982名 906名 934名 935名 930名 946名 
全学 入学定員 1,399名 1,399名 1,399名 1,399名 1,399名 1,399名 
(全選抜試

験) 
志願者 6,944名 6,117名 5,564名 5,565名 5,300名 6,293名 

※編入学・ 

再入学を 

含まない 

合格者 1,728名 1,679名 1,706名 1,674名 1,670名 1,650名 

入学者 1,511名 1,453名 1,478名 1,460名 1,460名 1,478名 

 

 

＜一般選抜前・後期の倍率＞ 

 2019年度 
入学者選抜 

2020年度 
入学者選抜 

2021年度 
入学者選抜 

2022年度 
入学者選抜 

2023年度 
入学者選抜 

2024年度 
入学者選抜 

募集定員 886名 891名 891名 891名 891名 893名 
志願者数 5,412名 4,438名 4,075名 4,064名 3,812名 4,781名 
受験者数 3,775名 3,149名 2,842名 2,754名 2,417名 3,130名 
合格者数 1,185名 1,121名 1,157名 1,139名 1,130名 1,108名 
入学者数 982名 906名 934名 935名 930名 946名 
志願倍率 6.1 5.0 4.6 4.6 4.3 5.4 
実質倍率 3.2 2.8 2.5 2.4 2.1 2.8 
主要公立大学の 
平均志願倍率※ 

― ― 5.1 4.3 4.3 4.7 

 ※中期日程の倍率を除く 
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【17】 

③ 高大接続の推進 
 

アドミッション・ポリシー

に沿った優秀な学生を確

保するため、高校への出前

授業、入学前教育の実施の

ほか、学生発表会等での高

校生との交流機会の確保

や総合的な探究の時間、課

題解決型授業の教育プロ

グラムづくりへの協力な

ど、高大接続を推進する。 

【17】  

③ 高大接続の推進 
 

アドミッション・ポリシー

に沿った優秀な学生を確保

するため、高校への出前授

業、総合型・学校推薦型選

抜合格者に対する入学前教

育を実施するとともに、学

生発表会等での高校生との

交流機会を確保するほか、

高校の総合的な探究の時

間、課題解決型授業の教育

プログラムづくりへの協力

などを行う。加えて、ウィ

ズコロナ（新型コロナウイ

ルスとの併存）に向けて、

大学訪問やスプリングスク

ール等の対面型企画の定員

を増やすほか、国際環境工

学部では、一般選抜への出

願が多い県内の近隣高校を

本学へ招き、模擬授業、実

験体験等を通して、学部の

特長や魅力を進路指導教員

や高校生に直接ＰＲする。 

Ⅲ 【出前授業と入学前教育の実施】 

１ 高校との連携強化をとおしてAPに沿った優秀な学生を確保するため、高校への出前授業（高校数：51校、

参加者：3,653名）を行ったほか、総合型・学校推薦型選抜合格者を対象に、入学前教育を行った。 

 

＜入学前教育の実施状況＞ 
外国語学部 ・英米学科において、総合型選抜、学校推薦型選抜合格者を対象にZoomオリエンテーショ

ン、課題を実施。 
・国際関係学科において、総合型選抜、学校推薦型選抜合格者を対象に英語学習や課題を実
施。 

経済学部 ・学校推薦型選抜入試合格者を対象に、数学のeラーニング教育を実施。 

国際環境工学部 ・総合型・学校推薦型選抜合格者を対象に、入学前の1～3月に計3回、数学・物理・化学の課
題を実施。 

地域創生学群 ・総合型選抜、学校推薦型選抜合格者を対象に、レポート課題を実施。 

・総合型選抜、学校推薦型選抜・社会人特別選抜合格者を対象に、オンライン研修（グルー

プワーク）を実施 

・すべての合格者を対象に、入学式前後で対面研修を実施 

 

【総合的な探究の時間、課題解決型授業の教育プログラムづくりへの協力】 

１ 北方キャンパスにおいては、探求活動の一環として、7月4日に山口県立萩高校の1年生（40名）を受け入

れ、2月には山口県立山口中央高校の1年生（78名）に向けて、模擬講義（SDGs分野）を実施した。また、

大学訪問における模擬授業を実施した。（7回実施） 

 

２ ひびきのキャンパスにおいては、JST（日本科学技術振興機構）のスタートアップ・エコシステム形成支

援「EDEG-PRIME Initiative」事業として、アントレプレナーシップ教育（イベント名：未来のモビリティ

事業を創造しよう！Find a New Challenge!!!）を実施した。（№22参照） 

 

【高大・高専連携の実施】 

１ 北方キャンパスでは、静岡東高校の生徒4名を受け入れ、SDGsをテーマにした研究を外国語学部英米学科

にて実施した。（12月5日実施） 

 

１ 前年度まで感染症対策として、設けていた制限（受入れ人数、時間、教室等）を撤廃し、全面的に高校

生・保護者・教員の参加を受け入れ、大学訪問（高校数：45校、参加者：2,241名（生徒、教員、保護者含

む））を実施した。来学した高校生・保護者等に対し、本学の概要説明・模擬授業に加えて、「北九大魅

力発信プロジェクト」メンバーによるキャンパスツアーやプレゼンテーション等を行った。 

 

２ スプリングスクールについては、従来から行っている模擬授業に加え、オープンキャンパスで実施して

いる保護者説明会を導入して開催した。（3月21日実施 1,153名参加） 

 

 

３ 国際環境工学部では、一般選抜への出願が多い県内の近隣高校（12校）を本学へ招き、模擬授業、実験

体験等を通して、学部の特長や魅力を進路指導教員や高校生に直接ＰＲした。（延べ396名参加） 
 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ ●高校生もインターネットを通して、全国の

大学の情報がかなりの量入ってきている。

その中で高校生が選択するための一つの

手段として、出前授業と入学前教育の実施

を徐々に押し進めている。全国の高校に情

報を流し、高校及び高専との連携強化を図

っている。ぜひ、今後も、大学の魅力を多

方面から発信してほしい。 

 

●高校との連携強化により、高校生が大学の

魅力を直接体験できる機会を提供してい

る点は評価に値する。 

 

●引き続き、対面型企画の定員増加やオンラ

イン企画の活用を含む多様なアプローチ

について継続的に検討されることを期待

する。 
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【分野別評価】 

 

 Ⅱ 研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５段階評価 

A 

●北九州市が目指す「ゼロカーボンシティ」に向けて、海外大学や企業と連携し、カーボンニュートラル関連の研究を積極的に推進している点、経済産業省資源エネルギー庁の洋上風力発電人

材育成事業に採択され、国際的な研究・教育の連携体制が整備されている点、産学官連携活動や研究プロジェクトの重点テーマを設定し、脱炭素化に向けた取組を着実に進めている点が評価

できる。日本の脱炭素政策の要でもある洋上風力発電への取組は、ポテンシャルの高い地域の大学との連携も有意義であり、市立大学の強みとなるよう今後も積極的かつ戦略的な対応に期待

したい。 

 

●AIやDXなどでの地域企業との連携推進では、これまでの研究活動及び産業界との連携を活かして、AI・ロボット技術分野のほか医療福祉や消防・防災支援など様々な分野で、地域企業と連携

した共同研究が大幅に増えている点、地域企業のDX推進のためのリカレント教育の実施は高く評価できる。 

 

●環境技術研究所と地域戦略研究所が連携を図るなど、理工系と文系研究者の連携や企業等との連携を強化し、社会実装に向けた研究を進めている。文理融合型の研究が注目される中、このよ

うな取組をさらに伸ばしてほしい。 

 

●優れた研究支援では、北方キャンパスにおける支援の成果が科研費の獲得の増加に大きく寄与している。一方、ひびきのキャンパスにおいては、全体的に大型の外部研究費の獲得が伸びてお

らず、学内競争的資金制度の活用に加えて、URAによる支援や資金獲得のための研修などにより、外部資金獲得力の更なる向上に取り組まれたい。 

 

１ 地域課題の解決や社会の要請に応える研究の推進 

中期計画 年度計画 
進行

状況 
実施状況 評価 評価理由及び意見 

【18】 

① 再生可能エネルギー技

術等に関する研究の推進 

 

洋上風力発電等の再生可

能エネルギー技術分野や

水素の利活用技術分野に

おいて、ブレーマーハーフ

ェン大学やパリ大学等の

海外大学や企業と共同研

究を推進するとともに、北

九州市の施策と連携した

仕組づくりを進める。 

【18】 

① 再生可能エネルギー技

術等に関する研究の推進 

 

経済協力開発機構（ＯＥＣ

Ｄ）が認定したグリーン成

長モデル４都市及びＳＤＧ

ｓ推進モデル６都市、ブレ

ーマーハーフェン大学等の

再生可能エネルギー技術分

野における先進的な海外の

大学、また洋上風力発電実

証エリアに関わる国内大

学・機関等との連携体制も

のとで洋上風力発電や水素

の利活用技術等に関する人

材育成や研究、その情報発

信を進める。また、北九州

市風力発電人材育成連絡会

を通じて、共同研究を伴う

連携の枠組みについて協

議、調整を進め、実施計画

を作成する。 

Ⅲ 【再生可能エネルギー技術分野や水素の利活用技術分野における海外大学や企業との共同研究】 

１ 産学連携洋上風力発電人材育成コンソーシアム※に参画するとともに、経済産業省資源エネルギー庁洋

上風力発電人材育成事業に申請し、採択された。 

※洋上風力の導入促進に資する人材を輩出するため、地元にウインドファームを展開する計画をもつ大学
（長崎大学、秋田大学、秋田県立大学、北九州市立大学、千葉大学）が広域に連携し、発電事業者を中心
とする産業界と形成したコンソーシアムのこと 

 

２ 洋上風力発電人材育成事業において、産学連携型共同講座の開発やイノベーション創出の仕組みづくり

の検討を行った。活動状況は北九州市で開催されたGlobal Offshore Wind Summit-Japan（10月11日～10月

13日開催）や長崎市で開催された海洋教育フォーラム（11月26日開催）などで活発に情報発信を行った。 

 

＜「洋上風力発電人材育成事業」の概要＞ 

事業概要 洋上風力産業界のニーズに即した国内人材育成の推進、及び長期的かつ安定的に洋上風力発電

を普及させることを目的として、民間事業者、教育機関、公的研究機関や地方公共団体等が洋

上風力発電に係る人材を育成するため、事業開発、エンジニア、専門作業員の分野別に必要と

なるカリキュラムの策定や、カリキュラムの実施に必要な実験設備および風車設備のメンテナ

ンスや洋上作業に係る訓練を行うためのトレーニング施設等の整備を目的として提供を行う費

用に対して補助を行うもの。 

支援期間 2023年8月下旬～2024年2月29日 

交付決定額 27,786千円（うち、北九州市立大学配分額：4,500千円） 

 

３ 環境技術研究所の兼任研究員が「分散型水素システム社会実装研究会」に参加し、グリーン水素エネル

ギーマネジメントシステムの社会実装に係る検討を行った。 

 

４ ブレーマーハーフェン大学と連携し、再生可能エネルギーに関する日独シンポジウムをドイツ・ブレー

マーハーフェンで開催した。（11月27日～11月29日開催） 

 

５ ブレーマーハーフェン大学を中心とした講師陣による洋上風力MBA入門講座（対象：国内大学生・大学院

Ⅲ ●概ね順調に実施している。なかでも洋上風

力発電は、日本の脱炭素政策の要であり、

ポテンシャルの高い地域の大学との連携

も有意義である。北九州市の地域創生にも

寄与する取組であり、市立大学の強みの一

つになり、積極的な展開を期待したい。 
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生）をオンラインにて開催した。（1月9日～1月12日開催） 

 

６ 環境技術研究所の兼任研究員が2023年10月よりパリ大学の客員研究員として滞在し、欧州のカーボンニ

ュートラルに関する研究、人材育成の調査を行った。 

 

【北九州市との連携の仕組づくり】 

１ 学内研究シーズを調査・整理するとともに北九州市風力発電人材育成連絡会参加企業と産学連携研究の

可能性について協議した。また、当該連絡会の枠組みでの産学官連携活動の学内実施計画を策定した。 

 

２ 風力発電分野における産学官連携による見学会・勉強会・共同研究などの実施を目的とする北九州市風

力発電人材育成連絡会（参加団体：風力発電関連企業10社、教育機関12機関、北九州市）に参加した。 

 

３ 北九州市風力発電人材育成連絡会の支援を受けて機械システム工学科2年生対象の工場見学会を実施し

た（2月開催）。また、北九州市風力発電人材育成連絡会参画企業のインターンシップに本学学生8名が参加

した。 

【19】 

② カーボンニュートラル

に関する研究の推進 

 

カーボンニュートラルに

関わるエネルギー、材料分

野に関する研究を推進す

る。また、北九州市とも連

携し、「ゼロカーボンシテ

ィ」に貢献する政策提案や

技術開発体制づくりを推

進する。こうした取組に際

しては、「カーボンニュー

トラル達成に貢献する大

学等コアリション※」に基

づく他大学、産業界等との

連携や情報発信力を活用

する。 

 

※ カーボンニュートラ

ル（脱炭素）の達成に向け

て、大学が、国、自治体、

企業、国内外の大学、研究

機関等との連携を通じ、取

組や成果の水平展開、革新

的なイノベーションを生

み出す研究開発や成果の

社会実装の推進、ネットワ

ーク・発信力強化などを行

っていく場（コアリション

（連合））のこと 

【19】 

② カーボンニュートラル

に関する研究の推進 

 

新規触媒プロセスや低炭素

建材に関する研究を進める

ほか、カーボンニュートラ

ルに関わる産学官連携をよ

り充実するため、研究推進

体制を検討し、関係機関と

協議、調整を行う。また、環

境技術研究所の研究プロジ

ェクトの重点テーマとし

て、「脱炭素に関わるエネ

ルギー、材料、触媒化学の

社会実装」及び「脱炭素に

関わる定量評価（例えば温

室効果ガス削減等の定量評

価）」を設定し、重点的に研

究に取り組む。加えて、北

九州市グリーン成長戦略に

基づき、カーボンニュート

ラルと循環経済を同時実現

するために、地域の大学・

産業・自治体が共創するた

めの拠点の場を形成し、脱

炭素型エネルギーの地産地

消における「北九州モデル」

づくりの検討を進める。 

Ⅲ 【カーボンニュートラルに関わるエネルギー、材料分野に関する研究の推進】 

１ カーボンニュートラルに関わる産学官連携活動を充実させるため、①FAISとの連携強化に向けた協定締

結（「公立大学法人北九州市立大学と公益財団法人北九州産業学術推進機構の連携に関する協定書」）、

②北九州型循環経済とSDG-Xを追求する産学官共創拠点の構築に向けた検討、③北九州GX推進コンソーシア

ムへの参画、を行った。 

 

２ 2021年度に参画した「カーボンニュートラル達成に貢献する大学等コアリション(大学等コアリション) 

※」では、コアリションの下に設置された「人材育成WG」内のカーボンニュートラル人材育成研究プロジェ

クトチームに参画し、カーボンニュートラル関連教育プログラムの調査、プログラム実施による効果検証

手法の検討を行った。 

※2050年のカーボンニュートラル達成に向け、大学が国や自治体、企業等との連携を強化し、地域の脱炭
素化へ貢献するための大学等間ネットワーク 

 

３ 環境技術研究所において、カーボンニュートラル関連の研究・人材育成、国内外の大学や自治体・産業

界との連携、大学総意としての情報発信を強化するため、カーボンニュートラル社会の実現に資する活動

の推進及び他大学・他セクターとの連携を推進する「カーボンニュートラル推進部門」を新たに設置した。 

 

４ 学内競争的資金である「環境技術研究所 研究プロジェクト」において、低炭素建材などを含むカーボ

ンニュートラルに関する産学連携研究につながる研究5件の支援を行った。 

 

５ 北九州市エコタウンセンターに設置した木質バイオマス燃焼灰を資源化するパイロット装置を用いた実

証実験を行った。 

 

６ 日本グリーンLPガス推進協議会と中間冷却（ITC）式多段LPガス直接合成法について研究に取り組んだ。

8月22日にはエコタウンで、「CO2とH2からのLPガス直接合成技術の実証研究起工式」を開催した。（大型

実証試験装置の建屋は2024年度後半より稼働予定） 

 

【「ゼロカーボンシティ」に貢献する政策提案や技術開発体制づくりの推進】 

１ カーボンニュートラルの実現と産業競争力の強化を目的とした北九州GX推進コンソーシアム（12月12日

設立、事務局：北九州市、FAIS）に参画した。 

 

２ カーボンニュートラルと循環経済を同時実現する北九州型ゼロエミッションシティ共創拠点を構築する

ため、産学官による準備メンバー（本学、九州工業大学、北九州市、企業、コンサルなど）で徹底的な議

Ⅲ ●概ね順調に実施しており、FAISとの連携や

地域拠点の構築に向けた取組が評価でき

る。 
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論を行い、共創拠点実現のためにJSTのCOI-NEXTに申請した。結果として不採択となったことを受け、不採

択理由や他大学の採択事例の分析を関係者で実施するとともに、JST広聴会に参加し、次年度以降の状況に

ついて情報収集を行った。また、学内検討会を複数回実施するとともに、学外関係機関との討議を実施し

た。 

 

３ 大学等コアリションの「地域ゼロカーボンWG」に関する本学活動状況について、9月5日にIGESよりイン

タビュー取材を受けた。（インタビュー記事は11月7日に大学等コアリションのホームページで公開） 
 

【20】 

③ 共同利用・共同研究拠

点としての取組の推進 

共同利用・共同研究拠点※

の強みや特色を活かし、国

内外の大学・研究機関や地

元企業との共同研究を推

進する。また、共同研究の

一環として、新産業創出を

目指し、先制医療工学の拠

点を形成する。 

 

※ 国公私立を問わず大

学の研究ポテンシャル（実

験設備等）を活用して研究

者が共同で研究を行う体

制を整備するための拠点

として認定する文部科学

省の助成制度のこと 

【20】 

③ 共同利用・共同研究拠

点としての取組の推進 

文部科学省が「共同利用・

共同研究拠点※」として認

定した本学の先制医療工学

の拠点において、拠点で設

定した研究テーマ「ナノバ

イオと情報分野を融合した

先制医療工学・レギュラト

リーサイエンス」に基づき、

他研究機関や地元企業との

共同利用及び共同研究を推

進するほか、学術研究都市

内の大学（九州工業大学、

早稲田大学）及び北九州市

ロボット・ＤＸ推進センタ

ー等と連携に向けて協議を

行う。 

 

※ 国公私立を問わず大学

の研究ポテンシャル（実験

設備等）を活用して研究者

が共同で研究を行う体制を

整備するための拠点として

認定する文部科学省の助成

制度のこと 

Ⅲ 【共同利用・共同研究拠点の推進】 

１ 環境技術研究所は、2021年度に採択された文部科学省「共同利用・共同研究拠点（公立大学、私立大学）」

の拠点として、他研究機関との共同利用及び共同研究を推進した。 

 

 ＜「共同利用・共同研究拠点（公立大学、私立大学）」の概要＞  

拠点名 超高齢化社会に対応する先制医療工学研究拠点 

認定施設 環境技術研究所 先制医療工学研究センター、計測・分析センター 

認定期間 2021年4月1日～2027年3月31日（6年間） 

拠点の概要 本拠点において、本学が所有する最新の装置を活用しながら、本学の研究者と国内外の研究者

との共同研究を推進し、先制医療工学の拠点形成を目指す 

（次世代の高度な医薬品開発へのイノベーションを創出） 

 

２ 本拠点における共同利用・共同研究の公募を2023年1月から行い、4月から共同利用・共同研究を開始し

た。 

（新規申請：6件、継続申請：15件／採択件数：21件） 

 

３ 新たな共同研究先の開拓に向け、関連学会でのランチョンセミナーを実施した。また、産業医科大学の

研究者向けのバイオテクノロジーとITに関する合同講演会を3回開催し、北九州市立大学と産業医科大学の

連携強化を図った。（6月26日、9月11日、11月5日開催） 

 

４ 産業医科大学から要望があったことを踏まえ、同大学との連携に重点を置いて共同利用及び共同研究を

推進した。研究拠点が有する機器による測定や解析を自動化するDXやAIの導入を進めるために、今後改め

て北九州市ロボット・DX推進センター等との協議を行う。 

Ⅲ ●概ね順調に実施しており、先制医療工学の

分野での共同利用・共同研究が進められ、

学内外の連携が強化されている。 

 

【21】 

④ 地域企業との連携推進 

 

ＡＩ・ロボット技術を駆使

した地域企業のＤＸ※、生

産性向上に資する研究を

推進するとともに、学内の

様々な技術を複合し、福祉

支援、消防・防災支援等、

安全・安心な生活のための

研究に取り組む。こうした

取組などを推進し、毎年度

の市内企業との共同・受託

【21】 

④ 地域企業との連携推進 

 

デジタルツイン※１などの

ＡＩ・ロボット技術を駆使

した地域企業のＤＸ※２、

生産性向上に資する研究を

推進するほか、その社会実

装のため、地域のＤＸを進

める中核的な企業・機関と

の連携を進める。また、医

療機関や介護施設等と連携

し、介護福祉支援技術の開

Ⅳ 【AI・ロボット技術を駆使した地域企業のDX、生産性向上に資する研究の推進】 

１ 環境技術研究所に設置した「社会支援ロボット創造研究センター」について、AIを代表とする最新情報

技術や他分野とのコラボレーションも対象であることを明確にするため、「AX・予測技術研究センター」

に名称変更を行った。 

 

２ 北九州産業学術推進機構（FAIS）の支援を受け、半導体関連研究シーズ集を準備するとともに、本学保

有特許の企業向け提案の加速を図った。 

 

３ 研究・人材育成分野での連携強化を目的として、北九州市産業経済局次世代産業推進課及び北九州産業

学術推進機構ロボット・DX推進センターと情報交換を複数回実施し、学官連携強化を図った。 

 

４ デジタルツインなどのAI・ロボット技術を駆使して生産性向上に資する研究である「人とロボットが短

時間で作業を交代できる生産方式「リバーシブルオートメーション（RA）」を提唱し、日本機械学会など

Ⅳ ●AI・ロボット技術を活用した地域企業のDX

推進や生産性向上に関する研究が積極的

に行われており、これまでの研究活動及び

産業界との連携を活かして、地元企業との

共同研究を増やしている点や研究・人材育

成分野での連携強化を目的として、学官連

携強化を図った点は高く評価する。 

 

●DX推進が求められる社会において、

everiProやeveriGoのようなリカレント教

育は必要不可欠であり、重要な役割を担っ

ていることは評価できる。 
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研究延べ１０件以上を維

持する。 

 

※Digital Transformation 

の略称。デジタル技術の活

用により、経済・社会や組

織の活動など多様な分野

で、より良い方向に変革さ

せること 

発を進めるとともに、行政

機関や消防機関等と連携し

た消防・防災支援に関する

研究を推進するほか、行政

機関・消防機関等の研究推

進に資するための研修を実

施する。加えて、地域企業

と連携した研究の推進のた

め、北九州産業学術推進機

構との連携を強化する。 

［市内企業との共同・受託

研究：延べ10件以上］ 

 

※１ デジタルツインと

は、IoT等を活用して現実空

間の情報を取得し、サイバ

ー空間内に現実空間の環境

を再現する仕組み。リアル

タイムで取得した情報をも

とにサイバー空間上で現実

空間の状況を把握するこ

と、また、サイバー空間上

で現実空間の分析やシミュ

レーションを行い、その結

果を現実空間にフィードバ

ックすることなどが可能に

なる 

 

※２ 

 Digital Transformation 

の略称。デジタル技術の活

用により、経済・社会や組

織の活動など多様な分野

で、より良い方向に変革さ

せること 

の国内学会で招待講演を実施した。 

また、上肢の片側が麻痺した患者のリハビリテーション支援に関する研究が、九州・大学発ベンチャー

振興会議から「九州・大学発振興シーズ育成資金」の交付を受けた。 

 

５ ロボット活用に関する多くの地元企業からの問い合わせに適宜対応するとともに、防災分野などでの衛

星データ活用について福岡県内企業との連携を進めた。 

 

６ 北九州学術研究都市に進出した情報・機械系の開発課題を有する企業と組織間NDAを締結し、多面的な共

同研究の実施に向けた議論を実施した。 

 

７ 文部科学省事業の「成長分野における即戦力人材輩出に向けたリカレント教育推進事業」に採択され、

「everiPro 産業 DX リスキリングプログラム」と「everiGo WEB 系プログラマ・DX 人材育成プログラム」

を開講した。 

 

８ 「everiPro 産業 DX リスキリングプログラム」は、企業のDX化推進を担える人材を育成するリスキリン

グプログラムであり、九州、広島地域の5大学が連携して統合されたひとつのプログラムを提供した。 

 

＜産業DXリスキリングプログラム「everiPro」概要＞  

事業概要 デジタルリテラシーの領域からITのテクノロジ領域を軸とした、企業のDX化 

推進を担える人材を育成するリスキリングプログラム。九州、広島地域の 

5大学が連携して統合されたひとつのプログラムを提供する。 

連携大学 広島市立大学、熊本大学、九州工業大学、宮崎大学 

補助期間 2023年6月19日～2024年3月31日 

採択金額 16,000千円 

時間数 372時間 

履修コース・ 

受講者数 

・DXリテラシーモデル 1名 

・製造業IoTモデル 2名 

・AIプログラミングモデル 1名 

・科目別受講生 34名 

 

９ 「everiGo WEB 系プログラマ・DX 人材育成プログラム」では、IT 未経験者・失業者を対象に、6ヶ月間

のトレーニングを実施しIT 企業に就職させるプログラムを実施した。 

 

＜リカレントプログラム「everi Go」概要＞  

事業概要 IT未経験者・失業者を対象に、6ヶ月間のトレーニングを実施し 

IT企業に就職させるプログラム 

補助期間 2023年6月19日～2024年3月31日 

採択金額 13,333千円 

時間数 420時間 

受講者数 40名（定員：40名） 

修了者数 32名 
 

【安全・安心な生活のための研究】 

１ 医療福祉分野では、AX・予測技術研究センターにおいて、桜十字福岡病院、九州栄養福祉大学、有薗製

作所、エイチ・アイ・デーと連携して、リハビリ機器の研究開発に取り組んだ。また、産業医科大学およ

び新小倉病院と人工関節の長寿命化・高性能化に関する共同研究を実施した。 
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２ 消防・防災分野では、北九州市総合防災訓練を解析し、その結果を北九州市役所危機管理室に報告した。 

また、JICA「中小企業海外展開事業～普及実証～」に採択されたシャボン玉石けん（株）が、本学と連携

してインドネシア現地での実証試験に取り組んだ。2024年2月1日に北九州市消防局・シャボン玉石けん（株）

と消防専門家向けに環境配慮型消火剤研修を実施した。さらに、防災を含む衛星データの活用について福

岡県内企業と連携した。 

 

【市内企業との共同・受託研究】 

１ 地域企業と連携した研究を推進することを目的に北九州産業学術推進機構（FAIS）との連携強化に向け

た協定（「公立大学法人北九州市立大学と公益財団法人北九州産業学術推進機構の連携に関する協定書」）

を締結した。また北九州産業学術推進機構（FAIS）と環境技術研究所の定例会議（1回／月）を開催し、地

域企業との共同研究・人材育成・社会貢献など様々な分野における情報共有と意見交換行った。 

 

２ 半導体関連分野における産学連携研究テーマを探索するために、北九大の半導体研究シーズを整理し、

北九州産業学術推進機構（FAIS）による産学マッチング活動に協力した。 

 

３ 企業からの技術相談に対して学術コンサルティング制度の構築に関する協議を行い、2024年度の運用開

始に向けた手続きを進めた。 

 

４ 市内・地元企業との共同研究を実施した。（20件 34,442千円（※共同研究講座3件6,500千円を含む）） 

 

＜市内・地元企業との共同研究の事例＞  

研究内容 相手先 受入額 

下水脱水汚泥の高濃度消化発酵プロセスに関する研究 日鉄エンジニアリング 

株式会社 

8,250千円 

一般ごみ焼却灰中の有価金属を回収する 

乾式比重選別技術の研究開発 

株式会社山本工作所 2,992千円 

事業所排水の処理におけるCO₂排出と環境負荷の削減に 

貢献できるAIによる水質予測とDXによる自動制御を 

組み合わせた排水処理システムの展開 

協和機電工業株式会社 2,750千円 

水処理用メンブレンバイオフィルムリアクタに関する 

基盤技術調査 

メタウォーター株式会社 2,750千円 

 

＜Ⅳ評価とする理由＞ 

  市内・地元企業との共同研究を積極的に推進することで、延べ 20 件の共同研究を実施し、目標である 10

件を大きく上回ったため、Ⅳ評価とする。 
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２ 研究成果の還元 

中期計画 年度計画 
進行

状況 
実施状況 評価 評価理由及び意見 

【22】  
① 社会実装に向けた研究

の推進 

 

研究成果を社会の装置と

して実用化に結び付ける

ため、環境技術研究所にお

いて、総合大学としての強

みを活かし、地域戦略研究

所などの文系研究者との

連携を強化するほか、介護

や福祉などの分野で、他大

学や関連企業等との連携

を推進し、研究成果の実用

化を目指す。また、本学の

研究者情報をウェブサイ

ト上にわかりやすい内容

で掲載し、本学が有する研

究シーズを広く企業や研

究機関、行政等に情報発信

する。加えて、産業界のほ

か、理工系研究者と文系研

究者が交流できる場を設

け、相互の研究理解を促進

する。 

併行して、環境技術研究所

を中心にＪＳＴ(科学技術

振興機構)のＰＡＲＫＳ
※(Platform for All 

Regions of Kyushu & 

Okinawa for Startup-

ecosystem)に共同大学と

して参画し、教員の起業に

よる研究・技術開発の実用

化に取り組む。 

 

※ アントレプレナーシ

ップ（起業）教育から支援

までを実施。九州大学と九

州工業大学が主幹機関と

なり、本学を含めた 13 大

学、民間企業 1 機関が共同

機関として参画するＪＳ

Ｔ（科学技術振興機構）の

【22】  
① 社会実装に向けた研究

の推進 

 

環境技術研究所は、理工系

研究者と文系研究者の連携

強化、研究内容の理解の促

進に向けて、洋上風力発電

に係る人材育成、カーボン

ニュートラル、循環経済な

ど、地域課題への取り組み

について、地域戦略研究所

との連携に着手する。介護

や福祉などの分野において

は、リハビリテーションシ

ステム等の社会実装のため

の体制づくりに向けて、地

域の大学・病院・介護施設・

企業との共同研究等の連携

を推進する。また、環境技

術研究所ビジョン2023の策

定及び機関誌 環境「創」の

刷新を行い、企業等へ広く

配布するほか、教員・研究

員の産学連携情報の一元化

を進めるとともに、環境技

術研究所の活動を中心に、

研究情報を大学ホームペー

ジ上にわかりやすい内容で

掲載する。 

 併行して、環境技術研究

所を中心にＪＳＴ(科学技

術振興機構)のＰＡＲＫＳ
※(Platform for All 

Regions of Kyushu & 

Okinawa for Startup-

ecosystem)において、九州

大学、九州工業大学、長崎

大学等、九州地域の大学と

連携し、ＧＡＰファンドを

活用した研究シーズの起業

支援を進めるとともに、起

業支援に関する産学連携組

織の体制強化及び学内規程

Ⅲ 【地域戦略研究所などの文系研究者との連携の強化】 

１ 文理融合研究の探索と総合知の積極的な活用を目標に、環境技術研究所と地域戦略研究所の交流会を5回

実施した。（7月31日、9月26日、11月14日、12月27日、2月6日開催 延べ41名参加） 

 

２ 洋上風力やカーボンニュートラル分野の各種プロジェクトに関連して、「産学のコンソーシアムによる

洋上風力発電大学教育カリキュラム等整備事業」への参画や北九州市主催の「北九州市洋上風力キャンプ

×SDGs」を通じて、人文社会系研究者と理工系研究者との交流を図った。 

 

３ 学内（北方・ひびきの）におけるSDGs・カーボンニュートラルに関する活動を集約し、学外情報発信や

新しいイベント企画などを実施可能な組織づくりに向けた準備を行った。 

 

４ 環境技術研究所と地域戦略研究所の交流会での議論を基に、文理融合型研究プロジェクトを特別研究推

進費及び学長選考型研究費にそれぞれ申請し、採択された。 

＜文理融合型研究プロジェクト概要＞  

 研究課題 採択額 

特別研究推進費 食品ロス削減および生活困窮者支援に着目した 

フードバンク活動の社会的インパクト 

452,250円 

学長選考型研究費 本学が取り組むべきSDGs・カーボンニュートラル 

戦略に関する調査研究 

400,000円 

 

【介護、福祉などの分野での他大学や関連企業等との連携】 

１ 環境技術研究所のAX・予防技術研究センターで開発したリハビリシステムの臨床試験を桜十字福岡病院

で実施した。 

 

２ 他機関との連携を進めるため、飯塚研究開発機構へのプレゼンテーション、大学見本市2023イノベーシ

ョンジャパンでの展示、及び産業医科大学との合同講演会での技術紹介、九州・大学発ベンチャー振興会

議でのシーズ紹介などを行った。環境技術研究所教員の研究シーズである「脳機能賦活を誘起する手指リ

ハビリテーション支援統合システムの企業化について」が九州・大学発ベンチャー振興会議から「九州・

大学発振興シーズ育成資金」の交付を受けた。 

 

３ 九州大学病院ARO次世代医療センターが構築した西日本アカデミアTRネットワーク(WAT-NeW)※に大学と

して2022年度より参画し、連絡会議参加や公募説明会開催など通じて、医工連携強化を積極的に進めた。 

※西日本地域アカデミア間でのシーズ開発とTR（橋渡し研究）についての情報共有、適切な開発の推進に
向けた協議、開発へ向けての連携の促進を目的として設立されたネットワークのこと 

 

【本学が有する研究シーズを広く企業や研究機関、行政等に情報発信】 

１ 「環境技術研究所ビジョン2023」を策定した。また、環境技術研究所の情報発信力強化とホームページ

活用促進に向け、ホームページシステムの再構築を行った。 

 

２ 環境技術研究所の機関誌である環境「創」について、知財活用や産学連携の機会増加を目的にコンテン

ツや配布先などの見直しを行った。 

 

３ 環境技術研究所の研究支援部門において、新任教員を中心に研究シーズのヒアリングをFAISのコーディ

Ⅲ ●文理融合型の研究が注目される中で、研究

成果の社会実装に向けて、理工系と文系研

究者の連携強化や起業支援などの取組が

行われており、今後さらに拡充してほし

い。 

 

●PARKSプログラムへの参画や起業支援活動

が進められており、評価できる。 
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大学発新産業創出プログ

ラム（助成制度）のこと 

等の整備を進める。 

 

 ※ アントレプレナーシ

ップ（起業）教育から支援

までを実施。九州大学と九

州工業大学が主幹機関とな

り、本学を含めた13大学、

民間企業1機関が共同機関

として参画するＪＳＴ（科

学技術振興機構）の大学発

新産業創出プログラム（助

成制度）のこと 

ネーターと共同で実施し、情報共有を行った。学内では教員・研究員の産学連携活動に関する情報集約と

一元管理を行った。 

 

４ 本学の研究シーズをイノベーションジャパン大学見本市（3件）、課題解決EXPO2023（2件）、第13回お

おた研究・開発フェア（1件）などの展示会に出展するとともに、JST新技術説明会（1件）での研究シーズ

発表を行った。また、GX関連研究シーズをエネルギーイノベーション総合展（1月31日-2月2日＠東京ビッ

グサイト）にて出展した。 

 

【産業界のほか、理工系研究者と文系研究者が交流できる場の設置】 

１ 地域戦略研究所と環境技術研究所の交流会、産業医科大学との共同講演会等を行い、分野を超えた研究

者間の交流を行った。 

特に、洋上風力発電分野では、北九州風力発電人材育成連絡会、産学連携洋上風力発電人材育成コンソ

ーシアム、ブレーマーハーフェン大学との日独再生可能エネルギーに関するシンポジウムなど、活発な研

究者交流を行った。 

 

２ GX関連の産学官関係者の交流と議論の場となる「北九州GX推進コンソーシアム」に参画した。 

 

【PARKSにおける活動】 

１ PARKSが、国立大学研究開発法人科学技術振興機構（JST）の大学発新産業創出基金スタートアップ・エ

コシステム共創プログラムに採択された。 

スタートアップ創出に資する技術シーズの発掘から、起業家とのマッチングによる創業までをシームレ

スにつなげるためにPARKSが提供する4ステップの起業活動支援プログラムの内、ステップ1及びステップ2

に本学教員が複数名申請した。 

 

２ 九州・大学発ベンチャー振興会議に参加し、学内研究シーズ（3件）の提出、企業ニーズに対する提案等

を行った。 

 

３ 環境技術研究所の社会支援ロボット創造研究センターのリハビリ技術が（一財）ふくおかフィナンシャ

ルグループ企業育成財団による研究開発助成金に採択された。 

 

４ スタートアップ・エコシステム形成支援の「EDEG-PRIME Initiative」事業として、アントレプレナーシ

ップ教育を実施した。 

＜アントレプレナーシップ教育の実施状況＞ 

イベント名 概要 対象者 実施日 参加者数 

留学生といっしょ 
に作ろう海外の 
おみやげ 

北九州市の姉妹都市の関心を高めて 

もらうため、お土産のパッケージを 

子供たちの目線でデザインを実施。 

子供たちは、留学生等と話し合い 

ながらパッケージを作成し、その後、 

秋祭りにて販売。また、プロの 

デザイナーやパッケージデザインの 

経験者がデザイン指導等を実施。 

小学生 7 月 5 日 

7 月 12 日 

7 月 19 日 

7 月 26 日 

延べ 21 名参加 

有明高専 ものづ 
くり体験教室＆ 
起業家マインド 
育成講座 

有明工業高等専門学校が実施する 

「ものづくり体験教室＆起業家 

マインド育成講座」において PARKS 

事業として起業家マインド育成講座 

の担当となり、プログラムを開催。 

小学生 

中学生 
8 月 22 日 延べ 15 名参加 
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参加者から様々な言葉を集め、 

未だ世の中にない新しいサービスを 

生み出すグループワークを実施。 
未来のモビリティ 
事業を創造しよう！ 
Find a  
New Challenge!!! 

2030 年頃の空飛ぶクルマ実用化を 

目指して、起業家たちが組織、大学、 

政府と共に研究開発を行っており、 

そのような話を現実にしていく 

アントレプレナーとはどんな仕事か、 

アイデア出しからプレゼンテーション 

まで疑似体験できるプログラム。 

高校生 

高専生 

9 月 30 日 

10 月 21 日 

11 月 18 日 

12 月 9 日 

延べ 76 名参加 

 

５ 起業支援に関する産学連携組織の体制強化に関しては、クロスアポイントメント制度を活用した人材登

用の検討を行った他、大学発ベンチャーの新株予約権及び株式保有等に関して、他大学にヒアリングを実

施し、次年度末までに規程整備等を実施することとした。 

 

３ 優れた研究等への支援 

中期計画 年度計画 
進行

状況 
実施状況 評価 評価理由及び意見 

【23】 

① 科学研究費の獲得等優

れた研究への支援 

 

積極的な科研費獲得を促

進するため、学内の競争的

研究支援制度に引き続き

若手枠を設け、若手教員の

研究を促進するほか、科研

費等獲得教員へ新たなイ

ンセンティブ制度を設け

るとともに、科研費不採択

者のうち審査結果が高い

教員を対象に、教員研究費

の増額配分等の科研費獲

得支援を行う。 

【23】 

① 科学研究費の獲得等優

れた研究への支援 

 

科研費獲得向上プロジェク

トへの若手教員の参加促進

を図るほか、北方キャンパ

スにおいては学内競争的資

金である特別研究推進費に

若手枠を設け積極的に採択

するとともに、補助額を拡

大して若手教員の研究活動

を支援する。また、ひびき

のキャンパスにおいても、

環境技術研究所の若手教員

の研究を支援する「スター

トアップ支援プロジェク

ト」の公募により若手研究

者の研究支援を行う。また、

全学的に外部資金獲得のイ

ンセンティブを高めるとと

もに研究費の確保を図るた

め、獲得した間接経費相当

額の一部を当該研究者の教

員研究費に加算する制度を

検討する。加えて、北方キ

ャンパスにおいて、科研費

獲得への意欲を高めるた

め、教員研究費の増額配分

の方法を見直し、科研費不

Ⅲ 【「科研費獲得向上プロジェクト」の実施】 

１ 科学研究費補助金等の採択率を向上させる取組みとして、引き続き「科研費獲得向上プロジェクト」を

実施し、研修会や申請書の添削指導等、研究支援を行った。 

＜科研費獲得向上プロジェクト実施状況＞  

 ・申請書添削：15名(北方 11名、ひびきの 4名)  ※うち、若手研究に申請した教員 5名 
 ・オンデマンドによる講演会(研修会6～9月実施) 
 

【特別研究推進費の実施状況】 

１ 北方キャンパスにおいて、学内競争的資金である特別研究推進費について、戦略的なテーマを設け、教

員の研究活動を推進した。若手枠においては、3件の申請があり、すべて採択した。（採択件数 3件、交付

金額：1,862千円） 
 

＜2023年度 特別研究推進費の募集テーマ＞  

 ・文理融合型研究 

 ・若手枠 

 ・SDGsの取組みに関連する研究 
 ・自らの専門領域を広げる新たな研究 

＜2023年度 特別研究推進費＞ 4テーマを設定し、募集、採択（総額11,416千円） 

 合計 文理融合 若手 SDGs 専門分野 
申請 25件 0件 3件 18件 4件 
採択 20件 0件 3件 16件 1件 

 

２ 2024年度特別研究推進費の募集を行った。（募集期間：10/1～11/30） 

   従来の「若手枠」を「スタート支援枠」と改称して、広く研究者の道を歩み始めた者を支援するため、

募集条件を改正し、募集を実施した。(交付枠 最大3,300千円） 

  1月に2024年度特別研究推進費の採択を決定した。（うちスタート支援枠 申請2件・採択2件・交付額908

千円） 

  

 

Ⅲ ●北方キャンパスにおける本支援の成果は、

科研費の獲得の増加として大きく寄与し

ていると思われる。一方、ひびきのキャン

パスにおいては、全体的に大型の外部研究

費の獲得が伸びてなく、大型の研究費獲得

のための資金以外の支援制度の検討が必

要と思われる。 

 

●若手教員の研究支援や科研費獲得支援の

ための制度が整備、インセンティブ制度や

教員研究費の増額配分も行われており、評

価できる。 
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採択者のうち審査結果が高

い教員を対象に、教員研究

費を増額する制度を運用す

る。 

【「環境技術研究所 研究プロジェクト」の実施状況】 

１ ひびきのキャンパスにおいて、引き続き、「環境技術研究所 研究プロジェクト」の若手枠「スタートア

ップ支援プロジェクト」により、若手研究者の研究活動への支援を行った。 

申請件数：8件（准教授6名、講師2名） 申請総額：7,607,000円 

採択件数：6件（准教授4名、講師2名） 交付総額：4,391,201円 

 

【科研費等獲得教員への新たなインセンティブ制度の創設】 

１ 従前どおり間接経費相当額の一部を、報奨金として該当教員に支給した。 

 

２ 従来の間接経費相当額の一部を報奨金として該当教員に支給する制度を当該研究者の教員研究費に加算

する制度に変更する方向で検討を行った。（2024年度より実施予定） 

 

【科研費不採択者のうち審査結果が高い教員を対象とした教員研究費の増額配分制度の創設】 

１ 科研費は不採択であったが、審査結果が「Ａ」であった教員を対象として、教員研究費を増額する制度

を運用した。（対象人数 8名 1人当たり200千円増額） 
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【分野別評価】 

 

１ シンクタンク機能の強化 

中期計画 年度計画 
進行

状況 
実施状況 評価 評価理由及び意見 

【24】 

① シンクタンク機能の充

実（地域戦略研究所等の見

直し） 

 

地域社会が直面する様々

な課題に対し、地域戦略研

究所等を見直し、実践的シ

ンクタンク機能を確立す

る。また、行政機関への委

員の参画や大学が保有す

る研究シーズを活用した

対応策の提案及び学術的

知見の提供等、組織的かつ

継続的な研究機関として、

地域社との連携を深める。 

【24】 

① シンクタンク機能の充

実（地域戦略研究所等の見

直し） 

 

地域戦略研究所において、

地域課題研究テーマの設定

のあり方や、政策提言等を

含めた市・地域団体・企業・

市民等との一層の連携方策

に関する検討を進める。ま

た、実践的シンクタンク機

能の確立に向けて地域課題

研究、地域団体等からの受

託研究・受託事業等を推進

する。加えて、行政機関の

委員会等への積極的な参画

を進めるほか、地域の団体・

市民等を対象とした研究報

告会の開催等により研究成

果を地域社会へ還元する。 

Ⅲ 【実践的シンクタンク機能の確立】 

１ 地域課題研究テーマの設定のあり方や、政策提言等を含めた市・地域団体・企業・市民等との連携方策

について、各部門会議や運営委員会で検討した。 

 

２ 地域戦略研究所「地域社会部門」は、地域課題解決のニーズに応えるため、下記のとおり、市民生活や

まちづくり等に関する調査研究及び地域経済分析を実施した。 

 

＜2023年度 地域課題研究（6件）＞ 
研究内容 研究者 

①全国の自転車ツーリズムの動向と今後の施策展開に関する研究 内田教授 

②北九州市におけるSDGsに関する取り組みの認知度とSDGsに対する 
考え方の経年変化 

片岡教授 
小林教授 

③北九州市内の高校生ヤングケアラー実態調査 深谷教授他 

④新しい外国人労働者の活用モデルの模索（その5） ―技能実習生制度 
廃止および育成就労制度新設に関するヒアリング調査― 

見舘教授 

⑤北九州市の文化芸術・スポーツイベント等に対する市民意識 南教授 

⑥韓国の都市農業の成長と関連制度に関する研究 ―都市農業コミュニティ 
作りへの示唆― 

李特任准教授 

＜2023年度 関門地域共同研究（3件）＞ 

研究内容 研究者 

①関門海峡の観光に関する域外住民の意識の推移 南教授 

②関門地域の自転車利用促進に向けた課題  
―サイクリングイベントの調査結果から― 

内田教授他 

③門司港エリアにおけるフィールドワーク＆ワークショップ連動型・ 
探究プログラム「あるこう！もじこう！」の実施報告 

小林教授他 

 

３ 北九州地域のシンクタンクとして、北九州市等から依頼を受け、下記のとおり受託事業を実施した。 

＜2023年度 受託事業（7件）＞ 合計2,482千円 
事業内容 受託金額 

① カーボンニュートラルキャンパス実現のための概念実証の 
コンサルティング 

220千円 

②北九州フィルム・コミッションに関する経済波及効果算出業務 87千円 

Ⅲ ●地域戦略研究所の見直しや地域課題のニ

ーズに応え、市・地域団体・企業・市民と

の連携が進められ、実践的なシンクタンク

機能が確立されている。 

 

●行政機関との連携を深め学術的知見の提

供も注力してほしい。 

 

●地域シンクタンク機能は、人口減少が続く

中で、地域の持続可能性に貢献する公立大

学の重要な役割である。今後も取組を進

め、より多くの教員が関わる体制と環境の

整備を進めていただきたい。 
 

 

 

Ⅲ 地域（社会）貢献 

５段階評価 

A 

 

  

 

 

 

 

 

 

●地域戦略研究所における北九州地域発展のための実践的シンクタンク機能及び関門地域や学研都市内での大学間連携は、重要な地域・社会貢献となっており評価できる。 

 

●地域共生教育センターは学生プロジェクトを継続的に実施するだけでなく、地域社会のニーズにあったプロジェクトの立ち上げにより、地域社会へ貢献しており評価できる。今後は、学生・地

域住民の参加状況などを基にした各取組効果の測定とフィードバックの収集などに取り組み、さらなる発展を期待する。 

 

●ＳＤＧｓに関しては、市や企業と連携し様々な取組を実施し、地域社会へ貢献していることは評価できる。 

 

●i-Design コミュニティカレッジでは、履修生から高い満足度を得られ、高い評価を得ている。リカレント教育は、市立大学の役割として、大変重要な取組であり、今後も発展させてほしい。 

 

●地元就職については、地元企業との情報交換や連携が様々実施され、説明会・セミナー実施についても対面形式のほかメタバースといった学生ニーズに沿った支援が提供されており、評価でき

る。引き続き、地元の魅力ある企業を知る機会の増加や、同窓生の活用などにも取り組み、地元就職の推進を図ってほしい。 
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③洋上風力産業エンジニア向け人材育成プログラムの構築 1,448千円 
④TGC北九州2023及びパブリックビューイング設置会場 
経済波及効果分析業務 

241千円 

⑤「北九州ポップカルチャーフェスティバル2023」における 
経済波及効果分析 

128千円 

⑥「北九州市立響ホール 文化振興事業」における 
経済波及効果分析業務 

91千円 

⑦皿倉山観光施設の施設建設・維持管理形態に関する調査 267千円 
 

【行政機関への委員の参画、大学が保有する研究シーズを活用した対応策の提案及び学術的知見の提供】 

１ 本学教員の知見を社会に生かすため、日本学術会議や、北九州市社会福祉法人等審査会、北九州市文化

財保護審議会など、自治体等の審議会や委員会に積極的に参画した。（自治体等の委員就任状況：73件） 

 

２ 研究成果を地域に還元するため、地域戦略研究所研究報告会を開催した。（6月2日 31名参加） 

あわせて、地域戦略研究所ニューズレター(8、3月発行)、紀要(3月発行)、年報(3月発行）等によって、

研究成果の地域への還元に取り組んだ。 

 

３ そのほか、国際交流セミナー「文化都市の現在と未来、そして地域の戦略」（6月10日開催 28名参加）

や北九州市立大学・仁川研究院共同研究発表会「コミュニティの新たな政策展開」（12月11日開催 15名

参加）をフランキー・ウー アジア国際交流ホールにて行った。 

 

４ 国際シンポジウムとして「北九州市と釜山広域市のコミュニティ」（8月16日開催 釜山大学 21名参

加）、「人口減少時代、縮減都市における≪都市農業とコミュニティ作り≫」（2月21日開催 タカミヤ環

境ミュージアム 42名参加）を行った。 

【25】 

② 地域共生教育センター

（含ひびきのキャンパス）

の取組 

 

地域コミュニティの維持・

発展に向けた取組を全学

的に推進するため、ひびき

のキャンパスとの連携を

強め、学生のオフキャンパ

ス活動を支援する機能を

ひびきのキャンパスにお

いても充実し、地域からの

要望や社会的動向を踏ま

えた活動を引き続き実施

する。 

【25】 

② 地域共生教育センター

（含ひびきのキャンパス）

の取組 

 

地域共生教育センターにお

いて、引き続き、地域活動

の情報を広く収集するとと

もに、学内ポスターやメー

リングリストなどを通じて

学生に対して活動に関する

情報等の周知を行い、学生

のオフキャンパス活動を支

援する。同センターによる

支援機能をひびきのキャン

パスにおいても充実させる

ため、地域共生教育センタ

ー運営部会にひびきのキャ

ンパス教員を配置し、ひび

きのキャンパスとの情報共

有を進めるほか、ひびきの

キャンパス教員の中から地

域共生教育センター兼任教

員を設置することについて

検討を開始する。また、学

生に対しては、ひびきのキ

Ⅲ 【学生プロジェクトの活動状況】 

１ 地域共生教育センターでは、引き続き学生プロジェクトを積極的に行うとともに、新たに2プロジェクト

を開始した。 

 また、2024年4月から活動を開始する2プロジェクトを学生プロジェクトとして承認した。 

＜2023年度 新規プロジェクト＞ 
・北九州文化観光プロジェクト 

   北九州市の文化資源の新たな活用方策や連携による価値創出を検討し、魅力的な文化観光プログラム
作りを目指すプロジェクト 

・北九大認知度向上プロジェクト 
   本学のブランディングを目的とし、各種活動の情報を収集から情報発信までの一連の流れを学生主体

で行うプロジェクト 

＜2024年度 新規プロジェクト＞ 
・DE&I学生プロジェクト 

   本学におけるダイバーシティ・エクイティ&インクルージョン（多様性・公平性・包摂性）の促進を目
指すプロジェクト 

・国際開発プロジェクト 
   タイのパッタルン地域の農村の活性化を目的としたプロジェクト 
 

２ 本センターの「防犯・防災プロジェクトMATE's」が、「福岡県防犯協会連合会・福岡県警察生活安全部

長連盟表彰「学生防犯ボランティア団体表彰」を受賞した。また、福岡県小倉南警察署から感謝状が授与

された。 
 

【ひびきのキャンパスとの連携の強化】 

１ 地域共生教育センター会議にて、地域共生教育センター運営部会委員の選出を行い、ひびきのキャンパ

ス教員を配置し、同運営部会で情報共有を進めた。 

 

２ 環境問題特別講義及び環境問題事例研究の担当教員を中心に、地域共生教育センターの活動内容の共有

Ⅲ ●地域共生教育センターの活動が積極的に

行われ、学生プロジェクトの実施、ひびき

のキャンパスとの連携強化など、継続的な

努力は高く評価する。 

 

●引き続き地域共生教育センター運営部会

にひびきのキャンパス教員を配置し、情報

共有を進めるなど、ひびきのキャンパスと

の連携促進が期待される。 

 

●オフキャンパス活動を支援する機能の充

実が必要と思われる。 
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ャンパスにて地域共生教育

センターの説明会を実施

し、学生プロジェクトへの

参加やメーリングリストへ

の登録を促すほか、ひびき

のキャンパス内に地域共生

教育センターの情報発信ス

ペースを設け、地域活動等

への参加を呼びかけるとと

もに、ひびきのキャンパス

で地域活動を行っている学

生団体等に対しても、地域

共生教育センターの情報提

供、研修やメンバー募集な

どを実施する。 

を行なった。 

 

３ 地域共生教育センターでは、学生プロジェクト活動を積極的に行うとともに、2024年度からはひびきの

キャンパスにおけるプロジェクト（国際開発プロジェクト（Thaksina））の設置も決定した。 

＜プロジェクト数＞ 
 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 

プロジェクト数 18 20 23 23 25 
北方 18 20 23 23 24 
ひびきの - - - - 1 

参加学生数 528名 462名 534名 485名  
 北方 528名 462名 534名 485名  
 ひびきの - - - -  

 

【ひびきのキャンパスにおける学生のオフキャンパス活動を支援する機能の充実】 

１ ひびきのキャンパスの1年生に向けて、地域共生教育センター教員による説明会を実施し、学生プロジェ

クトへの参加やメーリングリストへの登録を呼びかけた。 

 

２ ひびきのキャンパス内での情報発信のため、10月より情報発信スペースを設置し、地域活動への参加を

呼びかけた。 

 

３ ひびきのキャンパス教員が担当教員となる文理融合型プロジェクト「国際開発プロジェクト（Thaksina）」

を地域共生教育センター会議で承認した。 

 

【地域からの要望や社会的動向を踏まえた活動の実施】 

１ 地域活動の情報を広く収集、その教育的効果を精査のうえ、短期型の地域活動に係る案内をメールにて

配信した。（3月末までに112件）その結果、延べ89名が地域活動に参加し、地域とのつながりの大切さ、

人とのコミュニケーションの重要性を学ぶことができた。 

 

２ 環境問題事例研究の若松区の地域課題をテーマに行うPBL（Project Based Learning：問題解決型学習）

の支援において、地域共生教育センターとの連携を検討した。 

 

２ ＳＤＧｓ未来都市への貢献 

中期計画 年度計画 
進行 

状況 
実施状況 評価 評価理由及び意見 

【26】 

①  ＳＤＧｓへの貢献 

 

市や企業等と連携して取

組を推進し、ＳＤＧｓ達成

に向けて貢献する。学内で

は、セミナー等の開催によ

り、大学の構成員全ての意

識改革を図るとともに、基

盤教育科目へのＳＤＧｓ

に関する科目の設置やＳ

ＤＧｓ達成に資する研究

の支援等、教育・研究面で

ＳＤＧｓ達成に向けた取

【26】 

①  ＳＤＧｓへの貢献 

 

ＳＤＧｓ達成に向けて貢献

するため、地域戦略研究所

において、市のＳＤＧｓ関

連部署との連絡会等を開催

し、行政が進めるＳＤＧｓ

施策との連携について協議

を行う。また、学内構成員

全ての意識改革に向けて、

電気・ガス・水道や廃棄物

処理等における使用料等の

経年変化について学内構成

員に公開するなど、キャン

Ⅲ 【市や企業等と連携した取組みの推進】 

１ 北方キャンパスにおいては、下記の取組みにより、市や企業等と連携を推進した。 

＜北方キャンパスにおける取組み＞ 

 ・北九州市「北九州SDGsステーション」事業運営等業務委託に関する審査 

 ・市内企業のSDGs経営支援 

・市内企業のカーボンニュートラル経営支援 
 ・市内製造業からの依頼による社内研修（7/3） 
 ・苅田町からの相談によるSDGsシンポジウムの開催に向けた協力（10月29日） 
 

２ ひびきのキャンパスにおいては、環境問題特別講義でSDGsに係る市の活動の紹介を行い、環境問題事例

研究で若松区や環境局との連携を進めた。 

また、市の環境局と連携して、「北九州洋上風力キャンプ×SDGs」を開催した。 

 

 

Ⅲ ●特別研究推進費のSDGs枠における交付実

績が前年度比で3倍超であり、大学全体と

してSDGs達成に向けて取り組んでいる点

は評価できる。また市と連携して「北九州

洋上風力キャンプ×SDGs」を開催するな

ど、SDGs未来都市である北九州市に貢献し

ている。 

 

●市や企業と連携してSDGs達成に向けた取

組が進められ学内構成員すべてに意識改

革が図られていることは評価できる。 

 市立大学の役割として、大変重要な取組で

あり、今後も発展させてほしい。 
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組を行い、取組内容を積極

的に発信する。 

パスの環境負荷の見える化

を促進するとともに、ＳＤ

Ｇｓに関連する学内向けセ

ミナー等を開催するほか、

基盤教育科目の教養教育科

目へのＳＤＧｓ科目の設置

について、基盤教育センタ

ーにおいて、関係部局と協

力のうえ、令和７（２０２

５）年度開講に向けて検討、

調整を行う。加えて、ＳＤ

Ｇｓ関連の研究を支援する

ため、学内競争的資金であ

る「特別研究推進費」にＳ

ＤＧｓ枠を引き続き設定す

る。こうした取組内容につ

いては、ＳＤＧｓ関連の市

民・企業向けセミナーやシ

ンポジウムを開催するほ

か、ホームページや各種媒

体等で発信する。 

＜北九州洋上風力キャンプ×SDGs 概要＞ 
実施内容 実施日 場所 参加者 

洋上風力に関する講義、 
企業見学、洋上風車の見学、 
グループワークなど 

8月27日～9月1日 
（5泊6日） 

北九州市立大学 
小倉サテライト 
キャンパスほか 

大学生・大学院生 
 全29名（全国の14大学） 

 

【キャンパスの環境負荷の見える化】 

１ 北方キャンパスにおいては、光熱水費や廃棄物量等の経年変化グラフをビジュアル化したポスターを作

成し、学内各所の掲示板やデジタルサイネージ等で掲出・公開した。 

 

２ ひびきのキャンパスにおいては、電気・ガス・水道の使用料等の経年変化について、2ヶ月に1度の頻度

で国際環境工学部常任委員会に報告し、キャンパスの環境負荷の見える化を促進した。 

 

【SDGsに関連する学内向けセミナーの開催】 

１ 学内構成員全ての意識改革に向けて、下記のとおりSDGsに関連する学内向けセミナーを開催した。 

＜セミナー開催概要＞ 
日程 テーマ 会場 参加人数 

1/18 世界の持続可能性はどこに 
向かうのか!? 
 ～COP28現地レポート～ 

フランキー・ウー 
 アジア国際交流ホール 

24名 

2/8 私と未来のSDGs 企業と考える 
サステナビリティ 

フランキー・ウー 
 アジア国際交流ホール 

48名 
（参加企業：4社） 

 

【基盤教育科目へのSDGsに関する科目の設置】 

１ 北方キャンパスにおける基盤教育科目について、教養教育部門で、「新カリキュラム改編ワーキンググ

ループ」を開催（5月～11月 計8回）し、新カリキュラムを決定した。 

SDG科目は、新カリキュラムでも引き続き実施し、これまで特講として開講していた「環境特講A（SDGs

の可能性）」を「持続可能な未来にむけて」として科目化することを決定した。 

 

２ ひびきのキャンパスにおいては、「ひびきの分室新カリキュラムワーキンググループ」の会議を開催（7

月～9月 計6回）し、現行カリキュラムを点検し、ひびきの分室教員の振り返りや国際環境工学部との対

話、学生との懇談を通してニーズ分析を行った。その結果を踏まえ、新カリキュラムでは実社会との接触

を通して学習・研究の動機づけを与え、経験的な学びを通して主体性を育み、自己成長のスパイラルアッ

プを目指すことを基本方針に据えた。同方針の下で提供する科目や科目間の関係性を検討し、新カリキュ

ラム案を作成した。（SDGsにおける17のゴールと科目の関係性については2024年度に整理し、SDGs対応表

を作成する予定。） 

 

【SDGs達成に資する研究の支援】 

１ 学内競争的資金である特別研究推進費のSDGs枠において、SDGs達成に資する研究の支援を行った。 

＜2023年度 特別研究推進費 SDGs枠実績＞  
 ・採択件数 16件（申請件数 18件） 
 ・交付金額 8,954千円（前年度 2,768千円） 
 
２ 2024年度特別研究推進費の募集を行った。（募集期間：10/1～11/30） 

   SDGs枠については、同枠の一部を内容的に重複するダイバーシティ枠（学長選考型研究費から移管）と

して募集した。 

2023年度 SDGs枠（10枠） ⇒ 2024年度 SDGs枠（6枠）、ダイバーシティ枠（4枠） 

1月に2024年度特別研究推進費の採択を決定した。（うちSDGs枠 申請9件・採択8件 交付額4,439千円） 
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３ 国等の各種事業を活用し、SDGs達成に資する研究を推進した。 

  ・環境省事業「ナッジ×デジタルによる脱炭素型ライフスタイル転換促進事業」においてエネルギー消

費動向を把握するためのデータ分析及び実証フィールドのマネジメントを実施 

・資源エネルギー庁事業「洋上風力発電人材育成事業費補助金」において洋上風力人材育成プログラム

の開発 

・福岡県「電力の地産地消トレーサビリティ証明モデル事業」において九州工業大学のカーボンニュー

トラルキャンパス実証プロジェクトに参画 

 

４ 北方キャンパスの2024年度学長選考型研究費において、SDGs関連の研究（研究課題名：本学が取り組む

べきSDGｓ・カーボンニュートラル戦略に関する調査研究）が採択された。（№22参照） 

 

【SDGsに係る取組内容の積極的な発信】 

１ SDGsに係る取組について、積極的に情報発信を行った。 

＜SDGsに係る取組内容の発信＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部局 内容 
地域戦略研究所 ○高校で必修化された「総合的な探求の時間」に関し、 

授業案の策定や地域や企業との連携 
SDGsの取扱い等について高校教員向けにセミナーを開催 
（3月11日 サテライトキャンパス 41名参加） 

地域貢献室 ○公開講座12講座（コーディネーター教員の所属別内訳は、 
外国語学部6講座、国際環境工学部5講座、基盤教育 
センター1講座）について、SDGs17のゴールのいずれを学ぶ 
ものかを体系分類し、チラシ・ポスター等で「SDGアイコン」 
を活用したPRを実施 

環境技術研究所 ○北九州市と連携し、北九州市洋上風力キャンプ×SDGs 
（洋上風力発電シンポジウム及び大学向け研修）を開催 
（8月27日～9月1日 29名参加） 

○本学における洋上風力発電人材育成について、各種イベント 
で紹介 
・Global Offshore Wind Summit-Japan (10月11日～10月13日) 
・再生可能エネルギーに関する日独シンポジウム 
（11月27日～11月29日） 

・海洋教育フォーラム（11月26日）などの各種イベントで紹介 
○ブレーマーハーフェン大学を中心としたOWEMBA講師陣による 
大学生・大学院生向け「洋上風力MBA入門講座」を開催 
（1月9日～1月12日） 

○本学ホームページや環境技術研究所機関誌「創」、北九州市 
ホームページ、記者会見、マスメディア等多くの媒体で情報を 
発信 
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３ リカレント教育の推進 

中期計画 年度計画 
進行 

状況 
実施状況 評価 評価理由及び意見 

【27】  
① リカレント教育 
 

社会ニーズや履修者の声

を生かした柔軟な領域科

目の開講や、退職教員も含

めた北九州地域の知の効

果的な活用により、i-

Design コミュニティカレ

ッジを充実させるなど、履

修証明制度を効果的に活

用しつつ、社会人等の学び

直しや課題解決のニーズ

に対応する。 

【27】  
① リカレント教育 
 

社会人等の学び直しや課題

解決のニーズに対応するた

め、令和元（２０１９）年４

月に開設したi-Designコミ

ュニティカレッジについ

て、「社会人のためのデー

タサイエンス基礎」をはじ

めとする５つの領域を開講

する。履修生アンケート、

退職教員の活用、社会人等

の学び直しや課題解決のニ

ーズ等に対応するため、内

容の充実に努めるととも

に、ＰＲ活動や履修生の開

拓を行う。 

Ⅲ 【i-Designコミュニティカレッジの実績】 

１ 2023年度は、「学問と人生」「地域創生」「こころの科学」「多様な世界との対話」「社会人のための

データサイエンス基礎」の5領域を開講し、40名（定員60名）の履修者を迎えた。修了時に実施したアンケ

ート調査では、非常に高い満足度を得ることができた。 

  － 履修の満足度：とても良かった・良かった 100％ 

  － 今後i-Designをもう一度履修したいか：是非履修したい・機会があれば履修したい 92％ 

 

２ 2024年度の履修生募集に向け、i-Designコミュニティカレッジオンライン説明会・相談会を開催した。

（12月16日開催 16名参加） 

また、対面形式の「１dayオープンカレッジ」(1月20日 56名参加)を開催し、プログラムの概要説明や担

当教員による模擬授業を行った。そのほか、新聞広告、市政だより、交通広告等による情報発信や大学ウ

ェブサイト、公式SNSを活用した広報を実施した。 

雑誌「ゆうゆう 2024年4月号」（3月1日発売、主婦の友社）の記事"趣味と学びで自分磨き"の中で、履

修証明プログラムを実施している大学の一つとして取り上げられた。 

 

３ 2024年度履修生は下記のとおりである。 

 ＜履修生実績＞ 

領域名 
2019年度 
履修生 

2020年度 
履修生※ 

2021年度 
履修生 

2022年度 
履修生 

2023年度 
履修生 

2024年度 
履修生 

学問と人生 9名 － 7名 5名 2名 5名 
地域創生 12名 － 7名 5名 10名 3名 
こころの科学 36名 － 13名 13名 11名 25名 
多様な世界との対話 
（2021年度開始） 

  10名 10名 5名 7名 

社会人のためのデータ 
サイエンス基礎 
（2022年度開始） 

   15名 12名 6名 

合計 57名 － 37名 48名 40名 46名 
履修定員 39名 － 52名 60名 60名 60名 

※2020年度は新型コロナウイルス感染症予防の観点から履修中止を余儀なくされたため、履修決定者は希
望制で2021年度に履修。 

 

【公開講座等の実施】 

１ 地域貢献室では、計画した公開講座12講座（うちオンライン1講座）すべてを実施した。各講座最終回に

は受講生アンケートを行い、ニーズの把握に努めた。 

  － 公開講座の満足度：満足・やや満足 92.3％（2022年度 86.4％） 

 

２ 市生涯学習総合センター事業「北九州市民カレッジ」にて、本学のリカレント教育をPRするため、講師

派遣を決定し、生涯学習総合センターで開催された「大学連携リレー講座」にて、本学教員が登壇し「i-

Designコミュニティカレッジでの学び」をテーマに講師を務めた。（1月26日開催） 

 

【文部科学省事業「成長分野における即戦力人材輩出に向けたリカレント教育推進事業」の活用】 

１ 文部科学省事業の「成長分野における即戦力人材輩出に向けたリカレント教育推進事業」に採択され、

「everiPro 産業 DX リスキリングプログラム」と「everiGo WEB 系プログラマ・DX 人材育成プログラム」

を開講した。（№21参照） 

Ⅲ ●i-Designコミュニティカレッジの修了時

のアンケートでは高い満足度が得られ次

回履修も期待できる内容となっている。 

 

●「成長分野における即戦力人材輩出に向け

たリカレント教育推進事業」の活用等は、

継続的な活動として地域に根差したもの

になりつつあり、また文科省事業の獲得も

評価できる。 

 

●今後も、履修者数の増加や新たなプログラ

ムの開発、時代に合った充実した講座内容

など、更なる発展を望む。  
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４ 地元就職率の向上 

中期計画 年度計画 
進行 

状況 
実施状況 評価 評価理由及び意見 

【28】  
① 地元就職の推進 
 

地元企業等への就職を促

進するため、学生のニーズ

を把握する就職希望調査

と実際の就職状況の分析、

地元企業とのマッチング

を図るため、地元就職市場

の動向把握を行い、地元企

業・産業界や市との情報交

換、連携を推進するととも

に、企業説明会やセミナー

等の各種就職支援を実施

する。毎年度の地元就職率

は２０%以上を目指す。 

【28】 

① 地元就職の推進 
 

地元企業等への就職を促進

するため、学生の地元就職

に関する意向調査を実施

し、キャリアセンターにて

実施するイベントへの参加

状況や実際の就職状況につ

いて分析する。また、北九

州市や商工会議所等の協力

のもと、地元企業・団体の

ニーズ（新卒市場）及び動

向を把握するとともに、地

元企業を中心とした学内企

業説明会、企業研究セミナ

ー等を実施する。このほか、

求人紹介や相談、若手企業

人との交流の場を設けるな

ど、きめ細やかな支援を実

施する。 

Ⅲ 【地元就職に関する意向調査の実施】 

１ 「地域科目」の受講生（1～3年生）を対象に「北九州への愛着度及び就職意向」について調査を実施し

た。 

また、これまで文系学部3年生を対象に実施していた「地元就職意向調査」について、調査対象を理系学部

に拡大して実施した。（調査対象：2025年度に卒業予定の学部3年生） 
  

「北九州への愛着度及び就職意向調査」調査結果 ※有効回答：422人 
調査内容 選択肢 回答結果 

愛着度 とても愛着がある、 
やや愛着がある 

71.6％ 
（受講前 39.8％） 

地元就職希望 とても望んでいる、 
やや望んでいる 

29.2％ 
（受講前 19.0％） 

「地元就職意向」調査結果（就職希望地の複数回答）  ※有効回答：北方904人、ひびきの181人 
調査内容 キャンパス 回答結果 

北九州市での就職希望 北方 40.2％（前年度：35.5％/921人） 
ひびきの 43.1％（2023年度新規実施） 

 

２ キャリアセンターにて実施するイベントへの参加状況や実際の就職状況について分析を行い、その結果

に基づき、次年度に「BtoB企業研究セミナー」及び「コミュニケーション能力向上セミナー」を新規で実

施するとともに、「地元企業見学バスツアー」を拡充することとした。 

 

【地元企業に関するアンケート調査の実施】 

１ 北九州市に本社・本店、支店等を置く企業における本学学生の就職実態や企業が求める期待度を把握す

るとともに、地元就職者数を増やすための施策立案や今後の地元企業と学生との交流事業等をはじめとし

た各種イベントの企画・推進において活用するため、地元企業に関するアンケート調査を実施した。 

＜地元企業に関するアンケート調査概要＞ 

調査対象：北九州市に本社・本店、支店等を有する常時雇用従業員が50人以上在籍する北九州商工会議所

会員企業（1,083社） 

回収数：388票  回収率：35.7％ 

調査内容 選択肢 回答結果 
-北九州市立大学卒業生の在籍率  59.3％ 
-北九州市立大学学生の強み 「地域に定着してくれそう」 41.2％ 

「優秀な人材が多い」 26.5％ 
「地元のことを良く知っている（行動習慣など）」 20.6％ 

-地域限定社員制度について 「ある」 30.4％ 
「ない」 66.8％ 

-地域限定社員制度を採用 
している理由 

「地域密着を事業方針としているから」 50.0％ 
「地元で生活している人の知識や経験を 
活かしたいから」 

40.4％ 

-地元就職率を高めるために 
必要な大学の取組 

北九州市内企業が参加できる合同企業説明会の 
開催回数拡大 

44.2％ 

-事業所の採用意向が高い専門分野 「経済・経営学」 32.6％ 
「データサイエンス（DX含）」 31.5％ 

 

 

Ⅲ ●地元企業と情報交換し、連携が取れてい

る。説明会やセミナー実施においても対面

やメタバースといった学生ニーズに沿っ

た支援を実施することにより、地元就職率

が向上しているなどの点は、評価できる。 

 

●同窓生を活用した地元企業と学生のマッ

チングなども必要と思われる。 

 

●引き続き、さらに高い就職率を目指すため

に、継続的な支援と新たな取り組みがなさ

れることを期待する。 
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【地元企業・産業界との情報交換や連携】 

１ 北九州商工会議所や北九州市が主催する就職情報交換会に参加した。 

 

＜就職情報交換会 実施状況＞ 
主催 イベント名 実施日 実施内容 参加者等 

北九州商工会議所 会員企業と大学等との 
就職情報交換会 

9月13日 学校ごとにブースを設け、 
地元企業がブースへ訪問。 
採用に関する情報を交換 
（10分/回×15回×2ブース） 

企業67社 
大学26校 

北九州市 令和5年度企業と大学等 
との情報交換会 

1月24日 学校ごとにブースを設け、 
地元企業がブースへ訪問。 
採用に関する情報を交換 
（8分/回×17回×2ブース） 

企業80社 
大学39校 

 

【企業説明会やセミナー等の各種就職支援の実施】 

１ 2024年卒の学生向けに、地元企業を中心とした対面による「学内合同企業説明会(選考付き）」を開催し

た。（5月17日・6月7日・8月8日開催） 

 

２ 2025年以降卒の学生向けの取組として、地元就職希望者を対象としたインターンシップ合同説明会を実

施した。同イベントは従来後期に実施していたが、就職活動の早期化に対応し、今年度は前期に実施した。 

 

３ 例年実施しているグループ企業研究セミナー、地元企業の若手社員との交流会に加え、性格診断、地元

企業見学、バスツアー、メタバース合同企業研究会、地元企業採用担当者による講座を新規で実施した。

また、学内合同企業説明会を追加実施した。 

 

 

＜地元企業ガイダンス等＞ 

地元企業ガ
イダンス 

学内合同企業説
明会 
(選考付き） 

・概要：地元企業を中心とした選考付きの 
合同企業説明会（対面開催） 
（5月17日、6月7日、8月8日開催） 

・参加企業計：25社（選考実施：10社） 
・参加学生計：36名（選考参加：15名） 

＜新規＞ 
メタバース合同
企業研究会 

・概要：メタバース空間を活用して実施する 
九州発となる合同企業研究会（12月13日開催） 

・参加企業：11社 
・参加学生：19名 

北九大生のため
のインターンシ
ップ等学内合同
説明会2023 

・概要：夏季に行うインターンシップの内容に 
関する学内合同説明会（5月13日開催） 

・参加企業：25社 
・参加学生：161名 

＜拡充＞ 
学内合同企業研
究会 

・概要：学部1～3年生・大学院1年生を対象と 
した学内合同企業研究会（2月9日開催） 

・参加企業：18社 
・参加学生：36名 

セミナー・
講座 

グループ企業研
究セミナー（対
面） 

・概要：北九州市が誘致した市内IT企業、地元 
大手企業(日本製鉄㈱・㈱TOTO）等による 
企業研究セミナー（10月31日、11月1日、 
11月14日、11月15日開催） 

・参加企業計：22社 
・参加学生計：80名 

＜新規＞ 
性格診断！自分
発見セミナー 

・概要：長所短所や価値観等、自己理解を深め、 
グループワークを通して楽しみながら 
行う講座（10月25日開催） 

・参加学生：16名 
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＜新規＞ 
エントリーシー
ト・面接・グル
ープディスカッ
ション突破講座 

・概要：地元企業の採用担当者による採用試験を 
突破するためのテクニック・心構え等に 
関する講座 
（1月10日、1月17日、1月24日開催） 

・参加企業：7社 
・参加学生計：48名 

各種 
イベント等 

学生とキャリア
サポーターの交
流会 

・概要：地元企業の若手社員が学生の相談役 
（キャリアサポーター）となり、交流会を 
実施（7月19日、12月6日開催） 

～7月19日開催分～ 
・参加企業（社員数）：22社（31名） 
・参加学生：14名 
～12月6日開催分～ 
・参加企業（社員数）：19社（23名） 
・内定者数：7名 
・参加学生数：11名 

＜新規＞ 
地元企業見学バ
スツアー 

・概要：学生が企業を訪問し、優れた技術・サービス 
などを現場で感じ、北九州市で働くイメージを 
強くもってもらうことを目指したバスツアー 
（11月8日、11月22日、12月8日開催） 

・訪問企業計：9社 
・参加学生計：29名 

＜新規＞ 
九州電力による
出前授業 

・概要：九州電力グループによるエネルギー・環境問題 
に関する出前授業（2月7日開催） 

・参加学生：3名 
 

【地元インターンシップの実施】 

１ 地元就職を推進するため、地元企業を中心とした「学内合同企業説明会」の回数を増やして実施したほ

か、地元企業中心の「北九大生のためのインターンシップ合同説明会」、「グループ企業研究セミナー」

等の就活イベントを実施した。 

 

２ 地元就職を促進するため、地元インターンシップを開催した。 

 

＜地元インターンシップ参加者数＞ 

 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 
参加者数  334名 134名 396名 404名 396名 
受入企業数 99社 61社 159社 204社 177社 

 

【本学の地元就職の状況】 

１ 地元インターンシップや地元企業ガイダンス等の取組を推進するとともに、地元就職を希望する学生に

対して地元企業を紹介・斡旋するなどきめ細やかな支援を行い、2023年度卒業者の市内就職者数は220名

（前年度224名）、市内就職率は20.5％（前年度20.0％）と、前年度に比べ0.5ポイント増加した。主な業

種では情報通信業及び教員・学習支援業で計15名増加する一方、商業及びサービス業で計18名減少する結

果となった。企業団体数の合計は2022年度と同数の137社であった。また、地元就職者数のうち出身地が北

九州市の学生は46.3％であった。 

 

（本学の地元就職率） 

 2016 
年度 

2017 
年度 

2018 
年度 

2019 
年度 

2020 
年度 

2021 
年度 

2022 
年度 

2023 
年度 

北九州市内 
就職者数 

203名 233名 251名 221名 192名 221名 224名 220名 

北九州市内 
就職率 

19.4％ 21.4％ 22.0％ 19.5％ 18.4％ 20.1％ 20.0％ 20.5％ 
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【29】  
② シビックプライドの醸

成 
 

基盤教育における地域科

目や、文学部における市内

の文化施設等をフィール

ドとした科目の開講、地域

共生教育センターにおけ

る地域活動等を引き続き

実施し、地域におけるステ

ークホルダーの協力を得

ながら、学生のシビックプ

ライドの醸成を図る。 

【29】 

② シビックプライドの醸

成 
 

学生のシビックプライドの

醸成を図るため、基盤教育

センター及び地域戦略研究

所は、地域で活躍する行政

担当者や企業の実務家等を

招聘し、地域科目を開講す

る。文学部において、文化

資源の発見や継承、活用等

に向けた基本的な手法や考

え方について学ぶ演習科目

「地域文化資源演習」につ

いて、引き続き、市内の文

化施設との連携の下で開講

する。加えて、地域共生教

育センターは学生の地域貢

献活動を推進するため、事

前のオリエンテーションか

ら実践活動、成果発表、振

り返り研修までオンライン

等を活用して実施し、これ

ら学生一人ひとりを成長に

導くプログラムを通じて、

北九州市へのシビックプラ

イドを醸成する。 

Ⅲ 【基盤教育における地域科目等の実施】 

１ 2023年度は地域科目を12科目開講し、市役所担当部局の職員、地元企業経営者、NPO職員等、延べ107名

（前年度92名）を講師として招聘し、実務家の知見から講義を行った。（地域科目開講状況の詳細は№3参

照） 

 

２ 基盤教育センターひびきの分室が提供する科目において、地域企業の経営者や技術者を招聘し授業を行

った。 

 

＜ひびきの分室の取組状況＞ 

 ・「経営入門」で「北九州革新的価値創造研究会」から8名の地域企業経営者を招聘するとともに、その会

社へ訪問調査を実施 

・「技術のための倫理」で地域企業6社から技術者を招聘して、技術者の仕事に関する特別授業を実施 

・「企業研究」で11月24日から12月22日までの4日間に渡り地域企業20社を招聘して、特別授業を実施 

 

３ 2025年度より開始する新カリキュラムにおける地域科目として、以下の15科目を開講することを決定し

た。 

＜地域科目一覧＞ 

「地域の社会と経済」 「地域の文化と歴史」 「地域の達人」 「地域のにぎわいづくり」 

「地域と国際」 「地域防災への招待」 「北九州市の都市政策」 「まちづくりの仕事」 

「働き方の未来 

（企業研究と自己分析）」 
「地域福祉論」 「地域と多様性」 「市民社会と地域」 

「経営入門」 「地域特講A」 「地域特講B」  
 

【文学部における市内の文化施設等をフィールドとした科目の開講】 

１ 2023年度は、松本清張記念館、漫画ミュージアム、平和のまちミュージアムの3つの市内文化施設と連携

し、「地域文化資源演習」を開講した。（受講者3名） 

 

２ 本授業では、市内の文化施設を見学し、文化施設 を紹介するポスター等をグループで作成した。施設見

学やポスター等作成の際にあたっては、「博物館実習Ⅱ」（文化施設における実習）の受講生によるサポ

ートを行った。また、授業内でグループ発表を行うとともに、学内に設置されている市内文化施設情報掲

示コーナーにポスター等を掲示し、情報を発信した。 

 

３ 次年度の訪問先として3施設（ゼンリンミュージアム、MOGA、平和のまちミュージアム）を選定し、各施

設に依頼を行い、内諾を得た。 

 

【地域共生教育センターにおける地域活動】 

１ 地域共生教育センターは、学生の地域貢献活動を推進するとともに、学生プロジェクト向けの各種研修

プログラムを開催した。各種研究プログラムは各活動の充実と学生メンバー同士のチームワーク向上を図

るため、対面開催を原則として実施した。 

 

２ 4月17日から4月28日にかけて、平日2限・昼休み・3限に、新メンバーの獲得と新入生の悩み相談を受け

るため、全プロジェクトでローテーションを組んで「PJブース説明会」を実施した。 

 

３ 1年間の方向性を明確にするため、アイスブレイクやグループワークの手法を活用した「前期スタートア

ップ研修」を開催した。（5月20日開催 169名参加） 

 

４ 「学生運営スタッフ交流会」を開催し、教職員との連携や全プロジェクトの意識啓発等の重要な役割を

担う学生運営スタッフのチームワーク強化をスポーツによる交流を通じて行った。（6月24日開催 30参

加） 

Ⅲ ●講義・カリキュラムの充実、特に地域活動

や研修プログラムを通じて、学生が地域社

会に貢献する意識を持つようになってい

る点は評価できる。 

 

●自治体、地域への理解や関心がさらに深ま

ったと思われる。 

 

●今後は地域住民や学生のフィードバック

を丁寧に収集し、プログラムの改善に活用

するなど、引き続きの努力を期待する。 
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５ 地域共生教育センターの各プロジェクトが1年間の活動内容や成果等を発表し、コンテスト形式で表彰を

行う「地域活動発表会」を開催した。同発表会には、学生や教職員の学内構成員のみならず、行政や市内

企業等のステークホルダーも参加した。 
 

＜研修プログラム＞ 
実施内容 実施日 参加者数 

前期スタートアップ研修 5月20日 169名 
学生運営スタッフ交流会 6月24日 30名 
パソコン講座 7月10日、19日、21日 3回合計15名 
前期振り返り・後期スタートアップ研修 10月14日 66名 
マナー講座 10月14日 66名 
地域活動発表会 1月21日 229名 

  

【シビックプライドの醸成】 

１ 地域活動や上記研修プログラム等をとおして、北九州市へのシビックプライドを醸成した。 

プロジェクト参加学生に実施した「シビックプライドに関するアンケート調査」において、「北九州市

の課題解決に貢献したい」と回答した学生の割合は下記のとおり。 

 

＜シビックプライドの醸成＞ 

 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 

アンケート結果 83.4％ 93.4％ 91.7％ 95.8％ 95.5％ 
 

 

５ 大学間の連携の推進 

中期計画 年度計画 
進行 

状況 
実施状況 評価 評価理由及び意見 

【30】 

① 大学間連携の推進 
 

北九州学術研究都市内の

大学間連携をはじめ、大学

コンソーシアム関門等の

単位互換制度など複数の

大学等との教育研究の連

携は、ＤＸの進展によるオ

ンラインの活用や教育研

究設備の共用など、各大学

が有するリソースを活用

し、より充実したものとす

る。また、産業界や市とも

連携を深化し、研究や技術

開発分野の連携のほか、教

育分野においても社会で

活躍できるキャリア意識

【30】 

① 大学間連携の推進 

 

大学間連携の推進を図るた

め、北九州市及び下関市の

５大学で構成する大学コン

ソーシアム関門において、

共同授業を開講し、単位互

換を実施するとともに、国

際環境工学研究科におい

て、北九州学術研究都市内

の大学連携や医歯工連携の

単位互換、国際環境工学部

においては、北九州工業高

等専門学校との単位互換を

実施する。特に、医歯工連

携、北九州高専の単位互換

科目については、オンライ

Ⅲ 【北九州学術研究都市内の大学間連携の推進】 

１ 国際環境工学研究科では、北九州学術研究都市にキャンパスを有する工学系3大学院（本学、九州工業大

学、早稲田大学）において、引き続き連携大学院（カーロボAI連携大学院）を推進し、単位互換を実施し

た。 

 

＜2023年度実績＞ 

プログラム修了者数：12名（前年度10名） 
 

２ 就業高齢者を支援する人材を育成することを目的とした「ものづくり人材育成のための医歯工連携教育

プログラム」において、九州歯科大学や産業医科大学等、北九州市内の医療系大学と連携し単位互換を実

施した。 

 

＜2023年度実績＞ 

プログラム修了者数：20名（前年度15名） 

 

【北九州工業高等専門学校との連携】 

１ 2022年度より開始した本学と北九州高等専門学校との間の単位互換制度に基づき、単位互換を実施した。 

 

Ⅲ ●経済、産業界や市との連携がとれ人材育成

においても躍進を遂げている。科学施設と

の教育連携も推進出来ており評価できる。 

 

●計画にそって北九州学術研究都市内の大

学間連携や大学コンソーシアム関門の取

組が進められている。 
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の高い人材育成に取り組

む。これら大学間等の連携

は、その枠組みの再構築も

視野に進める。大学等連携

推進法人制度などの活用

は、市との連携の下、先行

している他大学の調査な

どにより、そのメリット・

デメリットを明確にした

うえで、その連携のあり方

や仕組みを検討し、制度活

用の可否を判断のうえ、連

携を推進する。 

ン授業を積極的に行う。ま

た、研究や技術開発分野に

おける産業界や市との連携

のほか、北九州市の協力を

得ながら、洋上風力などの

再生可能エネルギー関連企

業を始めとした地元企業へ

のインターンシップや博物

館・科学館等の科学施設と

の教育連携などを推進す

る。加えて、地域連携プラ

ットフォームや大学等連携

推進法人制度等の連携のあ

り方等について、産業界や

市と連携を図りながら、他

大学の事例に関する調査を

行う。 

＜北九州高専提供科目＞ 

 ・科目名：バイオエネルギー 

  受講者：7名 

  単位互換：6名 

 

＜本学提供科目＞ 

 ・科目名：未来を創る環境技術 

  受講者：12名 

  単位互換：10名 

 ・科目名：地域防災への招待 

  受講者：4名 

  単位互換：2名 

 

２ 北九州工業高等専門学校との連携プログラムについては、PARKS(Platformfor All Regions of Kyushu & 

Okinawa for Startup-ecosystem)が2023年度に採択されたJST（日本科学技術振興機構）の事業「EDGE-

PRIMEInitiative」において、「ものづくり体験教室＆起業家マインド育成講座」（8月22日開催 高専生1

名参加）、「未来のモビリティ事業を創造しよう！」（9月30日開催 高専生5名参加）を実施した。 

 

【大学コンソーシアム関門の実施状況】 

１ 北九州市及び下関市の5大学で構成する大学コンソーシアム関門では、対面による共同授業を6科目実施

した。（うち2科目は本学提供科目） 

 

 ＜本学提供科目＞ 

 ・科目名：北九州・下関地域の魅力ある企業団体を学ぶ 

  実施期間：8月21日～24日 

  申込者数：25名（本学17名、他大学8名） 

 ・科目名：経営入門 

  実施期間：8月28日～9月1日 

  申込者数：1名（他大学1名） 

※本学の学生29名が通常開講科目として受講 

 

＜他大学提供科目＞ 

 ・関門の自然環境とそのエネルギー（九州共立大学） 

 ・関門地域論（下関市立大学） 

・課題解決演習～デザイン思考による課題解決～（西日本工業大学） 

 ・地域課題研究（九州国際大学） 

  

２ 次年度に向け、コンソーシアム運営委員会及び理事会を開催し、活動計画等について協議した。 

 

 

【研究や技術開発分野における産業界や市との連携、教育分野におけるキャリア意識の高い人材の育成】 

１ 研究や技術開発分野における産業界や市との連携を下記のとおり推進した。 

 

＜産業界や市との連携状況＞ 

イベント名 概要 開催日 参加者数 

北九州洋上風力キャンプxSDGs 
（大学向け洋上風力発電研修） 

洋上風力に関する講義、企業見学、 

洋上風車の見学、グループワーク 

などを実施 

8 月 27 日 

～9 月 1日 

29 名 
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洋上風力に係る企業インターンシッ
プ 

SDGs ビジネスゲームを用いた仮想 

ビジネスプラン策定と風力発電用等 

増減速機等の製造の職場体験を実施 

8 月 17 名 

～8 月 23 日 

1 年生 3名 

3 年生 5名 

企業特別体験会 北九州地域の企業を中心として、 

工場見学等のツアーを実施 
2 月 20 日 

～2 月 29 日 

15 名 

市内企業工場見学会(バスツアー) 北九州市、市商工会議所と協力し、 

機械システム工学科 3年生による 

市内企業工場見学会(バスツアー)を 

実施 

9 月 27 日 

～9 月 29 日 

各日約 30名 

 

２ 北九州市立自然史・歴史博物館との協力体制を構築するために、化石標本を対象とした研究へ協力を開

始した。また、同博物館の協力のもと、市民公開イベントや国際会議の開催を計画した。 

 

３ 科学館「スペースLABO」において、大学研究成果の展示や「わくわくサイエンスフェスタ」の開催協力

を行った。 

 

【大学等連携推進法人制度などの活用に関する連携のあり方や仕組みに関する調査の実施】 

１ 地域連携プラットフォームや大学等連携推進法人制度等の連携のあり方等について検討を進めるため、

先行事例にあたる「めぶく。プラットフォーム前橋」について、調査を行った。調査では、前橋市役所を

訪問し、プラットフォーム設立の経緯や運営体制、取組内容等について、聞き取りを行った。 
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【分野別評価】 

 

 

Ⅳ 管理運営等 

 

 

 

 

 

 

 

 

５段階評価 

A 

●理事長と学長がそれぞれ経営審議会と教育研究審議会を開催し、役員会での審議を通じて内部統制を機能させている。学内外からのフィードバックを基にした改善活動や学長と現場の学部及び

学科長との意見交換会が開催されるなど、透明性と効率性の向上が図られ評価できる。今後も内部監査や監事の参加などにより、業務の監視を十分に機能させ、内部統制に取り組んでいただき

たい。 

 

●大学広報の充実に向けた取組は、ウェブサイトや SNS を活用した情報発信の強化や広報資料の充実など、受験生や地域社会・企業との連携を深めるための広報活動が積極的に行われ、一定の成

果を上げている。今後は、全体的な広報戦略の一貫性や効果測定などの面での努力を期待したい。 

 

●財務基盤の確立と外部資金の獲得については、目標を上回る成果を収めており、持続可能な大学運営に大きく寄与し評価できる。引き続き、学内競争的資金制度の活用や人材育成を意識したチ

ーム編成などにより、外部資金獲得力の更なる向上に取り組まれたい。 

 

●教員や事務職員へのコンプライアンス、業務効率化、サービス向上などを目的とした各種研修は確実に行われており、オンライン授業やクラウドによる管理システムの導入など教育システムや

業務プロセスのデジタル化にも一定の成果が見られる。効果的なガバナンスに重要となる職員の人材育成、リスキリングによる職員のデジタルスキルの向上と新技術導入に対する抵抗感の軽

減、事務部門への DX 導入と働き方改革、教職員の多様性の向上など組織体制の強化にも力を入れていただきたい。 

 

１ 業務運営の改善及び効率化 

中期計画 年度計画 
進行 

状況 
実施状況 評価 評価理由及び意見 

【31】  
① ガバナンス体制の確立 
 

自立的な運営体制の確立

に向けて、理事長は経営審

議会を、学長（副理事長）

は教育研究審議会を開催

する。加えて理事長は、経

営サイドと教学サイドの

双方が委員として参画し

教育研究・経営双方の重要

事項について審議する役

員会を年間通して開催し、

法人の内部統制を機能さ

せる。経営審議会、役員会

には監事を参加させ、業務

の執行状況、意思決定過程

を監視する。こうした理事

長、学長のリーダーシップ

を補佐するため、常勤理事

等で組織する執行部調整

会議や組織人事委員会、予

算方針会議等を開催し、ガ

バナンス体制を補強する。

また、校務をつかさどる学

長は、学部等との意見交換

や、必要に応じて学部等か

ら意見を聴くなど、円滑な

組織運営に努める。こうし

【31】 

① ガバナンス体制の確立 

 

自立的な運営を行うため、

理事長は経営審議会を、学

長は教育研究審議会を開催

する。加えて、法人の内部

統制を機能させるため、理

事長は教育研究と経営双方

の重要事項について審議す

る役員会を開催する。経営

審議会と役員会には、業務

の執行状況、意思決定過程

を監視するために監事が参

加する。また、理事長と学

長のガバナンス体制を補強

し、予算・人事・組織編制等

において、教育・研究・社会

貢献活動を効果的に機能さ

せる戦略的な資源配分を行

うため、執行部調整会議や

組織人事委員会、予算方針

会議等を開催する。加えて、

学長は教員と年度計画や自

己点検・評価結果などの情

報共有を行い、執行部と教

員が意見交換を行う機会を

設ける。また、学長は適宜、

各部局等からの意見を聴

Ⅲ 【役員会、経営審議会、教育研究審議会の開催】 

１ 自立的な運営を行うため、理事長は経営審議会を、学長は教育研究審議会を開催した。また、法人の内

部統制を機能させるため、役員会及び経営審議会を監事参加のもとで開催した。 
 

＜各種会議開催実績＞ 

・役員会：9 回 

・経営審議会：5回 

・教育研究審議会：23回 
 

【執行部調整会議、組織人事委員会、予算方針会議の開催】 

１ 予算・人事・組織編制等において、教育・研究・社会貢献活動を効果的に機能させる戦略的な資源配分

を行うため、大学執行部調整会議や組織人事委員会、予算方針会議等を開催した。 
 

＜大学執行部調整会議＞ 
教育研究審議会の審議内容やその他大学運営における重要事項を協議（24回開催） 

（主な内容） 

・学長と学部等との意見交換について 

・学部・学科等の入学定員（案）について 

・地方独立法人法改正に伴う中期計画への指標の追加について 

・カリキュラム再編方針（案）について 

・教員公募情報登録における記載事項について 等 

 

＜組織人事委員会＞ 

全学的観点から教職員の組織再編、ポスト管理、幹部教員の業績評価など組織・ 

人事に関する事項を審議（9回開催） 

（主な内容） 

・非常勤講師の雇用契約の更新について 

・新学部設置に伴う教員ポストの異動について 

・教員の異動について 

・社会システム研究科博士前期課程東アジア専攻の学生募集停止について 等 

 

Ⅲ ●理事長と学長がそれぞれ経営審議会と教

育研究審議会を開催し、役員会での審議を

通じて内部統制を機能させている。また学

長と現場の責任者の間での意見交換がし

っかり行われている点は評価できる。しか

し、監事の参加による業務の監視を十分に

機能させ、さらなる内部統制に取り組んで

いただきたい。 

 

●具体的な成果に現れるよう、教育研究と経

営のバランスを取るため、今後も取り組ん

でいただきたい。 
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た体制の下で、予算・人事・

組織編制等において、教

育・研究・社会貢献活動を

効果的に機能させるため

の戦略的な資源配分を行

う。 

き、円滑な組織運営に努め

る。 

 

＜予算方針会議＞ 

予算における重点項目事業等を選定し、予算案を決定（4回開催） 

（主な内容） 

・2023年度 第1回補正予算案について 

・2024年度 当初予算編成について、重点項目予算について、経営改善の取り組みについて 

・2023年度 第2回補正予算案について 

・2023年度 第3回補正予算案について 

・2024年度 当初予算案について 

 

（2024年度当初予算 重点項目事業） 

・人事給与関連事務のシステム化 

・新学部開設事業 

・第４期中期計画推進事業（次世代チャレンジプログラム推進事業） 

・魅力発信企画広報事業 

・研究支援事業（研究不正防止の強化） 

・ビジネススクール環境基盤整備事業 

・国際環境工学部教育活動推進事業 等（合計19事業） 

 

【学長と学部等との意見交換会の開催】 

１ 学長と各学部等が直接意見交換する場として、「学長と学部等との意見交換会※」を開催した。 

※学部・学群、研究科、基盤教育センター、付属施設の教授会、運営会議等が対象 
 

＜開催状況＞ 

日時 部 局 名 

7 月 26日 

外国語学部 

基盤教育センター（北方） 

社会システム研究科 

マネジメント研究科 

地域戦略研究所 

国際教育交流センター 

地域共生教育センター 

情報総合センター 

8月 2日 
経済学部 

地域創生学群 

8 月 30日 
法学部 

文学部       

9 月 21日 

国際環境工学部 

環境技術研究所 

基盤教育センター（ひびきの分室） 

 

２ 学長と各学科長が直接意見交換する場として、順次、意見交換会を実施した。 

＜開催状況＞ 

キャンパス 日時 部 局 名 役職 

北方 5 月 12 日 地域創生学群 地域創生学類長 

5 月 16 日 

経済学部 経済学科長 

外国語学部 
国際関係学科長 

英米学科長 

文学部 
比較文化学科長 

人間関係学科長 
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5 月 17 日 

外国語学部 中国学科長 

経済学部 経営情報学科長 

法学部 
法律学科長 

政策科学科長 

5 月 31 日 基盤教育センター 
副センター長（教養教育担当） 

副センター長（語学教育担当） 

ひびきの 
4 月 6日 国際環境工学部 

建築デザイン学科長 

環境生命工学科長 

4 月 20 日 国際環境工学部 情報システム工学科長 

4 月 26 日 

環境技術研究所 環境技術研究所長 

国際環境工学部 
エネルギー循環化学科長 

教務委員長 

5 月 11 日 国際環境工学部 

入試委員長 

入試副委員長 

機会システム工学科長 

国際交流委員長 

広報委員長 

学生・就職支援委員長 

【32】 

② 大学広報の充実 

 

大学の認知度及びプレゼ

ンス向上に向けて、受験

生、その保護者、産業界、

行政などのステークホル

ダーに対する大学広報を

充実する。また、本学の果

たす役割や機能をミッシ

ョンとして位置づけ、自ら

の強み、特徴である「地域」

「環境」「世界（地球）」

の３つのキーワードに沿

って「ビジョンブック」を

まとめるなど、学内外に積

極的に情報発信する。創立

８０周年を迎える令和８

（２０２６）年度には、記

念式典のほか、各種イベン

トを開催し、広くＰＲす

る。 

【32】 

② 大学広報の充実 

 

大学の認知度及びプレゼン

ス向上に向けて、新聞や大

学ホームページ、ＳＮＳ公

式アカウント等を活用し、

大学の活動を広く社会に発

信する。また、本学の果た

す役割や機能をミッション

として位置づけ、自らの強

み、特徴である「地域」「環

境」「世界（地球）」の３つ

のキーワードに沿って「ビ

ジョンブック」を作成し、

受験生、その保護者、産業

界、行政などのステークホ

ルダーに対して発信する。 

Ⅲ 【大学広報の充実】 

１ イベントや入試の告知等を含めた大学広報として、新聞広告（毎日新聞・朝日新聞）を掲出するととも

に、本学ウェブサイトにおいて、トップ画面バナーを活用した各種イベント告知等を行い、情報を積極的

に発信した。 

 

２ 福岡、大分、熊本、鹿児島、広島、山口における地方ガイダンスの周知を含め、大学広報を目的として

交通広告（駅）の掲出を行った。 

 

３ 広報力を強化するため、大学公式SNS(X（旧Twitter）、Instagram、Facebook)に掲載する情報を学内か

ら広く収集し、高校生を始め地域の方々にも広く本学の情報を発信した。 

（3月31日現在のフォロワー数：X（旧Twitter） 2,158名、Instagram 2,162名、Facebook 1,656名） 

 

４ 学生主体で大学広報のブランディング活動を行う「認知度向上プロジェクト」を立上げ、活動を行うと

ともに、同プロジェクト専用ウェブサイトの制作を開始した。 

 

５ 本学の魅力を実感できる動画を新たに制作し、受験生にとって認知から関心に変わる情報発信を行った。 

 

６ 学報「青嵐」を県内外の高等学校長や本学関係者及び関係行政、経済団体等に配布し、本学の最新情報

の提供や魅力発信を行った。 

 

７ 学生の地域活動や教員の研究開発に係る受賞実績、就活に関する各種イベント企画、研究開発の業績、

本学卒業生の就職状況等、報道機関に対して積極的にニュースリリースを行った。（件数：32件） 

 

【「ビジョンブック」の作成】 

１ ステークホルダーに向けた大学認知度およびプレゼンスの強化を目指し、3つのキーワードを示すビジョ

ンブックを作成し、ホームページで公開した。 
 

 

 

 

 

Ⅲ ●大学広報の充実に向けた取り組みは一定

の成果を上げていると思われる。具体的に

は、新聞広告、交通広告、ウェブサイトや

SNSなど多角的なアプローチを活用した情

報発信の強化や、広報資料の充実が見られ

る。 

 

●全体的な広報戦略の一貫性や効果測定の

面で課題が残っており、さらなる改善に期

待する。 

 

●今後は、これらの広報活動が具体的にどの

ような成果を上げたか、受験生やステーク

ホルダーの反応を評価する仕組みを整備

することが望まれる。 
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【33】 

③ 事務職員の能力向上 

 

事務職員としての汎用能

力の向上とあわせて大学

職員としての専門性の向

上を図るため、職員の適性

を考慮した異動を行いつ

つ、ＯＪＴによる能力向上

を行う。併せて、能力向上

のための講義型研修やグ

ループ研修を企画・実施す

る。さらにプロパー職員主

体の大学運営に向けて、経

営的資質を有する職員、戦

略的に企画立案し、その実

現に向けて学内・学外との

折衝・調整等ができる職員

を育成する。 

【33】 

③ 事務職員の能力向上 

 

事務職員の意欲と能力を高

め、専門性の高い業務を推

進する能力等を育成するた

め、人材育成に係る基本方

針を作成し、職員の適性を

考慮した異動を行いつつ、

ＯＪＴ研修のほか、集合研

修等の各種研修に加え、公

立大学協会が実施する研修

会への派遣等を行う。 

Ⅲ 【事務職員の能力向上に係る取組】 

１  人材育成基本方針の作成に向けて、同方針の対象となるプロパー職員との意見交換会等を実施した。 

・2月19日 プロパー係長及び勤続10年以上のプロパー職員意見聴取 

・3月15日 勤続5年以上（主査以下）のプロパー職員意見交換会 

・3月18日 プロパー係長意見交換会 

 

２ 事務職員対象の研修を下表のとおり実施した。 

 

＜研修実績＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学内研修 

プロパー職員新採研修（4月/5名） 

危機管理研修（1～2月/214名※アンケート回答数） 

ダイバーシティ研修（10月/465名） 

個人情報保護管理研修（10月～12月/583名） 

安全衛生講習会（11月/171名） ※教員含む 

学生支援のための教職員研修会（1月/68名） 

人権・ハラスメント研修（3月/410名※アンケート回答数） 

採用2年次3年次研修 （12月～2月/8名） 

公大協等 

外部機関が 

実施する研修 

公立大学に関する基礎研修（4月/5名） 

公立大学職員セミナー（8月/1名） 

公立大学法人会計セミナー（8～3月/5名） 

Ⅲ ●事務職員の能力向上に向けたOJT研修や集

合研修、公立大学協会の研修会への派遣な

ど、計画通りの研修が実施されている。プ

ロパー職員の意見交換会も行われており、

意欲向上の取り組みが評価できる。 

 

●引き続き、研修の質と実効性の評価を行

い、さらなる改善を図ることを期待する。 

 

●今後は、大学事務のＤＸ化にも取り組んで

ほしい。 

 

●一部の職員に対するＯＪＴの効果が十分

に発揮されていないことや、事務職員能力

を高める内容を増やすなど研修内容の継

続的な見直しが必要である。 
 

【34】 

④ 施設・設備の整備 

 

保有資産を最大限に活用

するため、土地、建物の使

用状況を定期的に点検す

るとともに、施設・設備の

使用状況や老朽化の状況

を踏まえ、長期修繕計画等

に基づき、全学的なマネジ

メントによる戦略的な整

備・供用を推進する。 

【34】 

④ 施設・設備の整備 

 

建築基準法に基づく定期点

検を実施し、施設や設備の

老朽化を正しく把握すると

ともに、北方キャンパスで

は、長期修繕計画に基づき、

本館特大教室（A-101教室）

の照明のＬＥＤ化、本館外

壁の補修を実施する。この

ほか、厚生会館の空調設備

の改修に着手する。ひびき

のキャンパスでは、長期修

繕計画に基づき、Ｓ棟屋外

排気ダクト、Ｓ棟設備用鉄

骨フレーム、スクラバーの

改修を実施する。このほか、

ひびきの教員宿舎の長期修

繕計画を新たに作成する。 

Ⅲ 【土地、建物の使用状況の定期的な点検】 

１ 建築基準法に沿った定期点検（建築設備定期検査、防火設備定期検査、昇降機定期検査）を実施し、施設や設備の

老朽化を正しく把握した。 

 

２ 消防用設備点検において指摘を受けた二酸化炭素消化器の噴霧範囲について是正の工事を行った。 

（北方キャンパス） 

 

３ 建築物調査において、キャンパス敷地内に溢れる雨水の処理について、新たに排水管を整備した。 

（北方キャンパス） 

 

【「長期修繕計画」に基づいた改修】 

１ 北方キャンパスの老朽化した施設・設備について、「長期修繕計画」に基づき、北九州市施設整備補助

金を活用して、下記のとおり改修を行った。 

 

＜老朽化施設・設備の改修実績（着手含む）＞ 

・A-101教室LED化（一部翌年度繰越） 

・本館C棟外壁等改修 

・本館D棟（南面）外壁等改修（翌年度繰越） 

・本館E棟6階トイレ改修 

・4号館1～4階空調設備更新（一部翌年度繰越） 

・本館B棟E棟エレベーター改修 

・C棟屋上防水工事 

・厚生会館空調設備更新 

・屋外給排水管改修  

 

２ ひびきのキャンパスの老朽化した施設・設備について、「長期修繕計画」に基づき、S棟屋外排気ダクト、

S棟設備用鉄骨フレーム及びスクラバーの改修を実施した。 

  また、下記のとおり実験機器の更新等を行った。 

Ⅲ ●概ね計画どおり進捗しており、今後は、老

朽化した設備の改修だけでなく、新たな設

備投資や環境に配慮した設備更新を進め

ることで、より持続可能なキャンパスの実

現を期待する。 

 

●特定の施設の改修が遅れていることや、長

期修繕計画の更新が必要な箇所が残って

いる。 
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＜老朽化施設・設備の改修実績（着手含む）＞ 

・先端環境分析機器 

・産業用レーザー加工装置 

・空調性能試験室の熱源 

・卓上走査性顕微鏡 等 

 

３ ひびきの教員宿舎の長期修繕計画については、業者と連携の上、現況の調査から外壁改修・防水改修・

内部改修・電気設備改修・機械設備改修の項目に分け、改修・修繕の必要箇所を整理し、計画案を修正し

た。 

【35】 

⑤ 省エネキャンパスの実

現 

 

温室効果ガスの排出削減

のため、ペーパーレス化の

推進、照明のＬＥＤ化、電

力供給契約における再生

可能エネルギーの使用率

の拡大、プラスチック廃棄

物の削減等を推進する。併

せて、学生や教職員の意識

啓発を行い、リサイクル、

リユース物品の使用、クー

ルビズ、ウォームビズを励

行する。 

【35】 

⑤ 省エネキャンパスの実

現 

 

温室効果ガスの排出削減の

ため、北方キャンパスにお

いて、本館特大教室（A-101

教室）のＬＥＤ化を行う。

ひびきのキャンパスにおい

ては、効率的なＬＥＤ化に

向けて、キャンパス内の照

明施設の状況を調査する。 

さらに、電力や水道等のエ

ネルギー使用料、廃棄物処

理量等を管理し、教職員に

対し、その数値を公開する。

併せて、ペーパーレス化の

推進、リサイクル、リユー

ス物品の使用、クールビズ、

ウォームビズ等について、

学内ポータルサイトのイン

フォメーション等で学生や

教職員の意識啓発を行う。 

Ⅲ 【ペーパーレス化・LED化の推進】 

１ 教育研究審議会や事務局連絡会議等の会議資料及び駐車場許可申請等の手続き書類において、ペーパー

レス化を行った。 

 

２ 会議のペーパーレス化に対応できるようノートパソコンの購入を推奨する通知を行った。 

 

３ 北方キャンパスにおいて、本館特大教室（A-101教室）のLED化工事を行った。 

  (北方キャンパスLED化率 2022年度 23.8% → 2023年度 24.5%） 

 

【キャンパスの環境負荷の見える化の推進】 

１ 北方キャンパスにおいて、光熱水費や廃棄物量等の経年変化グラフをビジュアル化したポスターを作成

し、キャンパス内の掲示板やデジタルサイネージで掲出・公開した。 

 

２ ひびきのキャンパスでは、電気・ガス・水道の使用料等の経年変化について、2ヶ月に1度の頻度で国際

環境工学部常任委員会に報告し、キャンパスの環境負荷の見える化を促進した。（№26参照） 

 

【リサイクル、リユース物品の使用、クールビズ、ウォームビズを励行】 

１ 防災センターにおいて、学内のリユース物品を活用した。 

 

２ クールビズ、ウォームビズについて、学内ポータルサイトのインフォメーション等で周知し、学生や教

職員の意識啓発を行った。 

 

 ＜クールビズ・ウォームビズの実施状況＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組 内容 期間 

クールビズ 
・室温28℃設定 
・服装の軽装化 

4月10日～10月31日 

ウォームビズ 
・室温20℃設定 
・暖かい服装 

11月1日～3月31日 

Ⅲ ●省エネキャンパスの実現に向けたペーパ

ーレス化、照明のLED化、再生可能エネルギ

ーの利用拡大などの取り組みがなされて

いる。 

 

●温室効果ガスの削減に向けた取組（ペーパ

ーレス化、照明のLED化など）は評価でき

る。特に学生や教職員への意識啓発活動が

功を奏し、実際のエネルギー使用量削減に

繋がっている。ただし、今後再生可能エネ

ルギーの使用拡大や具体的な成果・効果の

測定、エネルギー使用量の公開、意識啓発

活動の強化などについては、さらなる進展

を期待する。 
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【36】 

⑥ ＤＸ等の推進 

 

遠隔授業、キャンパス連携

授業、オンライン会議など

にも充分対応できる高速

で信頼性の高いネットワ

ークを構築する。また、こ

れまでの業務の改善を行

い、計画的に業務の効率化

やデジタル技術の活用を

進め、時代に対応したキャ

ンパスを構築する。 

【36】 

⑥ ＤＸ等の推進 

 

既設のネットワークスイッ

チ(中継通信機器)を高速タ

イプに切り替えるととも

に、その改修計画を作成す

る。また、学生のパソコン

必携化を導入するほか、財

務会計システムについて、

インボイス制度等の制度改

正に対応したものとするた

め、必要な改修等を行う。 

Ⅲ 【高速で信頼性の高いネットワークの構築】 

１ ひびきのキャンパスの既設のネットワークスイッチ(中継通信機器)について、改修計画を作成し高速タ

イプへの切り替えを行った。 

    

・2023年度実績 

   ひびきの フロアーSW更新（3月、20台) 

 

２ 北方キャンパスにおいて、無線LAN機器の交換・設置等を行った。 

＜無線LAN機器の交換・設置状況＞ 

交換・設置 場所 

新規追加 

・本館 E-302、E-303、E-313、E-314 
・3号館 3-110 
・4号館 4-101、4-201、4-204、4-205、4-301、4-401 

新機種への交換 
・図書館 
・本館B教室全て 

 

３ 現状の北方建屋内の末端配線(ネットワークケーブル）の性能調査を実施した。 

（通信速度1Gbps以上を確認） 

 

【学生のノートパソコン必携化の導入】 

１ 授業や履修登録、レポートの作成・提出、教員・大学からの連絡等でパソコンを活用していることから、

2023年4月より学生のノートパソコン必携化を導入した。また、ノートパソコンに必要な機能や推奨スペッ

クについても、予め周知した。 

 

２ 学生へのサポート窓口の設置や、パソコンの貸与、ノートパソコン充電専用ロッカーの設置（北方：4か

所、ひびきの：2か所（1か所につき20台充電可能））等により、ノートパソコン必携化に伴う支援を行っ

た。 

 

【財務会計システムの改修】 

１ インボイス制度に対応するため、財務会計システムの改修を行った。 

Ⅲ ●教育システムや業務プロセスのデジタル

化に一定の進展が見られる。例えば、オン

ライン授業の実施やクラウドベースの管

理システムの導入などが挙げられる。今

後、全職員のデジタルスキルの向上や、新

技術の導入に対する抵抗感の軽減など、さ

らなる取組が必要である。 

 

●DX推進のためのネットワーク機器の高速

化や学生のノートパソコン必携化、財務会

計システムの改修も行われており、業務効

率化が図られている。 

 

●今後は、これらの取組が具体的にどのよう

な効果をもたらしたかの評価が行われる

ことを期待する。 

【37】 

⑦ 情報セキュリティ体制

の確保 

 

情報セキュリティレベル

向上のため、情報資産への

アクセスの制御等の技術

的なセキュリティ対策を

講じる。また、デジタル化

の進展に伴い、令和４（２

０２２）年度に見直しを行

った情報セキュリティ対

策にかかるポリシー等の

下、その運用の強化充実に

取り組む。なかでも、情報

セキュリティの確保に係

る研修は毎年度確実に実

施し、教職員の受講を徹底

する。 

【37】 

⑦ 情報セキュリティ体制

の確保 

 

セキュリティ対策を充実で

きるＡＶＤ環境※の拡大に

ついて検討する。また、令

和４（２０２２）年度に見

直した情報セキュリティポ

リシー及び情報セキュリテ

ィポリシーガイドラインの

周知を行い、必要に応じて

見直しを行う。加えて、情

報セキュリティ研修を実施

し、教職員の受講を徹底す

る。 

 

※ AVD（Azure Virtual 

Desktop）とは、ユーザのPC

Ⅲ 【情報資産へのアクセスの制御等の技術的なセキュリティ対策の導入】 

１ 4月から運用を開始した新学務システム(LCU)の利用者（事務職員208名）にAVD※環境を提供した。AVD環

境から情報を持ち出せない仕組みを作り、セキュリティ強化の準備を完了した。（2024年度に運用開始予

定） 

※Azure Virtual Desktopの略で、クラウド上で実行される仮想化サービスのこと 

 

【情報セキュリティの確保、研修の実施】 

１ 6月までの新入職員全員（62名）に対面にて「情報セキュリティ研修(新入職員向け)」を実施した。 

（6月27日～29日） 

 

２ 7月以降の新入職員全員については、各課で情報セキュリティ教育を実施した。（6名） 

 

３ 専任教員（対象260名）を対象に「標的型攻撃から身を守る」ことを目的とした「情報セキュリティ研修

（専任教員向け）」を実施した。（3月21日、240名参加） 

 

４ 情報セキュリティポリシー及び同ガイドラインについて、大学ホームページや、職職員・学生ポータル、

学生便覧に掲載し、周知を行った。 

Ⅲ ●情報セキュリティ体制の確保に向けた取

り組みは一定の成果を上げている。特に、

情報セキュリティポリシーの策定や定期

的な研修の実施、セキュリティインシデン

ト対応マニュアルの整備など評価できる。

また、セキュリティ監査を実施し、脆弱性

の評価と対策を行っている。 

 

●情報セキュリティ体制の確保に向けたAVD

環境の導入や情報セキュリティ研修の実

施が計画通り進められている。 

 

●今後は、研修の内容や受講率の向上を図

り、全教職員のセキュリティ意識をさらに

高めることを期待する。 

 

●全職員のセキュリティ意識の徹底や、新た

な脅威に対する迅速な対応が求められる。 

 



56 
 

環境をクラウドサーバで稼

働させる仮想デスクトップ

サービス。これにより、重

要データのコピーや印刷な

ど持ち出しを制限すること

ができるようになり、情報

漏洩などに対するセキュリ

ティ向上が期待できる 

 

２ 財務内容の改善 

中期計画 年度計画 
進行 

状況 
実施状況 評価 評価理由及び意見 

【38】  
① 財務基盤の確立 
 

安定的な財務基盤を確立

させるため、外部資金の継

続的な獲得を目指すとと

もに、寄附金や産業界から

積極的な資金の受入を進

め、保有資産を積極的に活

用するなど、財源の多元化

を進めることで、自主財源

の確保に取り組む。併せ

て、目指す機能強化の方向

性を見据え、その機能を最

大限に発揮するため、学内

の資産配分の最適化を進

める。 

【38】  
① 財務基盤の確立 
 

寄附金や産業界から積極的

な資金の受入を進めるとと

もに、保有施設の利用によ

る使用料等及び計測分析セ

ンター等の利用に係る利用

料等のほか、社会人向けに

開講しているi-Designコミ

ュニティカレッジや市民向

け公開講座等の開講による

講習料など多様な財源を確

保する。併せて、学長のリ

ーダーシップのもと、予算

方針会議を実施し、重点項

目及び経営改善項目を選定

し、戦略的な予算編成を行

う。 

Ⅲ 【保有資産の積極的な活用】 

１ 自主財源を確保するため、北方キャンパスでは、教室や体育館、グラウンド等の使用料やi-Designコミ

ュニティカレッジ、公開講座の講習料等を適正に徴収した。 

 

２ 学内壁面の広告看板収入の契約を3社（西日本シティ銀行、福岡ひびき信用金庫、日鉄高炉セメント）と

行ったほか、飲料水自動販売機における販売手数料を徴収した。 

 

３ 学内に設置したデジタルサイネージを活用して広告を放映し、広告事業者（代理店）から使用料及び広

告料を徴収した。 

 ＜デジタルサイネージ設置場所＞ 
 ・厚生会館1階 カフェテリア食堂 
 ・本館地下1階 パーラー 
 ・本館1階 エントランスホール 

 

４ ひびきのキャンパスでは、計測・分析センターや留学生会館1階テナント区画などの利用料を適正に徴収

した。 

 

＜自主財源の確保状況＞ 

キャンパス 項目 金額 

北方キャンパス 

教室使用料・目的外光熱費・ 
青嵐グラウンド使用料等 

12,423千円 

i-Designコミュニティカレッジ授業料収入 4,029千円 
公開講座講習料収入 2,440千円 
学内壁面の広告看板収入 1,220千円 
デジタルサイネージ使用料・広告料収入 658千円 
自動販売機における販売手数料等 5,135千円 

ひびきのキャンパス 
計測・分析センター利用料 1,888千円 
留学生会館1階テナント区画使用料 1,802千円 
自動販売機における販売手数料等 2,133千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ ●企業の広告看板やデジタルサイネージを

活用した広告収入は、多角的な財源確保、

安定的な外部資金の獲得として非常に効

果的であり評価できる。 

 

●今後も、財源の多元化をさらに進め、持続

可能な財務基盤の強化を図ることを期待

する。 
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【学内の資産配分の最適化の推進】 

１ 予算方針会議を実施し、重点項目及び経営改善項目を選定し、戦略的な予算編成を行った。 

 

＜予算方針会議＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

予算における重点項目事業等を選定し、予算案を決定（4回開催） 

（主な内容） 

・2023年度 第1回補正予算案について 

・2024年度 当初予算編成について、重点項目予算について、経営改善の取り組みについて 

・2023年度 第2回補正予算案について 

・2023年度 第3回補正予算案について 

・2024年度 当初予算案について 

 

（2024年度当初予算 重点項目事業） 

・人事給与関連事務のシステム化 

・新学部開設事業 

・第４期中期計画推進事業（次世代チャレンジプログラム推進事業） 

・魅力発信企画広報事業 

・研究支援事業（研究不正防止の強化） 

・ビジネススクール環境基盤整備事業 

・国際環境工学部教育活動推進事業 等（合計19事業） 

【39】 

② 外部資金の獲得 

 

外部資金の獲得に向けて

積極的に取り組み、外部研

究資金等６億円以上の獲

得を目指す。ＵＲＡ※体制

やインセンティブの見直

しなど制度面の整備を行

うとともに、研究成果等の

知的財産を関係機関や企

業等へ積極的に発信する

等、戦略的に取り組む。 

 

※ University Research 

Administrator の略。研究

者の研究活動活性化のた

めの環境整備及び大学等

の研究開発マネジメント

強化等に向け大学で研究

マネジメントを行う人材

のこと 

【39】 

② 外部資金の獲得 

 

外部資金の獲得に向けて、

科研費獲得向上プロジェク

トを実施するほか、ＵＲＡ
※による外部研究資金申請

のフォローアップを充実す

るとともに、企業からの技

術相談に対する学術コンサ

ルティング制度を新たに構

築する。また、教員評価等

を活用した研究業績のイン

センティブ制度を新たに検

討し、制度設計を進める。

加えて、研究成果等の発信

のため、研究者情報データ

ベースを引き続き公開する

とともに、環境技術研究所

ビジョン2023の策定及び同

研究所機関誌「環境『創』」

の刷新を行い、企業等へ広

く配布するほか、研究シー

ズのＰＲのあり方について

検討し、大学ホームページ

Ⅳ 【各キャンパスにおける外部資金獲得のための取組】 

１ 科学研究費補助金等の採択率を向上させる取組みとして、引き続き「科研費獲得向上プロジェクト」を

実施し、研修会や申請書の添削指導等、研究支援を行った。（No.23参照） 

 

＜科研費獲得向上プロジェクト実施状況＞  

 ・申請書添削：15名(北方 11名、ひびきの 4名) 
  ※うち、若手研究に申請した教員 5名 
 ・オンデマンドによる講演会(研修会6～9月実施) 
 

２ ひびきのキャンパスでは、リサーチ・アドミニストレーター（URA）による研究支援に取り組んだ。また、

外部資金申請のフォローアップの充実を目的に、研究活動支援に係る組織間協定をFAIS（公益財団法人北

九州産業学術推進機構）と締結した。 

 

３ 学内競争的資金である「環境技術研究所 研究プロジェクト」をひびきのキャンパスにおいて実施した。 

 

＜環境技術研究所 研究プロジェクト実施状況＞ 
プロジェクト名 申請件数 採択件数 交付金額 

重点研究推進支援PJ 3件 3件 13,458千円 
ステップアップ支援PJ 3件 3件 2,150千円 
スタートアップ支援PJ(若手枠) 8件 6件 4,391千円 
連携支援PJ 3件 2件 3,250千円 

 

【学術コンサルティング制度の構築】 

１ 企業からの技術相談に対して学術コンサルティング制度の構築に関する協議を行い、2024年度の運用開

始に向けた手続きを進めた。 

 

Ⅳ 

 
 

●補助金等の採択率向上のための様々な取

組と努力により外部資金の獲得が目標を

大きく上回っていることは評価できる。一

方で2023年度の獲得実績は減少している

ことは今後の課題ともとれる。 

 

●安定的な財務基盤の確立を図るため、URA

による研究支援への取組やインセンティ

ブ制度の運用についても北方・ひびきの両

キャンパスにおける実施状況は非常に評

価できる。 

 

●教員への外部資金の獲得へのモチベーシ

ョンのアップは、北方キャンパスにおいて

大きな成果を挙げている。一方、ひびきの

キャンパスの科学研究などの基本的な外

部資金獲得力の向上がそれほどでもなく、

今後の対策が必要と思われる。 

 

●特に文部科学省のリカレント事業やFAIS

の新規事業への採択により、補助金収入が

増加している。今後も、外部資金獲得に向

けた積極的な取り組みを継続し、研究活動

の活性化を図ることを期待する。 
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やデータベース等を活用し

て発信を行う。 

［外部研究資金等６億円以

上の獲得］ 

 

※ University Research 

Administratorの略称。研究

者の研究活動活性化のため

の環境整備及び大学等の研

究開発マネジメント強化等

に向け大学で研究マネジメ

ントを行う人材のこと 

 

【インセンティブ制度の運用】 

１ 北方キャンパスにおいて、科研費が不採択であったが、教員評価の審査結果が「Ａ」であった教員に教

員研究費を増額した。（対象人数：8名 1人当たり200千円増額） 

また、引き続き、教員評価が「Ｓ」評価等であった教員に教員研究費を増額配分した。(対象人数：44名 

1人当たり100千円増額) 

 

２ ひびきのキャンパスでは、外部資金獲得に係る意識向上を図るため、教員評価で使用する業績等調書に

中期計画への貢献度に関する項目を追加し、昇任選考に係るインセンティブ制度を新たに設計した。 

 

【外部資金の獲得状況】 

１ 2023年度の外部資金実績は下記のとおりである。 

 2023年度は、文部科学省のリカレント事業（everiPro産業ＤＸリスキングプログラム及びeveriGo WEB系プ

ログラマ・DX人材育成プログラム）を補助事業（2022年度は受託事業）として受け入れたため、受託事業

収入が減少し、補助金収入が増加した。また、公益財団法人北九州産業学術推進機構（FAIS）の新規事業

に4件採択されたことも補助金収入の増加に寄与した。 

 
＜外部資金実績＞                       ※各数値千円未満四捨五入 

内訳 

2018 
年度 

2019 
年度 

2020 
年度 

2021 
年度 

2022 
年度 

2023 
年度 

金額 
（件数） 

金額 
（件数） 

金額 
（件数） 

金額 
（件数） 

金額 
（件数） 

金額 
（件数） 

受託研究収入 195,534 
   千円 
( 29件) 

226,080 
   千円 
( 34件) 

203,088 
   千円 
( 29件) 

251,194 
   千円 

（ 31件） 

170,825 
   千円 
（ 21件） 

174,192 
   千円 
（ 28件） 

共同研究収入 125,710 
   千円 
( 52件) 

152,275 
   千円 
( 51件) 

139,425 
   千円 
( 50件) 

126,700 
   千円 

（ 44件） 

145,429 
   千円 
（ 53件） 

154,244 
   千円 
（ 50件） 

寄附金収入  35,716 
   千円 
( 63件) 

 37,405 
   千円 
( 67件) 

 24,324 
   千円 
( 39件) 

 26,929 
   千円 

（ 55件） 

 27,428 
   千円 
（ 46件） 

 37,482 
   千円 
（ 53件） 

受託事業収入  72,987 
   千円 
( 22件) 

 79,092 
   千円 
( 22件) 

 15,126 
   千円 
(  9件) 

 64,867 
   千円 

（ 22件） 

 112,525 
   千円 
（ 18件） 

 42,789 
   千円 
（ 20件） 

補助金収入 162,722 
   千円 
( 20件) 

132,400 
   千円 
( 21件) 

 92,216 
   千円 
( 18件) 

111,116 
   千円 

（ 21件） 

66,731 
   千円 
（ 25件） 

115,361 
   千円 
（ 25件） 

科学研究費 
補助金等 

140,195 
   千円 
(134件) 

146,488 
   千円 
(116件) 

197,405 
   千円 
(135件) 

169,267 
   千円 

（127件） 

220,118 
   千円 
（155件） 

182,010 
   千円 
（149件） 

合計 
732,864 
   千円 
(320件) 

773,741 
   千円 
(311件) 

671,585 
   千円 
(280件) 

750,072 
   千円 

（300件） 

743,056 
   千円 
（318件） 

706,078 
   千円 
（325件） 

 

【研究成果等の積極的な情報発信】 

１ 研究成果等の発信のため、研究者情報データベースを引き続き公開した。 

 

２ ひびきのキャンパスでは、環境技術研究所ビジョン2023を策定するとともに、研究シーズ等のPRについ

ては、環境技術研究所の機関誌である環境「創」について、知財活用や産学連携活性化を強化するために、

該当箇所の内容更新を行った。 

また、環境技術研究所の情報発信力強化とホームページ活用促進に向け、ホームページシステムの再構

築や、環境「創」による効率的な情報発信と共同研究増加や本学所有特許の活用を目指して、配布先の見
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直しを行った。 

 

＜Ⅳ評価とする理由＞ 

  2023年度は、文部科学省のリカレント事業（everiPro産業DXリスキングプログラム及びeveriGo WEB系プ

ログラマ・DX人材育成プログラム）や公益財団法人北九州産業学術推進機構（FAIS）の新規事業への採択

により、多くの補助金を獲得した。実績額は約7億円と数値目標の6億円を大きく上回ったため、Ⅳ評価と

する。 
 

 

 

３ 自己点検・評価、情報提供等 

中期計画 年度計画 
進行 

状況 
実施状況 評価 評価理由及び意見 

【40】 

① ＰＤＣＡサイクルによ

る内部質保証の推進 

 

学内外から収集・整理した

エビデンスデータに基づ

いた本学の諸活動におけ

る自己点検・評価を実施す

る。その評価結果に加え、

公立大学法人北九州市立

大学評価委員会の評価結

果及び認証評価の結果を

各部局にフィードバック

し、ＰＤＣＡサイクルのも

と教育研究の質向上、教育

組織の編成、大学運営の改

善に反映させる。 

【40】 

① ＰＤＣＡサイクルによ

る内部質保証の推進 

 

教学に関するＩＲデータ

等、各種エビデンスデータ

に基づく自己点検・評価を

行い、教育研究を含む諸活

動の質の向上を図る内部質

保証を推進する。また、第

３期中期計画（６年間）の

自己点検・評価、公立大学

法人北九州市立大学評価委

員会の評価結果を大学運営

の改善に生かすとともに、

教育研究審議会等で各部局

への周知を図り、教育改善

等に反映させるほか、令和

４（２０２２）年度に受審

した認証評価の結果を各部

局にフィードバックし、認

証評価を通じて明らかにな

った課題について改善に向

けた取組みを行う。 

Ⅲ 【内部質保証におけるPDCAサイクル】 

１ 教育研究活動等の質を維持・向上するため、引き続き、教育改革推進室の教学IR推進部門から提供され

る教学IRデータ等を活用して、教員、組織及び全学の各階層において、2022年度部局活動計画に基づく点

検・評価（レビュー）を実施した。 

 

２ 内部質保証の一環として、新型コロナウイルス感染症に係る「2022年度新型コロナウイルス対応活動計

画」に基づく点検を併せて実施した。 

 

３ 点検・評価の結果、改善が望まれる事項については内部質保証推進室からのコメントとして各部局にフ

ィードバックし、改善を促した。 

 

＜本学の内部質保証活動＞ 

 ・2022年度部局活動計画に基づき、各部局において2021年度の活動状況を点検し、内部質保証推進室に報

告 

 ・各部局から報告された活動状況を内部質保証推進室で点検し、その結果を各部局にフィードバック 

 ・内部質保証推進室からの指摘事項を踏まえ、各部局において取組等に反映 

 

４ 内部質保証における自己点検・評価について、PDCAサイクルによる成果が明確となるよう、2024 年度に

実施する2023 年度の取組に対する自己点検・評価の方法を一部変更することを決定した。 

 

＜主な変更点＞ 

 ・「部局活動計画」の廃止と「自己点検・評価シート」の作成 

 ・モニタリングとプログラム・レビューの時期の設定（カリキュラム再編と認証評価の時期を踏まえて実

施） 

 ・改善状況の見える化（改善指示を受けた事項について、その取組状況を申告） 

 ・責任の明確化（内部質保証推進室長（学長）を最高責任者、内部質保証推進室員（副学長、事務局長）

をそれぞれ統括責 

任者と位置付け、その権限をこれまで以上に明確化し、部局による改善を促進） 

 

 

 

Ⅲ ●ＰＤＣＡサイクルによる内部質保証の推

進が効果的に行われ、学内外から収集・整

理されたエビデンスに基づいた自己点検・

評価が実施された点は素晴らしく、各部局

から報告された活動状況を点検、フィード

バックしＰＤＣＡサイクルのもと教育研

究の質向上、大学運営の改善に寄与したこ

とは評価できる。 

 

●今後は、改善指示を受けた事項の取組状況

の見える化や、内部質保証推進室の責任と

権限の明確化を通じて、さらに効果的な内

部質保証体制の構築を期待する。 
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【中期計画（年度計画）及び認証評価に係るPDCAサイクル】 

１ 第3期中期計画（6年間）に係る法人評価及び機関別認証評価の結果をそれぞれ、教育研究審議会におい

て報告し、各部局に周知した。 

 

２ 法人評価及び認証評価で明らかになった課題については、2022年度部局活動計画に基づく点検において、

各部局の対応状況に関する報告を求め、その改善状況について、内部質保証推進室にて把握を行った。 

【41】 

② 積極的な情報の公表 

 

ウェブサイト、ＳＮＳや市

政だよりのほか、報道機関

など多様な媒体を活用し、

大学の魅力や教育研究の

取組、地域貢献活動などを

積極的に情報発信する。 

【41】 

② 積極的な情報の公表 

 

大学の魅力や教育研究の取

組、地域貢献活動などにつ

いて、大学ホームページや

学報「青嵐」、ＳＮＳ公式ア

カウント、市政だより等の

広報媒体の活用、及び報道

機関への積極的な情報提供

を行い、タイムリーかつ効

果的な情報発信を行う。 

Ⅲ 【多様な媒体を活用した積極的な情報発信】 

１ 学生の地域活動や教員の研究開発に係る受賞実績、就活に関する各種イベント企画、研究開発の業績、

本学卒業生の就職状況等、報道機関に対して積極的にニュースリリースを行った。（件数：32件）（№32

参照） 

 

２ 広報力を強化するため、大学公式SNS(X（旧Twitter）、Instagram、Facebook)に掲載する情報を学内か

ら広く収集し、高校生を始め地域の方々にも広く本学の情報を発信した。（№32参照） 

 

３ 学報「青嵐」を県内外の高等学校長や本学関係者及び関係行政、経済団体等に配布し、本学の最新情報

の提供や魅力発信を行った。 

 

４ 特別講演、学園祭、公開講座等について、市政だよりへの掲載依頼を行い、継続的に情報発信を行った。

（39件） 

 

５ 「受験生応援サイト」の更新を行い、入試関連や教員紹介の追加等、情報の充実を図った。また、一般

選抜入試の志願促進のため、リクルートの進学サイト「スタディサプリ」の会員や模試受験者（進研模試）

にWebDMの配信を行った。 

Ⅲ ●大学ホームページやSNS、学報誌、市政だよ

りなど多様な媒体を活用し、大学の魅力や

教育研究の取り組み、地域貢献活動などの

情報発信が積極的に行われ、情報提供が強

化されている。 

 

●今後は、情報発信の具体的な効果や反響を

評価する仕組みの構築と導入を期待する。 

 

４ その他業務運営（１）危機管理及び法令順守の徹底 

中期計画 年度計画 
進行 

状況 
実施状況 評価 評価理由及び意見 

【42】  
① 危機管理体制の強化 
 

自然災害や新たな感染症

の発生、情報漏えいやサイ

バー攻撃、学生の留学や教

員の渡航中の事件・事故、

受入留学生の異文化適応

などにおけるリスクに対

応するため、外部機関を含

めた関係者間での連絡体

制など、危機管理体制を確

保する。また、リスクに対

する注意喚起及び危機発

生時における適切な対応

について、研修等を通し

て、学生・教職員への周知

を徹底する。危機発生時に

は、学長をトップとする緊

急対策本部の下に、被害及

び影響を最小限に抑える

【42】  
① 危機管理体制の強化 
 

危機発生時等に迅速に対応

できるよう、連絡網の更新

等を行い、関係者間の連絡

体制を引き続き確保する。

また、学生に対しては、入

学時オリエンテーションや

学生生活安全講習会におい

て、リスクに対する注意喚

起や相談窓口の周知を行う

とともに、「安全・安心ハン

ドブック」の配布を実施し、

教職員に対しては、危機発

生時に適切に対処できるよ

う、事故・災害等を想定し

た研修を実施する。加えて、

危機発生時には、緊急対策

本部会議を開催し、危機管

理マニュアルに基づき、事

Ⅲ 【危機管理体制の確保と研修等の実施】 

１ 危機発生時等に迅速に対応できるよう「教職員の動員計画に基づく緊急連絡網」を更新し、関係者間の

連絡体制を引き続き確保した。 

 

２ 防災意識の向上及び非常時における防災体制の円滑な運用を徹底するため、小倉南消防署指導のもと、

教職員・学生合同で防災訓練を実施した。(12月6日実施 約130名参加）防災訓練実施後は振り返りを行い、

参加者の意見等を集約の上、次回の訓練の計画や実施方法について改善策を検討した。 

 

３ 近年増加している「自然災害」に対する「防災」について、教職員の防災意識の高揚及び防災対応能力

の向上を図るため、教職員を対象とした、eラーニングによる研修を実施した。（受講期間：1月22日～2月

16日 214名受講） 

 

４ 10月に教職員対象の「個人情報保護管理研修」を実施した。（必修研修） 

（受講期間：10月25日～12月28日 教員312名、事務職員271名受講） 

 

【学生に対する注意喚起】 

１ 新入生に対して、入学時オリエンテーションにおいて、危機発生時の対応についてまとめた「安全・安

心ハンドブック」、学生の健康面や安全、マナー等についてまとめた「新入生へのメッセージ」を配布し、

様々なリスクに対する注意喚起と相談窓口の周知を行った。 

 

 

Ⅲ ●自然災害や新たな感染症の発生、情報漏洩

やサイバー攻撃、学生の留学や教員の渡航

中の事件・事故、受入留学生の異文化適応

な度におけるリスクに対応するため、外部

機関を含めた関係者間での連絡体制など、

危機管理体制を確保したことは高く評価

できる。 

 

●今後も、継続的な研修と体制の見直しを行

い、柔軟かつ迅速な対応ができるようにす

ることを期待する。 

 

●「(電子版）安全・安心ハンドブック」を作

成して大学HPに掲載し、学生が危機発生時

の対応をすぐに確認できるような体制を

整えたことは大変有用であり評価できる。 
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ために迅速かつ適切な対

応がとれるよう、危機管理

マニュアルに基づき、柔軟

に対応する。 

態に即した対応を行う。 ２ 学生向けに「(電子版）安全・安心ハンドブック」を制作した。大学ホームページに掲載し、本学学生が

場所・時間問わず確認できるようにした。 

 

３ 学生に特に注意喚起したい内容として、下記のとおり学生生活安全講習会を開催した。 

 

＜学生生活安全講習会＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キャンパス テーマ 開催日 講師 参加者数 

北方キャンパス 「違法薬物の健康被害と 

乱用防止について」 
12 月 13 日  九州厚生局 

麻薬取締部 

捜査第二課長 

中川しおり氏 

50 名 

ひびきのキャンパス 「薬物乱用防止について」 12 月 20 日 九州厚生局 

麻薬取締部 

小倉分室長 

藤井 広志 氏 

14 名 

【43】 

② 研究不正防止の取組 

 

最高管理責任者である学

長のリーダーシップのも

と、統括管理責任者と部局

長等で構成された不正防

止計画推進会議がコンプ

ライアンス研修や啓発活

動等を実施するなど全学

的な研究不正防止に取り

組む。また、監事及び監査

法人と連携し、過去の研究

費不正や監査結果などを

参考に効果的な監査を実

施するとともに、毎年度の

監査結果を反映するなど、

研究不正防止計画や体制

に関するＰＤＣＡサイク

ルを確立する。研究不正防

止、研究費不正防止のため

のコンプライアンス研修

は、毎年度確実に実施し、

受講を徹底する 

【43】 

② 研究不正防止の取組 

 

不正防止計画推進会議は、

全学的な研究活動不正及び

研究費不正の防止に向け

て、これらに関わる全ての

教職員を対象として定期的

なコンプライアンス研修を

実施するとともに、受講を

徹底するほか、啓発活動の

内容について、インフォメ

ーションへの掲載や教授会

等を通じて周知し、不正防

止対策の理解や意識を高め

る。また、監事や監査法人

との意見交換、過去の研究

活動不正、研究費不正、監

査結果などを踏まえて内部

監査実施計画の見直し、並

びに研究不正防止計画の策

定及び見直しを行うととも

に、監査体制強化に向けて、

外部の専門家を採用する。 

Ⅲ 【コンプライアンス研修や啓発活動等の実施】 

１ 研究活動不正及び研究費不正の防止に向けて、啓発活動資料「公的研究費の適正な執行に向けて」をイ

ンフォメーションに掲載するとともに、各教員に対しメール配信を行った。 

＜啓発活動実施状況＞ 

 ・第1回 6月29日実施 

・第2回 9月27日実施 

・第3回 12月27日実施 

・第4回 3月29日実施 

 

２ 2023年度の研究不正防止研修は、これまで以上に不正防止に向けた意識の向上と浸透を図るため、民間

の専門機関に委託して研修資料と説明動画（75分）を作成し、対象者の受講を徹底した。研修においては、

理解度を確認するためのテストを実施し、10問中9問以上正答するまで繰り返し回答することを求め、「受

講修了証」をコンプライアンス推進責任者（学部長等）へ提出することで受講確認を行った。 

＜研究不正防止研修実施状況＞ 

 ・受講期間：9月27日～12月1日 

 ・対象者数：324名（原則として研究者番号又は本学が管理する公的研究費を取り扱う教職員） 

 ・受講者数：324名 

 

【過去の研究費不正や監査結果などを参考にした効果的な監査の実施】 

１ 外部有識者を採用することで、監査体制の強化を行い、公的研究費内部監査や研究不正防止に係る啓発

活動等を実施した。 

 

２ 2022年度の立替払いのうち、対象とした費目の中で、「摘要」（書籍名等）の記載内容が同一・類似の

会計帳票を抽出し、会計帳票の調査を実施した。 

＜立替払い調査状況＞ 

キャンパス 立替会計帳票総件数 抽出した書類調査対象件数 

北方キャンパス 1,075 件 7 名（10 組 25 件） 

ひびきのキャンパス 905 件 5 名（6 組 14 件） 

合計 1,980 件 12 名（16組、39 件） 

 

 

Ⅲ ●不正防止に向けて各教員へのメール配信

や、専門機関による資料と動画作成は、対

策への理解・知識を高めるために非常に有

効である。また過去の研究費不正や監査結

果を参考にした内部監査の実施、外部有識

者を採用することによって監査体制の強

化と不正防止に係る啓発活動等の実施は

評価できる。 

 

●今後は、研修の継続的な改善と不正防止対

策の効果測定を行い、さらなる意識向上と

不正防止体制の強化を期待する。 

 

●定期的な啓発活動に加えて研修不正防止

研修において理解度テストを実施するこ

とで、より不正防止の効果が期待できる。

また、対象者全員が受講しており、大学全

体として不正防止に取組んでいることが

伺える。 

 

●今後も監事と連携して内部監査の強化や

不正防止に取組んで頂きたい。 
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【研究不正防止計画の実施と策定】 

１ 2023年度研究不正防止計画に基づき、下記のとおり取り組んだ。 

＜研究不正防止研修＞ 
・コンプライアンス責任者・研究倫理教育責任者に対する研修（9月） 
・研究不正防止研修（9～12月） 

教員：9月27日～12月1日 279人受講完了 
事務職員：10月19日～12月1日 45人受講完了 

 ・新規採用教員に対する研究不正防止研修、研究倫理研修：研究倫理研修プログラム「eL CoRE（エルコ
ア）」の受講（9人受講） 

＜研究不正防止の取組＞ 
・啓発活動（年4回実施）：公的研究費の適正な執行に関する啓発チラシの学内イントラへの掲載及び各教
員への配布等 

・不正防止計画推進会議の開催（年4回） 
・備品等セルフチェックの実施(12月1日調査完了) 
 併せて、貸出中の物品の管理状況調査を実施 
・公的研究費内部監査（備品等現物確認調査）の実施（6月28日～6月30日実施、対象：40人 79品） 
・公的研究費内部監査（書面監査・備品等現物確認調査・リスクアプローチ監査）の実施（12月14日～12
月22日実施） 

・公的研究費執行状況調査の実施（11月21日～1月31日） 

 

２ 監事との意見交換を経て、2024年度研究不正防止計画を策定した。 

【44】 

③ ＳＤ※の充実 

 

情報セキュリティや研究

不正防止等に関する研修

のほか、法令遵守や人権・

ハラスメントの問題につ

いても、教職員（役員等を

含む）が正しく理解し、確

実に機能するよう、研修等

により徹底した周知を行

うとともに、本学のビジョ

ンや大学に関する法制度

の改正内容に関する研修、

大学のあり方等に関する

教職協働での勉強会や検

討会などを実施する 

 

※ Staff Development の

略称、大学の管理運営や教

育・研究等に関わる教職員

に必要な知識及び技能を

習得させ、並びにその能力

及び資質を向上させるた

めの研修の機会を設ける

などの取組のこと 

【44】 

③ ＳＤ※の充実 

 

人材育成に係る基本方針の

下、能力向上に向けた各種

研修を実施するほか、情報

セキュリティや研究不正防

止等に関する研修に加え、

コンプライアンス研修や人

権ハラスメント研修等、教

職員の規範意識を高めるた

めの研修を実施する。 

 

※ Staff Development の

略称、大学の管理運営や教

育・研究等に関わる教職員

に必要な知識及び技能を習

得させ、並びにその能力及

び資質を向上させるための

研修の機会を設けるなどの

取組のこと 

Ⅲ 【教職員向け研修の実施】 

１ 新入職員全員に対し「情報セキュリティ研修(新入職員向け)」を実施した。（6月27日～29日実施 62名

参加） 

 また、「個人情報保護管理研修」の一環として「情報セキュリティ対策」について研修を実施した。（受

講期間：10月25日～12月28日）（№37参照） 

 

２ 研究活動不正及び研究費不正の防止に向けて、「研究不正防止研修」を実施した。（№43参照） 

教員：9月27日～12月1日 279人受講完了 

事務職員：10月19日～12月1日 45人受講完了 

 

３ 3月に教職員対象の「人権・ハラスメント研修」を実施した。（必修研修） 

＜人権・ハラスメント研修 概要＞ 
・テーマ：大学におけるハラスメントの防止について 
・講師：九州大学ハラスメント対策推進室相談員（学術研究員） 

七田 千穂 氏（臨床心理士・公認心理師） 

 

４ 10月に教職員対象の「ダイバーシティ研修」を実施した。（必修研修） 

＜ダイバーシティ研修 概要＞ 
・テーマ：無意識のバイアスについて 
・講師：裏出 令子 氏 （京都大学 名誉教授） 
・受講者数（教員：226名、職員：239名） 

 

５ 10月に教職員対象の「個人情報保護管理研修」を実施した。（必修研修） 

  （受講期間：10月25日～12月28日 教員312名、事務職員271名受講）（No42再掲） 
 
 
 
 

Ⅲ ●SDの充実、向上のために、基礎的な研修か

ら専門的な研修まで幅広くカバーされて

いることは評価できる。 

 

●今後は、研修の効果を測定し、教職員の能

力向上や意識改革への寄与等について評

価する仕組みづくりにも取り組んでいた

だきたい。 
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６ 11月に北方キャンパスの教職員対象の「安全衛生講習会」を実施した。 

＜安全衛生講習会 概要＞ 
・テーマ：メンタルヘルス対策 
・講 師：本学産業医 溝上 峻 氏 

 

７ 1月に様々な支援を必要としている学生に対する理解促進と、学生の個性や特性に応じた対応が行うた

め、「教職員向け研修会」を実施した。（№13参照） 

＜教職員向け研修会 概要＞ 
・テーマ：合理的配慮の基本的な考え方とその対応について 
・講師：大阪大学 キャンパスライフ健康支援・相談センター 

准教授 望月直人先生 
 

８ その他、事務職員対象の研修を下表のとおり実施した。（№33再掲） 

＜研修実績＞ 

学内研修 

プロパー職員新採研修（4月/5名） 

危機管理研修（1～2月/214名※アンケート回答数） 

安全衛生講習会（11月/171名） ※教員含む 

ダイバーシティ研修（10月/465名） 

個人情報保護管理研修（10月～12月/583名） 

学生支援のための教職員研修会（1月/68名） 

人権・ハラスメント研修（3月/410名※アンケート回答数） 

採用2年次3年次研修 （12月～2月/8名） 

公大協等 

外部機関が 

実施する研修 

公立大学に関する基礎研修（4月/5名） 

公立大学職員セミナー（8月/1名） 

公立大学法人会計セミナー（8～3月/5名） 

 

９ 大学におけるセクハラ・性暴力等防止の取組として、教職員採用段階におけるセクハラ・性暴力等を原

因とする懲戒処分歴等を確認するため、履歴書の様式を改めた。 
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４ その他業務運営（２）教員の多様性の向上 

中期計画 年度計画 
進行 

状況 
実施状況 評価 評価理由及び意見 

【45】  
① 教員の多様性の向上 
 

優秀な人材を確保すると

ともに、多様なものの見方

を踏まえた教育活動や研

究・技術開発を行うため、

適切な業績評価制度の下、

女性・若手・外国人教員の

採用、登用を推進する。ま

た、原則、定年退職者の後

任に４０歳未満の若手教

員を充てるなど、学部学科

等の年齢構成等を考慮し

た組織体制を整備する。こ

うした教員の多様性の向

上に資するため、人生のラ

イフイベントやライフス

テージに配慮した支援を

充実する。 

【45】  
① 教員の多様性の向上 
 

適切な業績評価制度の下で

女性・若手・外国人教員を

採用、登用する。若手教員

の採用については、原則、

定年退職者の補充を若手教

員とするなど、学部学科等

の年齢構成を踏まえつつ推

進する。教員の多様性の向

上に資するため、人生のラ

イフイベントやライフステ

ージに配慮し、各種休暇制

度等の周知など積極的な取

得に向けた支援を行う。 

Ⅲ 【適切な業績評価制度の下での女性・若手・外国人教員の採用、登用の推進】 

１ 各学部において年齢構成等に配慮しながら将来計画・人事計画に基づいて欠員補充申請を行い、若手教

員の採用に努めた。 

 

２ 積極的に女性教員の比率を上げるための工夫として、教員公募情報をJREC-IN等に掲載する際に登録画面

の備考欄に次の3つの文言から一つを選択して掲載することを決定した。 

 

 ＜掲載例＞ 

⑴「北九州市立大学では男女共同参画を推進しています。性別を問わず、優秀な教育研究者の積極的な

応募を歓迎します。」 

⑵「北九州市立大学では、多様な人材による教育・研究活動の推進、男女共同参画推進に努めており、女

性の積極的な応募を歓迎します。」 

⑶「北九州市立大学では男女共同参画を推進しており、業績（教育業績、研究業績、社会貢献、人物を含

む）の評価において複数が同等と認められる場合には、女性を優先的に採用します。」 

 

３ 本学における40歳未満教員比率及び女性教員比率は下記のとおりである。 

 

＜若手・女性教員比率＞ 

 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

40 歳未満教員比率 17.6％ 15.0％ 16.1％ 

女性教員比率 20.6％ 22.3％ 24.5％ 

 

【ライフイベントやライフステージに配慮した支援の充実】 

１ 人生のライフイベントやライフステージに配慮し、子育て支援を促進するため、出産予定の教職員及び

その所属長に対して、育児休暇制度（産後パパ育休含む）の概要について説明した文書を配布した。 

 

２ 教職員の子育てと仕事の両立環境を整えるため、国（子ども家庭庁）が実施している「ベビーシッター

派遣事業」を活用し、希望者には、入試実施日に、ベビーシッターを利用できるようにした。 

 

３ 教職員の休暇取得促進を目的に、出産・子育て・介護等の各種休暇制度を整理した一覧表を作成し、周

知を行った。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ ●ライフイベントやライフステージに配慮

した支援、育休についての文書配布や各種

休暇制度の一覧の周知などは評価できる。 

 

●女性教員のキャリアパス支援や国際的な

教員の招聘により、多様なバックグラウン

ドを持つ教員の増加が図られている。 

 

●女性教員比率の向上は顕著であるが、若手

比率の向上のための更なる努力を期待す

る。 

 

●北九州市立大学の外国人教員比率は、公立

大学の中で上位であるため、今後は、外国

人教員の採用についても評価されたい。 

 

●引き続き、多様性の向上に向けた取り組み

を継続し、実効性のある施策の推進を期待

する。 
 

 


